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変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.6 火災防護に関する基本方針） 
  

添八 1.安全設計 1.6 火災防護に関する基本方針－1 
 

1．安全設計 

1.6 火災防護に関する基本方針 

1.6.2  重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

1. 安全設計 

1.6  火災防護に関する基本方針 

1.6.2  重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方

針 

 

1. 安全設計 

1.6  火災防護に関する基本方針 

1.6.2  重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方

針 

 

1．安全設計 

1.6 火災防護に関する基本方針 

1.6.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方

針 

 

  

1.6.2.2  火災発生防止 

(1) 重大事故等対処施設の火災発生防止 

a. 発火性又は引火性物質 

(c) 換気 

ⅱ. 発火性又は引火性物質である水素ガスを内

包する設備 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内

包する設備である蓄電池及び水素ガスボンベ

を設置する火災区域又は火災区画は，火災の

発生を防止するために，以下に示す空調機器

による機械換気により換気を行う設計とす

る。 

・蓄電池を設置する火災区域又は火災区画

は機械換気を行う設計とする。特に，重

大事故等対処施設である AM 用直流 125V

蓄電池を設置する火災区域は，常設代替

交流電源設備からも給電できる非常用母

線に接続される耐震 S クラス，又は基準

地震動に対して機能維持可能な設計とす

る排風機による機械換気を行うことによ

って，水素濃度を燃焼限界濃度以下とす

るよう設計する。 

 

・格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボ

ンベを設置する火災区域又は火災区画

は，常用電源から給電される原子炉区

1.6.2.2  火災発生防止 

(1) 重大事故等対処施設の火災発生防止 

a. 発火性又は引火性物質 

(c) 換気 

ⅱ. 発火性又は引火性物質である水素ガスを内

包する設備 

発火性又は引火性物質である水素ガスを内

包する設備である蓄電池及び水素ガスボンベ

を設置する火災区域又は火災区画は，火災の

発生を防止するために，以下に示す空調機器

による機械換気により換気を行う設計とす

る。 

・蓄電池を設置する火災区域又は火災区画

は機械換気を行う設計とする。特に，重

大事故等対処施設である AM 用直流 125V

蓄電池及び直流 125V蓄電池（3系統目）

を設置する火災区域は，常設代替交流電

源設備からも給電できる非常用母線に接

続される耐震 S クラス，又は基準地震動

に対して機能維持可能な設計とする排風

機による機械換気を行うことによって，

水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよう

設計する。 

・格納容器雰囲気モニタ校正用水素ガスボ

ンベを設置する火災区域又は火災区画

は，常用電源から給電される原子炉区

1.6.2.2 火災発生防止 

1.6.2.2.1 重大事故等対処施設の火災発生防止 

1.6.2.2.1.1 発火性又は引火性物質（3）換気 

b．発火性又は引火性物質である水素を内包

する設備 

発火性又は引火性物質である水素を内包

する設備である蓄電池並びに「（5）貯

蔵」に示す混合ガスボンベ及び水素ボンベ

を設置する火災区域は、火災の発生を防止

するために、以下に示す空調機器による機

械換気により換気を行う設計とする。 

・蓄電池（安全防護系用） 

蓄電池（安全防護系用）を設置する火災

区域は、代替電源からも給電できる非常用

母線に接続される安全補機開閉器室空調フ

アン及び蓄電池室（安全系）排気ファンに

よる機械換気を行うことにより、水素濃度

を燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

・蓄電池（重大事故等対処用） 

蓄電池（重大事故等対処用）を設置する

火災区域は、代替電源からも給電できる非

常用母線に接続される蓄電池室（重大事故

等対処用）給気ファン及び蓄電池室（重大

事故等対処用）排気ファンによる機械換気

を行うことにより、水素濃度を燃焼限界濃

度以下とする よう設計する。 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.6 火災防護に関する基本方針） 
  

添八 1.安全設計 1.6 火災防護に関する基本方針－2 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

域・タービン区域送風機及び排風機によ

る機械換気を行うことにより水素濃度を

燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

水素ガスを内包する機器を設置する火災区

域又は火災区画は，水素濃度が燃焼限界濃度

以下の雰囲気となるよう送風機及び排風機で

換気されるが，送風機及び排風機は多重化し

て設置する設計とするため，動的機器の単一

故障を想定しても換気は可能である。 

 

域・タービン区域送風機及び排風機によ

る機械換気を行うことにより水素濃度を

燃焼限界濃度以下とするよう設計する。 

水素ガスを内包する機器を設置する火災区

域又は火災区画は，水素濃度が燃焼限界濃度

以下の雰囲気となるよう送風機及び排風機で

換気されるが，送風機及び排風機は多重化し

て設置する設計とするため，動的機器の単一

故障を想定しても換気は可能である。 

 

・蓄電池（3系統目） 

蓄電池（3 系統目）を設置する火災区域

は、代替電源からも給電できる非常用母線

に接続される空調機器による機械換気を行

うことにより、水素濃度を燃焼限界濃度以

下とするよう設計する。 

・混合ガスボンベ及び水素ボンベ 

「（5）貯蔵」に示す混合ガスボンベ及

び水素ボンベを設置する火災区域は、代替

電源からも給電できる非常用母線に接続さ

れる試料採取室給気ファン及び試料採取室

排気ファンによる機械換気を行うことによ 

り、水素濃度を燃焼限界濃度以下とするよ

う設計する。 

なお、水素を内包する設備のある火災区

域は、水素濃度が燃焼限界濃度以下の雰囲

気となるように給気ファン及び排気ファン

で換気されるが、給気ファン及び排気ファ

ンは、多重化して設置する設計とするた

め、単一故障を想定しても換気は可能であ

る。 

ただし、蓄電池（安全防護系用）、蓄電

池（重大事故等対処用）及び蓄電池（3 系

統目）は、通常時には負荷への給電がなく

浮動充電状態で待機している。 

重大事故等対処時は放電状態であるた

め、水素が発生することはほとんどなく、

放電後に充電を実施する場合は、給気ファ

ン及び排気ファンによる換気を行う。 

 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－1 
 

1．安全設計 

1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

第三十八条 重大事故等対処施設の地盤 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

参考として 1.10.2の記載内容を掲載 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25 年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則への適合 

発電用原子炉施設は，「設置許可基準規則」に十

分適合するように設計する。各条文に対する適合の

ための設計方針は次のとおりである。 

1.10.5 発電用原子炉設置変更許可申請（原管発官 R3

第 148 号）に係る実用発電用原子炉及びその附属

施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則へ

の適合 

 

1．12．13．1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6

月 19日制定）」に対する適合 

1.9.9.1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25年 6

月 19日制定）」に対する適合 

 

（重大事故等対処施設の地盤） 

第三十八条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の

区分に応じ、それぞれ次に定める地盤に設けなけれ

ばならない。 

一 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故防止設備」という。）であって、耐震

重要施設に属する設計基準事故対処設備が有する

機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事

故防止設備」という。）が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力が作用した場合において

も当該重大事故等対処施設を十分に支持すること

ができる地盤 

三 重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故緩和設備」という。）が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 基準地震動による地震力が作用した場合

においても当該重大事故等対処施設を十分に支持

することができる地盤 

 

 

 

 

（重大事故等対処施設の地盤） 

第三十八条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の

区分に応じ、それぞれ次に定める地盤に設けなけれ

ばならない。 

一 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故防止設備」という。）であって、耐震

重要施設に属する設計基準事故対処設備が有する

機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事

故防止設備」という。）が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力が作用した場合において

も当該重大事故等対処施設を十分に支持すること

ができる地盤 

三 重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故緩和設備」という。）が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 基準地震動による地震力が作用した場合

においても当該重大事故等対処施設を十分に支持

することができる地盤 

 

 

 

 

第三十八条 重大事故等対処施設の地盤 

１ 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に

応じ、それぞれ次に定める地盤に設けなければなら

ない。 

一 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故防止設備」という。）であって、耐震

重要施設に属する設計基準事故対処設備が有する

機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事

故防止設備」という。）が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力が作用した場合において

も当該重大事故等対処施設を十分に支持すること

ができる地盤 

三 重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故緩和設備」という。）が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）基準地震動による地震力が作用した場合に

おいても当該重大事故等対処施設を十分に支持す

ることができる地盤 

 

 

 

 

第三十八条 重大事故等対処施設の地盤 

１ 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に

応じ、それぞれ次に定める地盤に設けなければなら

ない。 

一 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故防止設備」という。）であって、耐震

重要施設に属する設計基準事故対処設備が有する

機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事

故防止設備」という。）が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力が作用した場合において

も当該重大事故等対処施設を十分に支持すること

ができる地盤 

三 重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常

設重大事故緩和設備」という。）が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）基準地震動による地震力が作用した場合に

おいても当該重大事故等対処施設を十分に支持す

ることができる地盤 

四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定

により算定する地震力が作用した場合及び基準地

震動による地震力が作用した場合においても当該

特定重大事故等対処施設を十分に支持することが

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－2 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 

２ 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対

処施設を除く。次項及び次条第二項において同

じ。）は、変形した場合においても重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

地盤に設けなければならない。 

３ 重大事故等対処施設は、変位が生ずるおそれがな

い地盤に設けなければならない。 

 

２ 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対

処施設を除く。次項及び次条第二項において同

じ。）は、変形した場合においても重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

地盤に設けなければならない。 

３ 重大事故等対処施設は、変位が生ずるおそれがな

い地盤に設けなければならない。 

 

２ 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対

処施設を除く。次項及び次条第二項において同

じ。）は、変形した場合においても重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

地盤に設けなければならない。 

３ 重大事故等対処施設は、変位が生ずるおそれがな

い地盤に設けなければならない。 

できる地盤 

２ 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対

処施設を除く。次項及び次条第二項において同

じ。）は、変形した場合においても重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

地盤に設けなければならない。 

３ 重大事故等対処施設は、変位が生ずるおそれ

がない地盤に設けなければならない。 

適合のための設計方針 

 

 

 

1の一 について 

常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事

故等対処施設については，基準地震動による地震力が

作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持

力を有する地盤に設置する。 

 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用

することによって弱面上のずれが発生しないことを含

め，基準地震動による地震力に対する支持性能を有す

る地盤に設置する。 

 

適合のための設計方針 

 

 

 

1 一について 

常設耐震重要重大事故防止設備である所内常設直流

電源設備（3 系統目）は，基準地震動による地震力が

作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持

力を有し，基準地震動による地震力が作用することに

よって弱面上のずれが発生しないことを含め，基準地

震動による地震力に対する支持性能を有する地盤上に

設置する原子炉建屋内に設置する。 

 

適合のための設計方針 

 

 

 

1の一 について 

常設耐震重要重大事故防止設備である蓄電池（3 系

統目）が設置される重大事故等対処施設については、

基準地震動による地震力が作用した場合においても、

接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置す

る。 

また、上記に加え、基準地震動による地震力が作用

することによって弱面上のずれが発生しないことを含

め、基準地震動による地震力に対する支持性能を有す

る地盤に設置する。 

 

適合のための設計方針 

2.重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）である所内常設直流電源設備（3 系統目）につ

いて 

第 1項第 1号について 

常設耐震重要重大事故防止設備である所内常設直流

電源設備（3 系統目）が設置される重大事故等対処施

設については、基準地震動 Ss による地震力が作用し

た場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有

する地盤に設置する。 

また、上記に加え、基準地震動 Ss による地震力が

作用することによって弱面上のずれが発生しないこと

を含め、基準地震動 Ss による地震力に対する支持性

能を有する地盤に設置する。 

 

 

1の三 について 

常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処

施設については，基準地震動による地震力が作用した

場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用

することによって弱面上のずれが発生しないことを含

め，基準地震動による地震力に対する支持性能を有す

る地盤に設置する。 

1 三について 

常設重大事故緩和設備である所内常設直流電源設備

（3 系統目）は，基準地震動による地震力が作用した

場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有

し，基準地震動による地震力が作用することによって

弱面上のずれが発生しないことを含め，基準地震動に

よる地震力に対する支持性能を有する地盤上に設置す

る原子炉建屋内に設置する。 

 

1の三 について 

常設重大事故緩和設備である蓄電池（3 系統目）が

設置される重大事故等対処施設については、基準地震

動による地震力が作用した場合においても、接地圧に

対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

 

また、上記に加え、基準地震動による地震力が作用

することによって弱面上のずれが発生しないことを含

め、基準地震動による地震力に対する支持性能を有す

る地盤に設置する。 

第 1項第 3号について 

常設重大事故緩和設備である所内常設直流電源設備

（3 系統目）が設置される重大事故等対処施設につい

ては、基準地震動による地震力が作用した場合におい

ても、接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設

置する。 

また、上記に加え、基準地震動 Ss による地震力が

作用することによって弱面上のずれが発生しないこと

を含め、基準地震動 Ss による地震力に対する支持性

能を有する地盤に設置する。 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－3 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

   

2 について 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩

和設備が設置される重大事故等対処施設は，地震発生

に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓

み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，

液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状によ

り，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがない地盤に設置する。 

 

 

2 について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である所内常設直流電源設備（3 系統目）は，

地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾

斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不

等沈下，液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変

状により，重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがない地盤上に設置する原子炉建屋

内に設置する。 

 

2 について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である蓄電池（3 系統目）が設置される重大事

故等対処施設は、地震発生に伴う地殻変動によって生

じる支持地盤の傾斜及び携み並びに地震発生に伴う建

物・構築物間の不等沈下、液状化及び揺すり込み沈下

等の周辺地盤の変状により、重大事故等に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設置

する。 

 

第 2項について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である所内常設直流電源設備（3 系統目）が設

置される重大事故等対処施設は、地震発生に伴う地殻

変動によって生じる支持地盤の傾斜及び携み並びに地

震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下、液状化及び

揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状により、重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ない地盤に設置する。 

 

 

3 について 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩

和設備が設置される重大事故等対処施設は，将来活動

する可能性のある断層等の露頭がない地盤に設置す

る。 

 

なお，「1～3 について」における重大事故等対処施

設の設備分類については，第三十九条の「適合のための

設計方針」の「1 について」における「Ⅰ．設備分

類」による。 

3 について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である所内常設直流電源設備（3 系統目）は，

将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地盤上

に設置する原子炉建屋内に設置する。 

 

3 について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である蓄電池（3 系統目）が設置される重大事

故等対処施設は、将来活動する可能性のある断層等の

露頭がない地盤に設置する。 

 

第 3項について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である所内常設直流電源設備（3 系統目）が設

置される重大事故等対処施設は、将来活動する可能性

のある断層等の露頭がない地盤に設置する。 

 

 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－4 
 

第三十九条 地震による損傷の防止 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の

区分に応じ、それぞれ次に定める要件を満たすもの

でなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 基準地震動による地震力に対して重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力に対して重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ものであること。 

 

 

 

 

 

 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生

によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

（地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の

区分に応じ、それぞれ次に定める要件を満たすもの

でなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 基準地震動による地震力に対して重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力に対して重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ものであること。 

 

 

 

 

 

 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生

によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

第三十九条 地震による損傷の防止 

１ 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に

応じ、それぞれ次に定める要件を満たすものでなけ

ればならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 基準地震動による地震力に対して重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力に対して重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ものであること。 

 

 

 

 

 

 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生

によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

第三十九条 地震による損傷の防止 

１ 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に

応じ、それぞれ次に定める要件を満たすものでなけ

ればならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 基準地震動による地震力に対して重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものであるこ

と。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等

対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。） 

基準地震動による地震力に対して重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ものであること。 

四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定

により算定する地震力に十分に耐えることがで

き、かつ、基準地震動による地震力に対して重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないものであること。 

 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生

によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

 

 

 

1について 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有す

る重大事故等に対処するために必要な機能及び設置状

態を踏まえて「Ⅰ．設備分類」のとおり分類し，設備

適合のための設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

適合のための設計方針 

 

 

 

1 について 

重大事故等対処施設については、設計基準対象施設

の耐震設計における動的地震力又は静的地震力に対す

る設計方針を踏襲し、重大事故等対処施設の構造上の

適合のための設計方針 

2.重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）である所内常設直流電源設備（3 系統目）につ

いて 

 

 

 

 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－5 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

分類に応じて「Ⅱ．設計方針」に示す設計方針に従っ

て耐震設計を行う。耐震設計において適用する地震動

及び当該地震動による地震力等については，設計基準

対象施設のものを設備分類に応じて適用する。 

なお，「Ⅱ．設計方針」の(1)，(2)及び(3)に示す

設計方針が，それぞれ第 1 項の第一号，第二号及び第

三号の要求事項に対応するものである。 

 

Ⅰ．設備分類 

(1) 常設重大事故防止設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故に至るおそれ

がある事故が発生した場合であって，設計基準事故対

処設備の安全機能又は使用済燃料プールの冷却機能若

しくは注水機能が喪失した場合において，その喪失し

た機能（重大事故に至るおそれがある事故に対処する

ために必要な機能に限る。）を代替することにより重

大事故の発生を防止する機能を有する設備であって常

設のもの 

a. 常設耐震重要重大事故防止設備 

常設重大事故防止設備であって，耐震重要施設に属

する設計基準事故対処設備が有する機能を代替するも

の 

b. 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備 

常設重大事故防止設備であって，a.以外のもの 

(2) 常設重大事故緩和設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故が発生した場

合において，当該重大事故の拡大を防止し，又はその

影響を緩和するための機能を有する設備であって常設

のもの 

(3) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期

待する設備であって，重大事故の発生を防止する機能

を有する（1）以外の常設のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴、重大事故等における運転状態、重大事故等時の

状態で施設に作用する荷重等を考慮し、適用する地震

力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないことを目的として、施設区分

に応じて耐震設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－6 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(4) 常設重大事故緩和設備（設計基準拡張） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期

待する設備であって，重大事故の拡大を防止し，又は

その影響を緩和するための機能を有する（2）以外の

常設のもの 

(5) 可搬型重大事故等対処設備 

重大事故等対処設備であって可搬型のもの 

Ⅱ. 設計方針 

(1) 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事

故等対処施設 

基準地震動による地震力に対して，重大事故に至る

おそれがある事故に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがないように設計する。 

 

(2) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備が設置される重大事故等対処施設 

代替する機能を有する設計基準事故対処設備の耐震

重要度分類のクラスに適用される地震力に十分に耐え

ることができるように設計する。 

(3) 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処

施設 

基準地震動による地震力に対して，重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう

に設計する。 

(4) 常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設 

当該設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用さ

れる地震力に十分に耐えることができるように設計す

る。 

(5) 常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設 

基準地震動による地震力に対して，重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう

に設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

1 一及び三について 

常設耐震重要重大事故防止設備である所内常設直流

電源設備（3 系統目）は，基準地震動による地震力に

対して，重大事故に至るおそれがある事故に対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれがないように設

計する。 

 

 

 

 

 

 

常設重大事故緩和設備である所内常設直流電源設備

（3 系統目）は，基準地震動による地震力に対して，

重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 常設耐震重要重大事故防止設備である蓄電池

（3 系統目）は、基準地震動による地震力に対し

て重大事故に至るおそれがある事故に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

三 常設重大事故緩和設備である蓄電池（3 系統

目）は、基準地震動による地震力に対して重大事

故に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1項第 1号について 

常設耐震重要重大事故防止設備である所内常設直流

電源設備（3 系統目）が設置される重大事故等対処施

設は、基準地震動 Ss による地震力に対して，重大事

故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがないよう設計とする。 

 

 

 

 

 

第 1項第 3号について 

常設重大事故緩和設備である所内常設直流電源設備

（3 系統目）が設置される重大事故等対処施設は、基

準地震動 Ss による地震力に対して，重大事故に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれがないよう

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－7 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(6) 可搬型重大事故等対処設備 

地震による周辺斜面の崩壊，溢水，火災等の影響を

受けない場所に適切に保管する。 

 

なお，上記設計において適用する動的地震力は，水

平 2 方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたも

のとして算定する。 

また，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事

故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

（当該設備が属する耐震重要度分類が S クラスのも

の）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設

置される重大事故等対処施設は，B クラス及び C クラ

スの施設，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設

重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類が B クラ

ス又は C クラスのもの）が設置される重大事故等対処

施設，可搬型重大事故等対処設備，常設重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備並びに常設重大事故防

止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）のいずれにも属さない常設の重大事

故等対処施設の波及的影響によって，重大事故等に対

処するために必要な機能を損なわないように設計す

る。 

 

 

 

 

 

なお，上記設計において適用する動的地震力は，水

平 2 方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたも

のとして算定する。 

また，所内常設直流電源設備（3 系統目）は，B ク

ラス及び C クラスの施設，常設耐震重要重大事故防止

設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防

止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類が B クラス又は C クラスのもの）が設置される

重大事故等対処施設，可搬型重大事故等対処設備，常

設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備並びに

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大

事故緩和設備（設計基準拡張）のいずれにも属さない

常設の重大事故等対処施設の波及的影響によって，重

大事故等に対処するために必要な機能を損なわないよ

うに設計する。 

 

 

 

 

 

なお，上記設計において適用する動的地震力は，水

平 2 方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたも

のとして算定する。 

 

2について 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和

設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該

設備が属する耐震重要度分類が S クラスのもの）又は

常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置される

重大事故等対処施設については，基準地震動による地

震力によって生じるおそれがある周辺斜面の崩壊に対

して，重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがない場所に設置する。 

2について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である所内常設直流電源設備（3 系統目）が設

置される重大事故等対処施設については，基準地震動

による地震力によって生じるおそれがある周辺斜面の

崩壊に対して，重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがない場所に設置する。 

 

2 について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である蓄電池（3 系統目）が設置される重大事

故等対処施設については、基準地震動による地震力に

よって生じるおそれがある周辺の斜面の崩壊に対し

て、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがない場所に設置する。 

 

第 2項について 

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩

和設備である所内常設直流電源設備（３系統目）が設

置される重大事故等対処施設については、基準地震動

Ss による地震力によって生じるおそれがある周辺斜

面の崩壊に対して、重大事故等に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがない場所に設置する。 

 

 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－8 
 

第四十条 津波による損傷の防止 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（津波による損傷の防止） 

第四十条 重大事故等対処施設は、基準津波に対

して重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないものでなければならない。 

（津波による損傷の防止） 

第四十条 重大事故等対処施設は、基準津波に対

して重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないものでなければならない。 

第四十条 津波による損傷の防止 

重大事故等対処施設は、基準津波に対して重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならない。 

第四十条 津波による損傷の防止 

重大事故等対処施設は、基準津波に対して重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

基準津波及び入力津波の策定に関しては，第五条の

「適合のための設計方針」を適用する。 

 

 

 

耐津波設計としては以下の方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 重大事故等対処施設の津波防護対象設備（非常用

取水設備を除く。）を内包する建屋及び区画の設置

された敷地において，基準津波による遡上波を地上

部から到達又は流入させない設計とする。また，取

水路，放水路等の経路から流入させない設計とす

る。 

(2) 取水・放水施設及び地下部等において，漏水する

可能性を考慮の上，漏水による浸水範囲を限定し

て，重大事故等に対処するために必要な機能への影

響を防止する設計とする。 

(3) 上記(1)及び(2)に規定するもののほか，重大事故

等対処施設の津波防護対象設備（非常用取水設備を

除く。）を内包する建屋及び区画については，浸水

防護をすることにより津波による影響等から隔離す

る。そのため，浸水防護重点化範囲を明確化すると

適合のための設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，基準津波に

対して重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがないよう，以下の方針とする。 

(1) 所内常設直流電源設備（3 系統目）を内包する建

屋及び区画の設置された敷地において，基準津波に

よる遡上波を地上部から到達又は流入させない設計

とする。また，取水路，放水路等の経路から流入さ

せない設計とする。 

 

 

 

 

 

(2) 上記に規定するもののほか，所内常設直流電源設

備（3 系統目）を内包する建屋及び区画について

は，浸水防護をすることにより津波による影響等か

ら隔離する。そのため，浸水防護重点化範囲を明確

化するとともに，津波による溢水を考慮した浸水範

適合のための設計方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池（3 系統目）は、基準津波に対して重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないよう、以下の方針とする。 

（1） 蓄電池（3 系統目）を内包する建屋及び区

画の設置された敷地において、基準津波による遡

上波を地上部から到達又は流入させない設計とす

る。また、取水路及び放水路等の経路から流入さ

せない設計とする。 

 

 

 

 

 

（2）上記に規定するものの他、蓄電池（3 系統

目）を内包する建屋については、浸水対策を行う

ことにより津波による影響等から隔離する。 

そのため、浸水防護重点化範囲を明確化すると

ともに、津波による溢水を考慮した浸水範囲及び

適合のための設計方針 

基準津波及び入力津波（施設の津波に対する設計を

行うために，津波伝播特性及び浸水経路等を考慮し

て，それぞれの施設に対して設定するものをいう。以

下同じ。）の策定に関しては，第五条の「適合のため

の設計方針」を適用する。 

耐津波設計としては以下の方針とする。 

 

2.重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）である所内常設直流電源設備（3 系統目）につ

いて 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は、基準津波に

対して重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがないよう、以下の方針とする。 

（1） 所内常設直流電源設備（3 系統目）を内包

する建屋及び区画の設置された敷地において、基

準津波による遡上波を地上部から到達又は流入さ

せない設計とする。また、取水路及び放水路等の

経路から流入させない設計とする。 

 

 

 

 

 

（2）上記に規定するものの他、所内常設直流電源

設備（3 系統目）を内包する建屋及び区画につい

ては，浸水防護重点化範囲を明確化し，津波によ

る影響等を受けいない位置に設置する設計とす

る。 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－9 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

ともに，必要に応じて実施する浸水対策について

は，第五条の「適合のための設計方針」を適用す

る。 

 

(4) 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対

処するために必要な機能への影響を防止する。その

ため，非常用海水冷却系については，第五条の「適

合のための設計方針」を適用する。 

また，大容量送水車については，基準津波による

水位の変動に対して取水性を確保でき，6 号及び 7

号炉の取水口からの砂の混入に対して，ポンプが機

能保持できる設計とする。 

(5) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の

機能の保持については，第五条の「適合のための設

計方針」を適用する。 

(6) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の

設計並びに非常用海水冷却系等の取水性の評価に当

たっては，第五条の「適合のための設計方針」を適

用する。 

囲及び浸水量を保守的に想定した上で，浸水防護重

点化範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水口

（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対し

て必要に応じ浸水対策を施す設計とする。 

 

浸水量を保守的に想定した上で、浸水防護重点化

範囲への浸水の可能性のある経路及び浸水口

（扉、開口部及び貫通口等）を特定し、それらに

対して必要に応じ浸水対策を施す設計とする。 

 

 

 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－10 
 

第四十一条 火災による損傷の防止 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により

重大事故等に対処するために必要な機能を損なう

おそれがないよう、火災の発生を防止することが

でき、かつ、火災感知設備及び消火設備を有する

ものでなければならない。 

（火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により

重大事故等に対処するために必要な機能を損なう

おそれがないよう、火災の発生を防止することが

でき、かつ、火災感知設備及び消火設備を有する

ものでなければならない。 

第四十一条 火災による損傷の防止 

重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災

の発生を防止することができ、かつ、火災感知設備及び

消火設備を有するものでなければならない。 

第四十一条 火災による損傷の防止 

重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災

の発生を防止することができ、かつ、火災感知設備及び

消火設備を有するものでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

 

 

 

重大事故等対処施設は火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう，火

災発生防止，火災感知及び消火の措置を講じるものと

する。 

適合のための設計方針 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は火災により重

大事故等に対処するために必要な機能を損なうおそれ

がないよう，火災発生防止，火災感知及び消火の措置

を講じるものとする。 

 

適合のための設計方針 

 

 

 

蓄電池（3 系統目）は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災

発生防止、火災感知及び消火の措置を講じるものとす

る。 

適合のための設計方針 

2.重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。）である所内常設直流電源設備（3 系統目）につ

いて 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は、火災により重

大事故等に対処するために必要な機能を損なうおそれが

ないよう、火災発生防止、火災感知及び消火の措置を講

じるものとする。 

 

(1) 火災発生防止 

潤滑油等の発火性又は引火性物質を内包する機器

は，漏えいを防止する設計とする。万一，潤滑油等

が漏えいした場合に，漏えいの拡大を防止する堰等

を設ける設計とする。 

重大事故等対処施設は，不燃性材料若しくは難燃

性材料と同等以上の性能を有するものである場合又

は他の重大事故等対処施設，設計基準事故対処設備

等に火災が発生することを防止するための措置が講

じられている場合を除き，不燃性材料若しくは難燃

性材料を使用した設計とする。 

電気系統については，必要に応じて，過電流継電

器等の保護装置と遮断器の組み合わせ等により，過

電流による過熱，焼損の防止を図るとともに，必要

な電気設備に接地を施す設計とする。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減す

るため，避雷設備を設けるとともに，施設の区分に

(1) 火災発生防止 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，不燃性材

料若しくは難燃性材料と同等以上の性能を有するも

のである場合又は他の重大事故等対処施設，設計基

準事故対処設備等に火災が発生することを防止する

ための措置が講じられている場合を除き，不燃性材

料若しくは難燃性材料を使用した設計とする。 

電気系統については，必要に応じて，過電流継電

器等の保護装置と遮断器の組み合わせ等により，過

電流による過熱，焼損の防止を図るとともに，必要

な電気設備に接地を施す設計とする。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減す

るため，避雷設備を設けるとともに，施設の区分に

（1）火災発生防止 

 

 

 

 

蓄電池（3 系統目）は、不燃性又は難燃性材料と

同等以上の性能を有するものである場合若しくは他

の重大事故等対処施設、設計基準事故対処設備等に

火災が発生することを防止するための措置が講じら

れている場合を除き、不燃性又は難燃性材料を使用

した設計とする。 

電気系統については、必要に応じて、過電流継電

器等の保護装置と遮断器の組み合わせ等により、過

電流による過熱、焼損の防止を図るとともに、必要

な電気設備に接地を施す。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減す

るため、避雷設備を設けるとともに、施設の区分に

（1）火災発生防止 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は、不燃性若

しくは難燃性材料と同等以上の性能を有するもので

ある場合又は他の重大事故等対処施設、設計基準事

故対処設備等に火災が発生することを防止するため

の措置が講じられている場合を除き、不燃性若しく

は難燃性材料を使用した設計とする。 

電気系統については、必要に応じて、過電流継電

器等の保護装置と遮断器の組み合わせ等により、過

電流による過熱、焼損の防止を図るとともに、必要

な電気設備に接地を施す設計とする。 

落雷や地震により火災が発生する可能性を低減す

るため、避雷設備を設けるとともに、施設の区分に

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－11 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

応じた耐震設計を行う。 応じた耐震設計を行う。 応じた耐震設計を行う。 応じた耐震設計を行う。 

(2) 火災感知及び消火 

重大事故等対処施設に対して，早期の火災感知及

び消火を行うため異なる種類の感知器を設置する設

計とする。 

消火設備は，自動消火設備，手動操作による固定

式消火設備，水消火設備及び消火器を設置する設計

とし，重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画のうち，煙の充満又は放射線の影響により

消火活動が困難なところには，自動消火設備又は手

動操作による固定式消火設備を設置する設計とす

る。 

火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設

備は，重大事故等対処施設の区分に応じて，地震発

生時に機能を維持できる設計とする。 

 

(2) 火災感知及び消火 

所内常設直流電源設備（3 系統目）に対して，早

期の火災感知及び消火を行うため異なる種類の感知

器を設置する設計とする。 

消火設備は，自動消火設備，手動操作による固定

式消火設備，水消火設備及び消火器を設置する設計

とし，所内常設直流電源設備（3 系統目）を設置す

る火災区域又は火災区画のうち，煙の充満又は放射

線の影響により消火活動が困難なところには，自動

消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置

する設計とする。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備

は，重大事故等対処施設の区分に応じて，地震発生

時に機能を維持できる設計とする。 

 

（2）火災の感知及び消火 

蓄電池（3 系統目）に対する火災の影響を限定

し、早期の火災感知及び消火を行えるように異なる

種類の感知器を設置する設計とする。 

消火設備は、自動消火設備、手動操作による固定

式消火設備、水消火設備及び消火器を設置する設計

とし、蓄電池（3 系統目）を設置する火災区域又は

火災区画であって、火災発生時に煙の充満、放射線

の影響等により消火活動が困難なところには、自動

消火設備又は手動操作による固定式消火設備を設置

する設計とする。 

蓄電池（3 系統目）を設置する火災区域又は火災

区画の火災感知設備及び消火設備は、重大事故等対

処施設の区分に応じて、機能を維持できる設計とす

る。 

（2）火災の感知及び消火 

所内常設直流電源設備（3 系統目）に対して、早

期の火災感知及び消火を行うため異なる種類の感知

器を設置する設計とする。 

消火設備は、自動消火設備、手動操作による固定

式消火設備、水消火設備及び消火器を設置する設計

とし、重大事故等対処施設を設置する火災区域又は

火災区画のうち，煙の充満又は放射線の影響により

消火活動が困難なところには、自動消火設備又は手

動操作による固定式消火設備を設置する設計とす

る。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）を設置する火

災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備

は、重大事故等対処施設の区分に応じて、地震発生

時に機能を維持できる設計とする。 

 

(3) 消火設備の破損，誤動作又は誤操作について 

消火設備の破損，誤動作又は誤操作が起きた場合

においても，消火設備の消火方法，消火設備の配置

設計等を行うことにより，重大事故等に対処する機

能を損なわない設計とする。 

 

(3) 消火設備の破損，誤動作又は誤操作について 

消火設備の破損，誤動作又は誤操作が起きた場合

においても，消火設備の消火方法，消火設備の配置

設計等を行うことにより，所内常設直流電源設備

（3 系統目）の重大事故等に対処する機能を損なわ

ない設計とする。 

 

（3） 消火設備の破損、誤作動又は誤操作について 

消火設備の破損、誤作動又は誤操作が起きた場合

においても、消火設備の消火方法、消火設備の配置

設計等を行うことにより、蓄電池（3 系統目）の重

大事故等に対処する機能を損なわない設計とする。 

 

（3）消火設備の破損、誤作動又は誤操作について 

消火設備の破損、誤作動又は誤操作が起きた場合

においても、消火設備の消火方法、消火設備の配置

設計等を行うことにより、所内常設直流電源設備

（3 系統目）の重大事故等に対処する機能を損なわ

ない設計とする。 

 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－12 
 

第四十三条 重大事故等対処設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 重大事故等対処設備は、次に掲げるもので

なければならない。 

一 想定される重大事故等が発生した場合における

温度、放射線、荷重その他の使用条件において、

重大事故等に対処するために必要な機能を有効に

発揮するものであること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合において

確実に操作できるものであること。 

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉

の運転中又は停止中に試験又は検査ができるもの

であること。 

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処

するために使用する設備にあっては、通常時に使

用する系統から速やかに切り替えられる機能を備

えるものであること。 

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさな

いものであること。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において

重大事故等対処設備の操作及び復旧作業を行うこ

とができるよう、放射線量が高くなるおそれが少

ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置

その他の適切な措置を講じたものであること。 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故

等対処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大

事故等対処設備」という。）と接続するものにあっ

ては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するた

めに必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、

ケーブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故

等対処設備」という。）は、前項に定めるもののほ

か、次に掲げるものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有

するものであること。 

（重大事故等対処設備） 

第四十三条 重大事故等対処設備は、次に掲げるもので

なければならない。 

一 想定される重大事故等が発生した場合における

温度、放射線、荷重その他の使用条件において、

重大事故等に対処するために必要な機能を有効に

発揮するものであること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合において

確実に操作できるものであること。 

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉

の運転中又は停止中に試験又は検査ができるもの

であること。 

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処

するために使用する設備にあっては、通常時に使

用する系統から速やかに切り替えられる機能を備

えるものであること。 

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさな

いものであること。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において

重大事故等対処設備の操作及び復旧作業を行うこ

とができるよう、放射線量が高くなるおそれが少

ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置

その他の適切な措置を講じたものであること。 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故

等対処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大

事故等対処設備」という。）と接続するものにあっ

ては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するた

めに必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、

ケーブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故

等対処設備」という。）は、前項に定めるもののほ

か、次に掲げるものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有

するものであること。 

第四十三条 重大事故等対処設備 

１ 重大事故等対処設備は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 

一 想定される重大事故等が発生した場合における

温度、放射線、荷重その他の使用条件において、

重大事故等に対処するために必要な機能を有効に

発揮するものであること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合において

確実に操作できるものであること。 

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉

の運転中又は停止中に試験又は検査ができるもの

であること。 

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処

するために使用する設備にあっては、通常時に使

用する系統から速やかに切り替えられる機能を備

えるものであること。 

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさな

いものであること。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において

重大事故等対処設備の操作及び復旧作業を行うこ

とができるよう、放射線量が高くなるおそれが少

ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置

その他の適切な措置を講じたものであること。 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故

等対処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大

事故等対処設備」という。）と接続するものにあっ

ては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するた

めに必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、

ケーブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故

等対処設備」という。）は、前項に定めるもののほ

か、次に掲げるものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有

するものであること。 

第四十三条 重大事故等対処設備 

１ 重大事故等対処設備は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 

一 想定される重大事故等が発生した場合における

温度、放射線、荷重その他の使用条件において、

重大事故等に対処するために必要な機能を有効に

発揮するものであること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合において

確実に操作できるものであること。 

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉

の運転中又は停止中に試験又は検査ができるもの

であること。 

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処

するために使用する設備にあっては、通常時に使

用する系統から速やかに切り替えられる機能を備

えるものであること。 

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさな

いものであること。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において

重大事故等対処設備の操作及び復旧作業を行うこ

とができるよう、放射線量が高くなるおそれが少

ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置

その他の適切な措置を講じたものであること。 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故

等対処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大

事故等対処設備」という。）と接続するものにあっ

ては、当該可搬型重大事故等対処設備と接続するた

めに必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、

ケーブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故

等対処設備」という。）は、前項に定めるもののほ

か、次に掲げるものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有

するものであること。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
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（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

二 二以上の発電用原子炉施設において共用するも

のでないこと。ただし、二以上の発電用原子炉施

設と共用することによって当該二以上の発電用原

子炉施設の安全性が向上する場合であって、同一

の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影

響を及ぼさない場合は、この限りでない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設

計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講

じたものであること。 

二 二以上の発電用原子炉施設において共用するも

のでないこと。ただし、二以上の発電用原子炉施

設と共用することによって当該二以上の発電用原

子炉施設の安全性が向上する場合であって、同一

の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影

響を及ぼさない場合は、この限りでない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設

計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講

じたものであること。 

二 二以上の発電用原子炉施設において共用するも

のでないこと。ただし、二以上の発電用原子炉施

設と共用することによって当該二以上の発電用原

子炉施設の安全性が向上する場合であって、同一

の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影

響を及ぼさない場合は、この限りでない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設

計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講

じたものであること。 

二 二以上の発電用原子炉施設において共用するも

のでないこと。ただし、二以上の発電用原子炉施

設と共用することによって当該二以上の発電用原

子炉施設の安全性が向上する場合であって、同一

の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影

響を及ぼさない場合は、この限りでない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設

計基準事故対処設備の安全機能と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講

じたものであること。 

適合のための設計方針 

(1) 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

a. 多様性，位置的分散 

共通要因としては，環境条件，自然現象，発電

所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によるもの（外部人為事

象），溢水，火災及びサポート系の故障を考慮す

る。 

発電所敷地で想定される自然現象として，地

震，津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学

的事象を選定する。 

自然現象の組合せについては，地震，積雪及び

火山の影響を考慮する。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発

電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるものとし

て，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・

爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝

突，電磁的障害及び故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムを選定する。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムについては，可搬型重大事故等対処設備による

適合のための設計方針 

(1) 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

a. 多様性，位置的分散 

共通要因としては，環境条件，自然現象，発電

所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によるもの（外部人為事

象），溢水，火災及びサポート系の故障を考慮す

る。 

発電所敷地で想定される自然現象として，地

震，津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降

水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び生物学

的事象を選定する。 

自然現象の組合せについては，地震，積雪及び

火山の影響を考慮する。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発

電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるものとし

て，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・

爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝

突，電磁的障害及び故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムを選定する。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムについては，可搬型重大事故等対処設備による

適合のための設計方針 

（1）多様性、位置的分散、悪影響防止等 

a．多様性、位置的分散 

共通要因としては、環境条件、自然現象、外部人

為事象、溢水、火災及びサポート系を考慮する。 

自然現象については、地震、津波、洪水、風（台

風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、地滑り、火

山の影響、生物学的事象、森林火災及び高潮を考慮

する。 

自然現象による荷重の組合せについては、地震、

津波、風（台風）、積雪及び火山の影響による荷重

の組合せを考慮する。 

外部人為事象については、飛来物（航空機落下

等）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒

ガス、船舶の衝突、電磁的障害及び故意による大型

航空機の衝突その他テロリズムを考慮する。 

故意による大型航空機衝突その他のテロリズムに

ついては、可搬型重大事故等対処設備による対策を

講じることとする。 

 

適合のための設計方針 

（1）多様性、位置的分散、悪影響防止等 

a．多様性、位置的分散 

共通要因としては、環境条件、自然現象、発電所

敷地又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある

事象であって人為によるもの（外部人為事象），溢

水，火災及びサポート系を考慮する。 

発電所敷地で想定される自然現象として，地震，

津波（敷地に遡上する津波を含む。），洪水，風

（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の

影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を選定す

る。 

自然現象の組合せについては、地震、津波（敷地

に遡上する津波を含む。）、風（台風）、積雪及び

火山の影響による荷重の組合せを考慮する。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電

用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるものとして，飛来

物（航空機落下）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等

の火災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害及び故

意による大型航空機の衝突その他テロリズムを考慮

する。 

故意による大型航空機衝突その他のテロリズムに
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（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
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備考 

対策を講じることとする。 

建屋については，地震，津波，火災及び外部か

らの衝撃による損傷を防止できる設計とする。 

重大事故緩和設備についても，可能な限り多様

性を考慮する。 

 

対策を講じることとする。 

建屋については，地震，津波，火災及び外部か

らの衝撃による損傷を防止できる設計とする。 

重大事故緩和設備についても，可能な限り多様

性を考慮する。 

 

ついては、可搬型重大事故等対処設備である可搬型

直流電源設備による対策を講じることとする。 

建屋については，地震，津波（敷地に遡上する津

波を含む。），火災及び外部からの衝撃による損傷

を防止できる設計とする。 

(a) 常設重大事故等対処設備（第 2項 第三号） 

常設重大事故防止設備は，設計基準事故対処

設備等の安全機能と共通要因によって同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないよう，可能な

限り多様性，独立性，位置的分散を考慮して適

切な措置を講じる設計とする。ただし，常設重

大事故防止設備のうち，計装設備について，重

要代替監視パラメータ（当該パラメータの他チ

ャンネルの計器を除く。）による推定は，重要

監視パラメータと異なる物理量又は測定原理と

する等，重要監視パラメータに対して可能な限

り多様性を有する方法により計測できる設計と

する。重要代替監視パラメータは重要監視パラ

メータと可能な限り位置的分散を図る設計とす

る。 

環境条件に対しては，想定される重大事故等

が発生した場合における温度，放射線，荷重及

びその他の使用条件において，常設重大事故防

止設備がその機能を確実に発揮できる設計とす

る。重大事故等時の環境条件における健全性に

ついては「(3) 環境条件等」に記載する。 

 

 

 

 

常設重大事故防止設備は，「第三十八条 重

大事故等対処施設の地盤」に基づく地盤に設置

するとともに，地震，津波及び火災に対して，

(a) 常設重大事故等対処設備（第 2項 第三号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，設計

基準事故対処設備等の安全機能と共通要因によ

って同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，可能な限り多様性，独立性，位置的分散

を考慮して適切な措置を講じる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境条件に対しては，想定される重大事故等

が発生した場合における温度，放射線，荷重及

びその他の使用条件において，所内常設直流電

源設備（3 系統目）がその機能を確実に発揮で

きる設計とする。重大事故等時の環境条件にお

ける健全性については「(3) 環境条件等」に

記載する。 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，「第

三十八条 重大事故等対処施設の地盤」に基づ

く地盤上に設置する原子炉建屋内に設置すると

（a） 常設重大事故等対処設備（第 2項第三号） 

蓄電池（3 系統目）は、設計基準事故対処設備

の安全機能と共通要因によって同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう、可能な限り、多様

性及び独立性を有し、位置的分散を図ることを考

慮して適切な措置を講じる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境条件に対しては、想定される重大事故等が

発生した場合における温度、放射線、荷重その他

の使用条件において、蓄電池（3 系統目）がその

機能を確実に発揮できる設計とする。重大事故等

時の環境条件における健全性については「1．1．

7．3 環境条件等」に記載する。風（台風）及び

竜巻のうち風荷重、凍結、降水、積雪、火山の影

響並びに電磁的障害に対して蓄電池（3 系統目）

は、環境条件にて考慮し機能が損なわれない設計

とする。 

地震に対して蓄電池（3 系統目）は、「1．12 

原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針」

に基づく地盤上に設置するとともに、地震、津波

(a) 常設重大事故等対処設備（第 2 項 第三号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，設計基準

事故対処設備等の安全機能と共通要因によって同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，共通要

因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位

置的分散を考慮して適切な措置を講じる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発

生した場合における温度，放射線，荷重及びその他

の使用条件において，所内常設直流電源設備（３系

統目）がその機能を確実に発揮できる設計とする。

重大事故等時の環境条件における健全性については

「1.1.7.3 環境条件等」に記載する。 
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（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
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（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

「第三十九条 地震による損傷の防止」，「第

四十条 津波による損傷の防止」及び「第四十

一条 火災による損傷の防止」に基づく設計と

する。地震，津波，溢水及び火災に対して常設

重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等

と同時に機能を損なうおそれがないように，可

能な限り設計基準事故対処設備等と位置的分散

を図る。 

 

 

 

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事

象，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火

災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船

舶の衝突及び電磁的障害に対して，常設重大事

故防止設備は，外部からの衝撃による損傷の防

止が図られた建屋内に設置するか，又は設計基

準事故対処設備等と同時に機能が損なわれない

ように，設計基準事故対処設備等と位置的分散

を図り，屋外に設置する。 

落雷に対して常設代替交流電源設備は，避雷

設備等により防護する設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対し

て屋外の常設重大事故防止設備は，侵入防止対

策により重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれのない設計とする。 

サポート系の故障に対しては，系統又は機器

に供給される電力，空気，油，冷却水を考慮

し，常設重大事故防止設備は設計基準事故対処

設備等と異なる駆動源，冷却源を用いる設計，

又は駆動源，冷却源が同じ場合は別の手段が可

能な設計とする。また，常設重大事故防止設備

は設計基準事故対処設備等と可能な限り異なる

ともに，地震，津波及び火災に対して，「第三

十九条 地震による損傷の防止」，「第四十条 

津波による損傷の防止」及び「第四十一条 火

災による損傷の防止」に基づく設計とする。地

震，津波，溢水及び火災に対して所内常設直流

電源設備（3 系統目）は，設計基準事故対処設

備等と同時に機能を損なうおそれがないよう

に，可能な限り設計基準事故対処設備等と位置

的分散を図る。 

 

 

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事

象，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火

災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船

舶の衝突及び電磁的障害に対して，所内常設直

流電源設備（3 系統目）は，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた建屋内に設置する。 

 

及び火災に対しては、「1．4．2 重大事故等対

処施設の耐震設計」、「1．5．2 重大事故等対

処施設の耐津波設計」及び「1．6．2 重大事故

等対処施設の火災防護に関する基本方針」に基づ

く設計とする。 

溢水に対しては、想定される溢水水位に対して

機能を喪失しない位置に設置する。 

地震、津波、溢水及び火災に対して蓄電池（3

系統目）は、設計基準事故対処設備等と同時に機

能を損なうおそれがないように、可能な限り設計

基準事故対処設備等と位置的分散を図る。 

風（台風）、竜巻、落雷、生物学的事象、森林

火災、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス及び船

舶の衝突に対して蓄電池（3 系統目）は、外部か

らの衝撃による損傷の防止が図られた施設内に設

置する。 

高潮に対して蓄電池（3 系統目）は、高潮の影

響を受けない敷地高さに設置する。 

飛来物（航空機落下等）に対して蓄電池（3 系

統目）は、設計基準事故対処設備等と同時にその

機能が損なわれないよう、設計基準事故対処設備

等と位置的分散を図り設置する。 

なお、自然現象のうち洪水及び地滑りについて

は、立地的要因により設計上考慮する必要はな

い。また、外部人為事象のうちダムの崩壊につい

ては立地的要因により設計上考慮する必要はな

い。 

 

 

 

 

地震，津波（敷地に遡上する津波を含む。），溢

水及び火災に対して所内常設直流電源設備（３系統

目）は，設計基準事故対処設備等と同時に機能を損

なうおそれがないように，可能な限り設計基準事故

対処設備等と位置的分散を図る。 

 

 

 

風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火

山の影響，生物学的事象，森林火災，爆発，近隣工

場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害

に対して，所内常設直流電源設備（３系統目）は，

外部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等

内に設置する。 

高潮に対して所内常設直流電源設備（３系統目）

は，高潮の影響を受けない敷地高さに設置する。 

飛来物（航空機落下）に対して所内常設直流電源

設備（３系統目）は，設計基準事故対処設備等と同

時にその機能が損なわれないように，設計基準事故

対処設備等と位置的分散を図り設置する。 

なお，洪水及びダムの崩壊については，立地的要

因により設計上考慮する必要はない。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

水源をもつ設計とする。 

 

b. 悪影響防止（第 1項 第五号） 

重大事故等対処設備は発電用原子炉施設（他号

炉を含む。）内の他の設備（設計基準対象施設及

び当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処

設備）に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

他の設備への悪影響としては，重大事故等対処

設備使用時及び待機時の系統的な影響（電気的な

影響を含む。）並びにタービンミサイル等の内部

発生飛散物による影響を考慮し，他の設備の機能

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

系統的な影響に対しては，重大事故等対処設備

は，弁等の操作によって設計基準対象施設として

使用する系統構成から重大事故等対処設備として

の系統構成とすること，重大事故等発生前（通常

時）の隔離若しくは分離された状態から弁等の操

作や接続により重大事故等対処設備としての系統

構成とすること，他の設備から独立して単独で使

用可能なこと，設計基準対象施設として使用する

場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として

使用すること等により，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

また，放水砲については，建屋への放水によ

り，当該設備の使用を想定する重大事故時におい

て必要となる屋外の他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。内部発生飛散物による影響に対し

ては，内部発生エネルギの高い流体を内蔵する弁

及び配管の破断，高速回転機器の破損，ガス爆発

並びに重量機器の落下を考慮し，重大事故等対処

設備がタービンミサイル等の発生源となることを

防ぐことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

b. 悪影響防止（第 1項 第五号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は発電用原

子炉施設（他号炉を含む。）内の他の設備（設計

基準対象施設及び当該重大事故等対処設備以外の

重大事故等対処設備）に対して悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

他の設備への悪影響としては，重大事故等対処

設備使用時及び待機時の系統的な影響（電気的な

影響を含む。）を考慮し，所内常設直流電源設備

（3 系統目）は，重大事故等発生前（通常時）の

隔離された状態から遮断器等の操作により重大事

故等対処設備としての系統構成とすることによ

り，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

b． 悪影響防止（第 1項第五号） 

蓄電池（3 系統目）は発電用原子炉施設（他号炉

を含む。）内の他の設備（設計基準対象施設及び当

該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備）

に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

他の設備への悪影響としては、系統的な影響（電

気的な影響を含む。）、設備兼用時の容量に関する

影響、地震、火災、溢水、風（台風）及び竜巻によ

る影響、タービンミサイル等の内部発生飛散物によ

る影響を考慮する。 

系統的な影響に対しては、蓄電池（3 系統目）

は、遮断器操作等によって設計基準対象施設として

使用する系統構成から重大事故等対処設備としての

系統構成とすること、重大事故等発生前（通常時）

の分離された状態から接続により重大事故等対処設

備としての系統構成とすること、他の設備から独立

して単独で使用可能なこと、又は設計基準対象施設

として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対

処設備として使用することにより、他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

地震による影響に対しては、蓄電池（3 系統目）

は、地震により他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とし、また、地震により火災源又は溢水源とならな

い設計とする。 

地震起因以外の火災による影響に対しては、蓄電

池（3 系統目）は、火災発生防止、感知、消火によ

る火災防護を行う。 

火災防護については「1．6．2 重大事故等対処

施設の火災防護に関する基本方針」に示す。 

風（台風）及び竜巻による影響については、蓄電

池（3 系統目）は、外部からの衝撃による損傷の防

ｂ．悪影響防止（第 1 項 第五号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，発電用原

子炉施設（隣接する発電所を含む。）内の他の設備

（設計基準対象施設及び当該重大事故等対処設備以

外の重大事故等対処設備）に対して悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

他の設備への悪影響としては，重大事故等対処設

備使用時及び待機時の系統的な影響（電気的な影響

を含む。）並びにタービンミサイル等の内部発生飛

散物による影響を考慮し，他の設備の機能に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

系統的な影響に対しては，所内常設直流電源設備

（３系統目）は，通常時の系統構成から重大事故等

対処設備としての系統構成及び系統隔離をすること

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 止が図られた建屋内に設置することで、他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。（「1．1．7．3 

環境条件等」） 

 

 

 

内部発生飛散物による影響に対しては、蓄電池

（3 系統目）は、内部発生エネルギーの高い流体を

内蔵する機器、爆発性ガスを内包する機器、落下を

考慮すべき重量機器及び高速回転機器ではなく、内

部発生飛散物は発生しないことから、考慮する必要

はない。 

 

 

 

 

 

 

内部発生飛散物による影響に対しては，所内常設

直流電源設備（３系統目）は，内部発生エネルギの

高い流体を内蔵する機器，爆発性ガスを内包する機

器，落下を考慮すべき重量機器及び高速回転機器で

はなく，内部発生飛散物は発生しないことから，考

慮する必要はない。 

c. 共用の禁止（第 2項 第二号） 

常設重大事故等対処設備の各機器については，

2 以上の発電用原子炉施設において共用しない設

計とする。ただし，共用対象の施設ごとに要求さ

れる技術的要件（重大事故等に対処するために必

要な機能）を満たしつつ，2 以上の発電用原子炉

施設と共用することにより安全性が向上し，か

つ，同一の発電所内の他の発電用原子炉施設に対

して悪影響を及ぼさない場合は，共用できる設計

とする。 

 

c. 共用の禁止（第 2項 第二号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）について

は，2 以上の発電用原子炉施設において共用しな

い設計とする。 

 

c． 共用の禁止（第 2項第二号） 

蓄電池（3 系統目）については、2 以上の発電用

原子炉施設において共用しない設計とする。 

 

ｃ．共用の禁止（第 2 項 第二号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）については，

２以上の発電用原子炉施設において共用しない設計

とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(2) 容量等 

a. 常設重大事故等対処設備（第 2項 第一号） 

常設重大事故等対処設備は，想定される重大事

故等の収束において，想定する事象及びその事象

の進展等を考慮し，重大事故等時に必要な目的を

果たすために，事故対応手段としての系統設計を

行う。重大事故等の収束は，これらの系統の組合

せにより達成する。 

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝

熱容量，弁吹出量，発電機容量，蓄電池容量，計

装設備の計測範囲及び作動信号の設定値等とす

る。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施

設の系統及び機器を使用するものについては，設

計基準対象施設の容量等の仕様が，系統の目的に

応じて必要となる容量等に対して十分であること

を確認した上で，設計基準対象施設としての容量

等と同仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施

設の系統及び機器を使用するもので，重大事故等

時に設計基準対象施設の容量等を補う必要がある

ものについては，その後の事故対応手段と合わせ

て，系統の目的に応じて必要となる容量等を有す

る設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への

対処を本来の目的として設置する系統及び機器を

使用するものについては，系統の目的に応じて必

要な容量等を有する設計とする。 

 

(2) 容量等 

a. 常設重大事故等対処設備（第 2項 第一号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，想定さ

れる重大事故等の収束において，想定する事象及

びその事象の進展等を考慮し，重大事故等時に必

要な目的を果たすために，事故対応手段としての

系統設計を行う。重大事故等の収束は，これらの

系統の組合せにより達成する。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，常設重

大事故等対処設備のうち重大事故等への対処を本

来の目的として設置する系統及び機器を使用する

ものであるため，系統の目的に応じて必要な蓄電

池容量を有する設計とする。 

 

（2）容量等 

a． 常設重大事故等対処設備（第 2項第一号） 

蓄電池（3 系統目）は、想定される重大事故等

の収束において、想定する事象及びその事象の進

展等を考慮し、重大事故等時に必要な目的を果た

すために、事故対応手段としての系統設計を行

う。重大事故等の収束は、これらの系統の組合せ

により達成する。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準事故対

処設備以外の系統及び機器を使用するときは、常

設重大事故等対処設備単独で、系統の目的に応じ

て必要となる容量等を有する設計とする。 

 

(2) 容量等 

ａ．常設重大事故等対処設備（第 2 項 第一号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，想定され

る重大事故等の収束において，想定する事象及びそ

の事象の進展等を考慮し，重大事故等時に必要な目

的を果たすために，事故対応手段としての系統設計

を行う。 

重大事故等の収束は，これらの系統の組合せによ

り達成する。所内常設直流電源設備（３系統目）

は，設計基準事故対処設備の系統及び機器を使用す

る重大事故等対処設備ではないため，本設備単独

で，系統の目的に応じて必要となる容量を有する設

計とする。 

 

(3) 環境条件等 

a. 環境条件（第 1項 第一号） 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合における温度，放射線，荷重及び

その他の使用条件において，その機能が有効に発

(3) 環境条件等 

a. 環境条件（第 1項 第一号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，想定さ

れる重大事故等が発生した場合における温度，放

射線，荷重及びその他の使用条件において，その

（3）環境条件等 

a．環境条件（第 1項第一号） 

蓄電池（3 系統目）は、想定される重大事故等が

発生した場合における温度、放射線、荷重その他の

使用条件において、その機能が有効に発揮できるよ

(3) 環境条件等 

ａ．環境条件（第 1 項 第一号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，想定され

る重大事故等が発生した場合における温度，放射

線，荷重及びその他の使用条件において，その機能
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備考 

揮できるよう，その設置場所（使用場所）又は保

管場所に応じた耐環境性を有する設計とするとと

もに，操作が可能な設計とする。 

重大事故等時の環境条件については，重大事故

等時における温度（環境温度，使用温度），放射

線，荷重に加えて，その他の使用条件として環境

圧力，湿度による影響，重大事故等時に海水を通

水する系統への影響，自然現象による影響，発電

所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によるものの影響及び周

辺機器等からの悪影響を考慮する。荷重としては

重大事故等が発生した場合における機械的荷重に

加えて，環境圧力，温度及び自然現象による荷重

を考慮する。 

自然現象について，重大事故等時に重大事故等

対処設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，風（台風），低温（凍結），降水及び

積雪を選定する。これらの事象のうち，低温（凍

結）及び降水については，屋外の天候による影響

として考慮する。 

自然現象による荷重の組合せについては，地

震，風（台風）及び積雪の影響を考慮する。 

 

これらの環境条件のうち，重大事故等時におけ

る環境温度，環境圧力，湿度による影響，屋外の

天候による影響，重大事故等時の放射線による影

響及び荷重に対しては，重大事故等対処設備の設

置場所（使用場所）又は保管場所に応じて，以下

の設備分類ごとに必要な機能を有効に発揮できる

設計とする。 

原子炉格納容器内の重大事故等対処設備は，想

定される重大事故等時における原子炉格納容器内

の環境条件を考慮した設計とする。また，地震に

機能が有効に発揮できるよう，その設置場所に応

じた耐環境性を有する設計とするとともに，操作

が可能な設計とする。 

重大事故等時の環境条件については，重大事故

等時における温度（環境温度，使用温度），放射

線，荷重に加えて，その他の使用条件として環境

圧力，湿度による影響，重大事故等時に海水を通

水する系統への影響，自然現象による影響，発電

所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれ

がある事象であって人為によるものの影響及び周

辺機器等からの悪影響を考慮する。荷重としては

重大事故等が発生した場合における機械的荷重に

加えて，環境圧力，温度及び自然現象による荷重

を考慮する。 

自然現象について，重大事故等時に重大事故等

対処設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，地震，風（台風），低温（凍結），降水及び

積雪を選定する。これらの事象のうち，低温（凍

結）及び降水については，屋外の天候による影響

として考慮する。 

自然現象による荷重の組合せについては，地

震，風（台風）及び積雪の影響を考慮する。 

 

これらの環境条件のうち，重大事故等時におけ

る環境温度，環境圧力，湿度による影響，屋外の

天候による影響，重大事故等時の放射線による影

響及び荷重に対しては，所内常設直流電源設備

（3 系統目）の設置場所に応じて，必要な機能を

有効に発揮できる設計とする。 

 

 

 

 

う、その設置（使用）場所に応じた耐環境性を有す

る設計とするとともに、操作が可能な設計とする。 

 

重大事故等発生時の環境条件については、重大事

故等時における温度（環境温度、使用温度）、放射

線、荷重に加えて、その他の使用条件として環境圧

力、湿度による影響、屋外の天候による影響（凍結

及び降水）、重大事故等時に海水を通水する系統へ

の影響、電磁的障害及び周辺機器等からの悪影響を

考慮する。荷重としては重大事故等が発生した場合

における機械的荷重に加えて、環境圧力、温度及び

自然現象（地震、風（台風）、竜巻、積雪、火山の

影響）による荷重を考慮する。自然現象による荷重

の組合せについては、地震、津波、風（台風）、積

雪及び火山の影響を考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの環境条件のうち、重大事故等時における

環境温度、環境圧力、湿度による影響、屋外の天候

による影響（凍結及び降水）、重大事故等時の放射

線による影響及び荷重に対しては、重大事故等対処

設備を設置（使用）する場所に応じて、以下の設備

分類ごとに必要な機能を有効に発揮できる設計とす

る。 

 

 

 

が有効に発揮できるよう，その設置場所（使用場

所）又は保管場所に応じた耐環境性を有する設計と

するとともに，操作が可能な設計とする。 

重大事故等時の環境条件については，重大事故等

における温度（環境温度，使用温度），放射線，荷

重に加えて，その他の使用条件として環境圧力，湿

度による影響，重大事故等時に海水を通水する系統

への影響，自然現象による影響，発電所敷地又はそ

の周辺において想定される発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるおそれがある事象であっ

て人為によるものの影響及び周辺機器等からの悪影

響を考慮する。 

荷重としては，重大事故等が発生した場合におけ

る機械的荷重に加えて，環境圧力，温度及び自然現

象による荷重を考慮する。 

自然現象について，重大事故等時に重大事故等対

処設備に影響を与えるおそれがある事象として，地

震，津波（敷地に遡上する津波を含む。），風（台

風），竜巻，凍結，降水，積雪及び火山の影響を選

定する。これらの事象のうち，凍結及び降水につい

ては，屋外の天候による影響として考慮する。 

自然現象による荷重の組合せについては，地震，

津波（敷地に遡上する津波を含む。），風（台

風），積雪及び火山の影響を考慮する。 

これらの環境条件のうち，重大事故等時における

環境温度，環境圧力，湿度による影響，屋外の天候

による影響，重大事故等時の放射線による影響及び

荷重に対しては，所内常設直流電源設備（３系統

目）を設置（使用）又は保管する場所に応じて，以

下の設備分類ごとに必要な機能を有効に発揮できる

設計とする。 
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備考 

よる荷重を考慮して，機能を損なわない設計とす

る。操作は，中央制御室から可能な設計とする。 

原子炉建屋原子炉区域内の重大事故等対処設備

は，想定される重大事故等時における環境条件を

考慮する。また，地震による荷重を考慮して，機

能を損なわない設計とするとともに，可搬型重大

事故等対処設備は，必要により当該設備の落下防

止，転倒防止，固縛の措置をとる。操作は，中央

制御室，異なる区画若しくは離れた場所又は設置

場所で可能な設計とする。 

原子炉建屋内の原子炉区域外及びその他の建屋

内の重大事故等対処設備は，重大事故等時におけ

るそれぞれの場所の環境条件を考慮した設計とす

る。また，地震による荷重を考慮して，機能を損

なわない設計とするとともに，可搬型重大事故等

対処設備は，必要により当該設備の落下防止，転

倒防止，固縛の措置をとる。操作は中央制御室，

異なる区画若しくは離れた場所又は設置場所で可

能な設計とする。 

屋外及び建屋屋上の重大事故等対処設備は，重

大事故等時における屋外の環境条件を考慮した設

計とする。操作は，中央制御室，離れた場所又は

設置場所で可能な設計とする。また，地震，風

（台風）及び積雪の影響による荷重を考慮し，機

能を損なわない設計とするとともに，可搬型重大

事故等対処設備については，必要により当該設備

の落下防止，転倒防止，固縛の措置をとる。 

海水を通水する系統への影響に対しては，常時

海水を通水する，海に設置する，又は海で使用す

る重大事故等対処設備は耐腐食性材料を使用する

設計とする。常時海水を通水するコンクリート構

造物については，腐食を考慮した設計とする。使

用時に海水を通水する重大事故等対処設備は，海

水の影響を考慮した設計とする。原則，淡水を通

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉建屋内の原子炉区域外の所内常設直流電

源設備（3 系統目）は，重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。また，地震による

荷重を考慮して，機能を損なわない設計とする。

操作は中央制御室で可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池（3 系統目）は、重大事故等時における設

置場所の環境条件を考慮した設計とする。また、地

震による荷重を考慮して、機能を損なわない設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マスキングの所内常設直流電源設備（３系統目）

は，重大事故等時における環境条件を考慮した設計

とする。また，地震による荷重を考慮して，機能を

損なわない設計とする。 
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備考 

水するが，海水も通水する可能性のある重大事故

等対処設備は，可能な限り淡水を優先し，海水通

水を短期間とすることで，設備への海水の影響を

考慮する。また，海から直接取水する際の異物の

流入防止を考慮した設計とする。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発

電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもののうち

重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある

事象として選定する電磁的障害に対しては，重大

事故等対処設備は，重大事故等時においても電磁

波により機能を損なわない設計とする。 

 

重大事故等対処設備は，事故対応のために配

置・配備している自主対策設備を含む周辺機器等

からの悪影響により機能を損なわない設計とす

る。周辺機器等からの悪影響としては，地震，火

災，溢水による波及的影響を考慮する。 

 

 

溢水に対しては，重大事故等対処設備は，想定

される溢水により機能を損なわないように，重大

事故等対処設備の設置区画の止水対策等を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

発電所敷地又はその周辺において想定される発

電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもののうち

重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある

事象として選定する電磁的障害に対しては，所内

常設直流電源設備（3 系統目）は，重大事故等時

においても電磁波により機能を損なわない設計と

する。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，事故対

応のために配置・配備している自主対策設備を含

む周辺機器等からの悪影響により機能を損なわな

い設計とする。周辺機器等からの悪影響として

は，地震，火災，溢水による波及的影響を考慮す

る。 

 

溢水に対しては，所内常設直流電源設備（3 系

統目）は，想定される溢水により機能を損なわな

いように，所内常設直流電源設備（3 系統目）の

設置区画の止水対策等を実施する。 

 

 

 

 

 

電磁的障害に対しては、蓄電池（3 系統目）は、

重大事故等が発生した場合においても電磁波により

その機能が損なわれない設計とする。 

 

 

 

 

 

蓄電池（3 系統目）は、事故対応の多様性拡張の

ために設置・配備している設備や風（台風）及び竜

巻等を考慮して当該設備に対し必要により講じた落

下防止、転倒防止、固縛等の措置を含む周辺機器等

からの悪影響により機能を失うおそれがない設計と

する。周辺機器等からの悪影響としては、地震、火

災、溢水による波及的影響を考慮する。 

溢水に対しては、蓄電池（3 系統目）が溢水によ

りその機能を喪失しないように、蓄電池（3 系統

目）は、想定される溢水水位に対して機能を喪失し

ない位置に設置する。 

 

 

 

 

 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電

用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるもののうち重大事

故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て選定する電磁的障害に対しては，所内常設直流電

源設備（３系統目）は，重大事故等時においても電

磁波により機能を損なわない設計とする。 

 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，事故対応

のために配置・配備している自主対策設備を含む周

辺機器等からの悪影響により機能を損なわない設計

とする。周辺機器等からの悪影響としては，地震，

火災及び溢水による波及的影響を考慮する。 

 

 

溢水に対しては，所内常設直流電源設備（３系統

目）は，想定される溢水により機能を損なわないよ

うに，所内常設直流電源設備（３系統目）の設置区

画の止水対策等を実施する。 

b. 重大事故等対処設備の設置場所（第 1 項 第六

号） 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合においても操作及び復旧作業に支

障がないように，放射線量の高くなるおそれの少

ない設置場所の選定，当該設備の設置場所への遮

蔽の設置等により当該設備の設置場所で操作可能

な設計，放射線の影響を受けない異なる区画若し

くは離れた場所から遠隔で操作可能な設計又は中

b. 重大事故等対処設備の設置場所（第 1 項 第六

号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，想定さ

れる重大事故等が発生した場合においても操作及

び復旧作業に支障がないように，放射線量の高く

なるおそれの少ない場所を設置場所として選定し

た上で，中央制御室遮蔽区域内である中央制御室

から操作可能な設計とする。 

 

b．重大事故等対処設備の設置場所（第 1 項第六

号） 

蓄電池（3 系統目）の設置場所は、想定される重

大事故等が発生した場合においても操作及び復旧作

業に支障がないように、遮へいの設置や線源からの

離隔距離により放射線量が高くなるおそれの少ない

場所を設置場所として選定した上で設置場所から操

作可能、放射線の影響を受けない異なる区画若しく

は離れた場所から遠隔で操作可能、又は中央制御室

ｂ．重大事故等対処設備の設置場所（第 1 項第六

号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，想定され

る重大事故等が発生した場合においても操作及び復

旧作業に支障がないように，放射線量の高くなるお

それの少ない場所を設置場所として選定した上で，

設置場所及び離れた場所で操作可能な設計とする。 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－22 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

央制御室遮蔽区域内である中央制御室から操作可

能な設計とする。 

 

遮へい区域内である中央制御室から操作可能な設計

とする。 

(4) 操作性及び試験・検査性 

a. 操作性の確保 

(a) 操作の確実性（第 1項 第二号） 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故

等が発生した場合においても操作を確実なもの

とするため，重大事故等時の環境条件を考慮

し，操作が可能な設計とする。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間

を確保するとともに，確実な操作ができるよ

う，必要に応じて操作足場を設置する。また，

防護具，可搬型照明等は重大事故等時に迅速に

使用できる場所に配備する。 

現場操作において工具を必要とする場合は，

一般的に用いられる工具又は専用の工具を用い

て，確実に作業ができる設計とする。工具は，

作業場所の近傍又はアクセスルートの近傍に保

管できる設計とする。可搬型重大事故等対処設

備は運搬・設置が確実に行えるように，人力又

は車両等による運搬，移動ができるとともに，

必要により設置場所にてアウトリガの張り出し

又は輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

現場の操作スイッチは運転員等の操作性を考

慮した設計とする。また，電源操作が必要な設

備は，感電防止のため露出した充電部への近接

防止を考慮した設計とする。現場において人力

で操作を行う弁は，手動操作が可能な設計とす

る。現場での接続操作は，ボルト・ネジ接続，

フランジ接続又はより簡便な接続方式等，接続

方式を統一することにより，確実に接続が可能

な設計とする。また，重大事故等に対処するた

めに迅速な操作を必要とする機器は，必要な時

(4) 操作性及び試験・検査性 

a. 操作性の確保 

(a) 操作の確実性（第 1項 第二号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，想定

される重大事故等が発生した場合においても操

作を確実なものとするため，重大事故等時の環

境条件を考慮し，操作が可能な設計とする。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間

を確保するとともに，確実な操作ができるよ

う，必要に応じて操作足場を設置する。また，

防護具，可搬型照明等は重大事故等時に迅速に

使用できる場所に配備する。 

操作スイッチ等は運転員の操作性を考慮した

設計とする。また，電源操作が必要な設備は，

感電防止のため露出した充電部への近接防止を

考慮した設計とする。また，重大事故等に対処

するために迅速な操作を必要とする機器は，必

要な時間内に操作できるように中央制御室での

操作が可能な設計とする。 

 

（4） 操作性及び試験・検査性 

a．操作性の確保 

（a）操作の確実性（第 1項第二号） 

蓄電池（3 系統目）は、想定される重大事故等

が発生した場合においても操作を確実なものとす

るため、重大事故等時の環境条件に対し、操作が

可能な設計とする（「1．1．7．3 環境条件

等」）。操作する全ての設備に対し、十分な操作

空間を確保するとともに、確実な操作ができるよ

う、必要に応じて操作台を近傍に配置できる設計

とする。また、防護具、照明等は重大事故等発生

時に迅速に使用できる場所に配備する。 

現場の操作スイッチは運転員の操作性を考慮し

た設計とする。また、電源操作が必要な設備は、

感電防止のため充電露出部への近接防止を考慮し

た設計とする。 

(4) 操作性及び試験・検査性 

ａ．操作性の確保 

(a) 操作の確実性（第 1 項 第二号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，想定され

る重大事故等が発生した場合においても操作を確実

なものとするため，重大事故等時の環境条件を考慮

し，操作が可能な設計とする。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間を確

保するとともに，確実な操作ができるよう，必要に

応じて操作足場を設置する。また，防護具，可搬型

照明等は，重大事故等時に迅速に使用できる場所に

配備する。現場の操作スイッチは運転員等の操作性

を考慮した設計とする。また，電源操作が必要な設

備は，感電防止のため露出した充電部への近接防止

を考慮した設計とする。 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－23 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

間内に操作できるように中央制御室での操作が

可能な設計とする。制御盤の操作器は運転員の

操作性を考慮した設計とする。 

想定される重大事故等において操作する重大

事故等対処設備のうち動的機器については，そ

の作動状態の確認が可能な設計とする。 

 

(b) 系統の切替性（第 1項 第四号） 

重大事故等対処設備のうち，本来の用途以外

の用途として重大事故等に対処するために使用

する設備は，通常時に使用する系統から速やか

に切替操作が可能なように，系統に必要な弁等

を設ける設計とする。 

 

(b) 系統の切替性（第 1項 第四号） 

通常時に使用する系統から系統構成を変更す

る必要のある所内常設直流電源設備（3 系統

目）は，速やかに切替操作が可能なように，系

統に必要な遮断器等を設ける設計とする。 

 

（b）系統の切替性（第 1項第四号） 

通常時に使用する系統から系統構成を変更する

必要のある蓄電池（3 系統目）は、速やかに切替

操作可能なように、系統に必要な遮断器を設ける

設計とする。 

(b) 系統の切替性（第 1 項 第四号） 

通常時に使用する系統から系統構成を変更する必

要のある所内常設直流電源設備（３系統目）は，速

やかに切替操作可能なように，系統に必要な遮断器

を設ける設計とする。 

 

b. 試験・検査性（第 1項 第三号） 

重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認

するため，発電用原子炉の運転中又は停止中に必

要な箇所の保守点検，試験又は検査を実施できる

よう，機能・性能の確認，漏えいの有無の確認，

分解点検等ができる構造とする。また，接近性を

考慮して必要な空間等を備え，構造上接近又は検

査が困難である箇所を極力少なくする。 

試験及び検査は，使用前検査，施設定期検査，

定期安全管理検査及び溶接安全管理検査の法定検

査に加え，保全プログラムに基づく点検が実施可

能な設計とする。発電用原子炉の運転中に待機状

態にある重大事故等対処設備は，発電用原子炉の

運転に大きな影響を及ぼす場合を除き，運転中に

定期的な試験又は検査が実施可能な設計とする。

また，多様性又は多重性を備えた系統及び機器に

あっては，各々が独立して試験又は検査ができる

設計とする。代替電源設備は，電気系統の重要な

部分として，適切な定期試験及び検査が可能な設

b. 試験・検査性（第 1項 第三号） 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，健全性

及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中

又は停止中に必要な箇所の保守点検，試験又は検

査を実施できるよう，電圧測定ができる構造とす

る。また，接近性を考慮して必要な空間等を備

え，構造上接近又は検査が困難である箇所を極力

少なくする。 

試験及び検査は，使用前事業者検査及び定期事

業者検査の法定検査に加え，保全プログラムに基

づく点検が実施可能な設計とする。 

 

発電用原子炉の運転中に待機状態にある所内常

設直流電源設備（3 系統目）は，発電用原子炉の

運転に大きな影響を及ぼす場合を除き，運転中に

定期的な試験又は検査が実施可能な設計とする。

また，多様性又は多重性を備えた系統及び機器に

あっては，各々が独立して試験又は検査ができる

設計とする。 

b． 試験・検査等（第 1項第三号） 

蓄電池（3 系統目）は、健全性及び能力を確認す

るため、発電用原子炉の運転中又は停止中に必要な

箇所の保守点検、試験又は検査を実施できるよう、

電圧測定ができる構造とする。また、接近性を考慮

して必要な空間等を備え、構造上接近又は検査が困

難である箇所を極力少なくする。 

 

試験及び検査は、使用前検査、施設定期検査、定

期安全管理検査及び溶接安全管理検査の法定検査に

加え、保全プログラムに基づく点検を実施できる設

計とする。 

発電用原子炉の運転中に待機状態にある蓄電池

（3 系統目）は、試験又は検査によって発電用原子

炉の運転に大きな影響を及ぼす場合を除き、運転中

に定期的に試験又は検査ができる設計とする。ま

た、多様性又は多重性を備えた系統及び機器にあっ

ては、各々が独立して試験又は検査ができる設計と

する。 

ｂ．試験・検査性（第 1 項 第三号） 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，健全性及

び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は

停止中に必要な箇所の保守点検，試験又は検査を実

施できるよう，電圧測定ができる構造とする。ま

た，接近性を考慮して必要な空間等を備え，構造上

接近又は検査が困難である箇所を極力少なくする。 

 

試験及び検査は，使用前検査，施設定期検査，定

期安全管理検査及び溶接安全管理検査の法定検査に

加え，保全プログラムに基づく点検が実施可能な設

計とする。 

発電用原子炉の運転中に待機状態にある所内常設

直流電源設備（３系統目）は，発電用原子炉の運転

に大きな影響を及ぼす場合を除き，運転中に定期的

な試験又は検査が実施可能な設計とする。また，多

様性又は多重性を備えた系統及び機器にあっては，

各々が独立して試験又は検査ができる設計とする。 
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添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－24 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

計とする。構造・強度の確認又は内部構成部品の

確認が必要な設備は，原則として分解・開放（非

破壊検査を含む。）が可能な設計とし，機能・性

能確認，各部の経年劣化対策及び日常点検を考慮

することにより，分解・開放が不要なものについ

ては外観の確認が可能な設計とする。 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，電気系

統の重要な部分として，適切な定期試験及び検査

が可能な設計とする。機能・性能確認，各部の経

年劣化対策及び日常点検を考慮することにより，

分解・開放が不要なものについては外観の確認が

可能な設計とする。 

 

蓄電池（3 系統目）は、電気系統の重要な部分と

して適切な定期的試験及び検査が可能な設計とす

る。 

機能・性能確認、各部の経年劣化対策及び日常点

検を考慮することにより、分解・開放が不要なもの

については外観の確認が可能な設計とする。 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，電気系統

の重要な部分として，適切な定期試験及び検査が可

能な設計とする。機能・性能確認，各部の経年劣化

対策及び日常点検を考慮することにより，分解・開

放が不要なものについては外観の確認が可能な設計

とする。 
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添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－25 
 

第四十五条 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備） 

第四十五条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力

バウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対

処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した

場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、

発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けな

ければならない。 

 

（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備） 

第四十五条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力

バウンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対

処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した

場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、

発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けな

ければならない。 

 

   

適合のための設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっ

て，設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷

却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を

防止するために必要な重大事故等対処設備を設置す

る。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備のうち，炉心を冷却するための

設備として，高圧代替注水系を設ける。また，設計基

準事故対処設備である高圧炉心注水系及び原子炉隔離

時冷却系が全交流動力電源及び常設直流電源系統の機

能喪失により起動できない，かつ，中央制御室からの

操作により高圧代替注水系を起動できない場合に，高

圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系を現場操作によ

り起動させる。 

 

適合のための設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備のうち，高圧代替注水系につい

ては，常設代替直流電源設備に加え，所内常設直流電

源設備（3系統目）からの給電が可能な設計とする。 

 

   

(1) フロントライン系故障時に用いる設備 

a. 高圧代替注水系による発電用原子炉の冷却 

高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系が機能

喪失した場合の重大事故等対処設備として，高圧

代替注水系は，蒸気タービン駆動ポンプにより復

水貯蔵槽の水を高圧炉心注水系等を経由して，原

子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却できる

     



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－26 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

設計とする。 

高圧代替注水系は，常設代替直流電源設備から

の給電が可能な設計とし，中央制御室からの操作

が可能な設計とする。また，高圧代替注水系は，

常設代替直流電源設備の機能喪失により中央制御

室からの操作ができない場合においても，現場で

の人力による弁の操作により，原子炉冷却材圧力

バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間

にわたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計

とする。なお，人力による措置は容易に行える設

計とする。 

 

(2) サポート系故障時に用いる設備 

a. 原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原

子炉の冷却 

全交流動力電源及び常設直流電源系統の機能喪

失により高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系

での発電用原子炉の冷却ができない場合であっ

て，中央制御室からの操作により高圧代替注水系

が起動できない場合の重大事故等対処設備とし

て，原子炉隔離時冷却系を現場操作により起動さ

せて使用する。 

原子炉隔離時冷却系は，全交流動力電源及び常

設直流電源系統が機能喪失した場合においても，

現場で弁を人力操作することにより起動し，蒸気

タービン駆動ポンプにより復水貯蔵槽の水を原子

炉圧力容器へ注水することで原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウン

ダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間に

わたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計と

する。なお，人力による措置は容易に行える設計

とする。 

b. 代替電源設備による原子炉隔離時冷却系の復旧 

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－27 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系

の起動又は運転継続に必要な直流電源を所内蓄電

式直流電源設備により給電している場合は，所内

蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に代替

交流電源設備及び可搬型直流電源設備により原子

炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確

保する。 

原子炉隔離時冷却系は，常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備又は可搬型直流電源

設備からの給電により機能を復旧し，蒸気タービ

ン駆動ポンプにより復水貯蔵槽の水を原子炉圧力

容器へ注水することで炉心を冷却できる設計とす

る。 

 

(3) 監視及び制御に用いる設備 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態で発電

用原子炉を冷却する場合に監視及び制御に使用する

重大事故等対処設備として，原子炉水位（広帯

域），原子炉水位（燃料域）及び原子炉水位（SA）

は原子炉水位を監視又は推定でき，原子炉圧力，原

子炉圧力（SA），高圧代替注水系系統流量及び復水

貯蔵槽水位（SA）は原子炉圧力容器へ注水するため

の高圧代替注水系の作動状況を確認できる設計とす

る。 

 

    

(4) 事象進展抑制のために用いる設備 

a. ほう酸水注入系による進展抑制 

高圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系を用い

た発電用原子炉への高圧注水により原子炉水位を

維持できない場合を想定した重大事故等対処設備

として，ほう酸水注入系は，ほう酸水注入系ポン

プにより，ほう酸水を高圧炉心注水系等を経由し

て原子炉圧力容器へ注入することで，重大事故等

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－28 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

の進展を抑制できる設計とする。 

 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－29 
 

第五十二条 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するため

の設備） 

第五十二条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷

が発生した場合において原子炉格納容器内における

水素による爆発（以下「水素爆発」という。）によ

る破損を防止する必要がある場合には、水素爆発に

よる原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

設備を設けなければならない。 

 

（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するため

の設備） 

第五十二条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷

が発生した場合において原子炉格納容器内における

水素による爆発（以下「水素爆発」という。）によ

る破損を防止する必要がある場合には、水素爆発に

よる原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

設備を設けなければならない。 

 

   

適合のための設計方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」

という。）による破損を防止する必要がある場合に

は，水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する

ために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備のうち，炉心の著しい損傷が発生した場合に

おいて原子炉格納容器内における水素爆発による破損

を防止できるよう，原子炉格納容器内に滞留する水素

ガス及び酸素ガスを大気へ排出するための設備とし

て，格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系を

設ける。 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備のうち，炉心の著しい損傷が発生した場合に

おいて，原子炉格納容器内の水素濃度を監視する設備

として，水素濃度監視設備を設ける。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器内における水素爆発による破損を防止で

きるよう，発電用原子炉の運転中は，原子炉格納容器

内を不活性ガス系により常時不活性化する設計とす

る。 

 

適合のための設計方針 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備のうち，フィルタ装置出口放射線モニタ，耐

圧強化ベント系放射線モニタ及び格納容器内水素濃度

（SA）については，常設代替直流電源設備及び可搬型

直流電源設備に加え，所内常設直流電源設備（3 系統

目）からの給電が可能な設計とする。 

 

   



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－30 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(1) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容

器水素爆発防止 

a. 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器

内の水素ガス及び酸素ガスの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素

ガスを大気へ排出するための重大事故等対処設備

として，格納容器圧力逃がし装置は，炉心の著し

い損傷が発生した場合において，原子炉格納容器

内雰囲気ガスを不活性ガス系等を経由して，フィ

ルタ装置及びよう素フィルタへ導き，放射性物質

を低減させた後に原子炉建屋屋上に設ける放出口

から排出することで，排気中に含まれる放射性物

質の環境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－

水反応及び水の放射線分解等により発生する原子

炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを大気に排

出できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる

可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を不活

性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，

使用後においても不活性ガスで置換できる設計と

し，排出経路に可燃性ガスが蓄積する可能性のあ

る箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを

連続して排出できる設計とすることで，系統内で

水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを

防止できる設計とする。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視でき

るよう，水素ガスが蓄積する可能性のある排出経

路の配管頂部にフィルタ装置水素濃度を設ける。

また，放射線量率を測定し，放射性物質濃度を推

定できるよう，フィルタ装置出口配管にフィルタ

装置出口放射線モニタを設ける。フィルタ装置水

素濃度は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流電源設備から給電が可能な設計とする。ま

た，フィルタ装置出口放射線モニタは，常設代替

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－31 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

直流電源設備又は可搬型直流電源設備から給電が

可能な設計とする。 

 

b. 耐圧強化ベント系による原子炉格納容器内の水

素ガス及び酸素ガスの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素

ガスを大気へ排出するための重大事故等対処設備

として，水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するために用いる耐圧強化ベント系は，炉心

の著しい損傷が発生した場合であって，代替循環

冷却系を長期使用した際に，ジルコニウム－水反

応及び水の放射線分解等により原子炉格納容器内

に発生する水素ガス及び酸素ガスを不活性ガス系

等を経由して，主排気筒（内筒）を通して大気に

排出できる設計とする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原

子炉格納容器内雰囲気ガスを排出するために使用

する際には，排気中に含まれる水素ガス及び酸素

ガスによる水素爆発を防止するため，系統待機中

に原子炉格納容器から耐圧強化ベント弁までの配

管については，系統内を不活性ガス（窒素ガス）

で置換しておく運用とする。また，排出経路に水

素ガス及び酸素ガスが蓄積する可能性のある箇所

についてはバイパスラインを設け，水素ガス及び

酸素ガスを連続して排出できる設計とする。可搬

型窒素供給装置は，外部より排出経路の配管へ不

活性ガス（窒素ガス）を供給できる設計とする。 

耐圧強化ベント系はサプレッション・チェンバ

及びドライウェルのいずれにも接続し，炉心の著

しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容

器内の水素ガス及び酸素ガスを排出するために使

用する場合は，サプレッション・チェンバのプー

ル水によるスクラビング効果が期待できるサプレ

ッション・チェンバ側からの排出経路のみを使用



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－32 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

する。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視でき

るよう，水素ガスが蓄積する可能性のある排出経

路の配管頂部にフィルタ装置水素濃度を設ける。

また，放射線量率を測定し，放射性物質濃度を推

定できるよう，排出経路の配管に耐圧強化ベント

系放射線モニタを設ける。フィルタ装置水素濃度

は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備から給電が可能な設計とする。また，耐圧

強化ベント系放射線モニタは，常設代替直流電源

設備又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

 

可搬型窒素供給装置は，ディーゼルエンジンに

より駆動できる設計とする。 

 

(2) 原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度監

視 

a. 格納容器内水素濃度（SA）による原子炉格納容

器内の水素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視を行うための

重大事故等対処設備として，格納容器内水素濃度

（SA）は，炉心の著しい損傷が発生した時に水素

濃度が変動する可能性のある範囲の水素濃度を中

央制御室より監視できる設計とする。格納容器内

水素濃度（SA）は，常設代替直流電源設備又は可

搬型直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

 

b. 格納容器内雰囲気計装による原子炉格納容器内

の水素濃度監視及び酸素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度

監視を行うための重大事故等対処設備として，格

納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度は，炉

心の著しい損傷が発生した場合に，サンプリング

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－33 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

装置により原子炉格納容器内の雰囲気ガスを原子

炉区域内へ導き，検出器で測定することで，原子

炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を中央制御

室より監視できる設計とする。格納容器内水素濃

度及び格納容器内酸素濃度は，常設代替交流電源

設備又は可搬型代替交流電源設備から給電が可能

な設計とする。なお，代替原子炉補機冷却系から

冷却水を供給することにより，サンプリングガス

を冷却できる設計とする。 

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，

常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設

備については，「第五十七条 電源設備」に記載

する。 

 

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，常

設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備に

ついては，「第五十七条 電源設備」に記載する。 

 

    

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－34 
 

第五十三条 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための

設備） 

第五十三条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷

が発生した場合において原子炉建屋その他の原子炉

格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納

するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）

の水素爆発による損傷を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止

するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための

設備） 

第五十三条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷

が発生した場合において原子炉建屋その他の原子炉

格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納

するための施設（以下「原子炉建屋等」という。）

の水素爆発による損傷を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止

するために必要な設備を設けなければならない。 

 

   

適合のための設計方針 

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建

屋等の水素爆発による損傷を防止するために必要な重

大事故等対処設備を設置する。 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため

の設備のうち，原子炉建屋等の損傷を防止するための

水素濃度制御設備として，静的触媒式水素再結合器及

び静的触媒式水素再結合器動作監視装置を設ける。ま

た，原子炉建屋内の水素濃度が変動する可能性のある

範囲にわたり測定するための設備として，原子炉建屋

水素濃度監視設備を設ける。 

 

適合のための設計方針 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため

の設備のうち，静的触媒式水素再結合器動作監視装置

及び原子炉建屋水素濃度については，常設代替直流電

源設備及び可搬型直流電源設備に加え，所内常設直流

電源設備（3 系統目）からの給電が可能な設計とす

る。 

 

   

(1) 水素濃度制御による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備 

a. 静的触媒式水素再結合器による水素濃度の上昇

抑制 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する

ための設備のうち，炉心の著しい損傷により原子

炉格納容器から原子炉建屋内に水素ガスが漏えい

した場合において，原子炉建屋内の水素濃度上昇

を抑制し，水素濃度を可燃限界未満に制御する重

大事故等対処設備として，静的触媒式水素再結合

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－35 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

器は，運転員の起動操作を必要とせずに，原子炉

格納容器から原子炉建屋に漏えいした水素ガスと

酸素ガスを触媒反応によって再結合させること

で，原子炉建屋内の水素濃度の上昇を抑制し，原

子炉建屋の水素爆発を防止できる設計とする。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，静的

触媒式水素再結合器の入口側及び出口側の温度に

より静的触媒式水素再結合器の作動状態を中央制

御室から監視できる設計とする。静的触媒式水素

再結合器動作監視装置は，常設代替直流電源設備

又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設計と

する。 

b. 水素濃度監視 

(a) 原子炉建屋水素濃度監視設備による水素濃度

測定 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備のうち，炉心の著しい損傷により

原子炉格納容器から原子炉建屋内に漏えいした

水素ガスの濃度を測定するため，炉心の著しい

損傷が発生した場合に水素濃度が変動する可能

性のある範囲で測定できる重大事故等対処設備

として，原子炉建屋水素濃度は，中央制御室に

おいて連続監視できる設計とし，常設代替直流

電源設備又は可搬型直流電源設備からの給電が

可能な設計とする。 

 

常設代替直流電源設備及び可搬型直流電源設備

については，「第五十七条 電源設備」に記載す

る。 

 

    

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－36 
 

第五十四条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽

の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料

貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使

用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵

槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界

を防止するために必要な設備を設けなければならな

い。 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽からの

大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃

料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵

槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨

界を防止するために必要な設備を設けなければなら

ない。 

 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽

の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料

貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使

用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において貯蔵

槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界

を防止するために必要な設備を設けなければならな

い。 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽からの

大量の水の漏えいその他の要因により当該使用済燃

料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵

槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨

界を防止するために必要な設備を設けなければなら

ない。 

 

   

適合のための設計方針 

使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失

し，又は使用済燃料プールからの水の漏えいその他の

要因により当該使用済燃料プールの水位が低下した場

合において使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放

射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な重大

事故等対処設備を設置及び保管する。 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の

要因により使用済燃料プールの水位が異常に低下した

場合において，使用済燃料プール内燃料体等の著しい

損傷の進行を緩和し，及び臨界を防止するために必要

な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

使用済燃料プールの冷却等のための設備のうち，使

用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は使用済燃料プールからの小規模な水の漏えいその他

の要因により使用済燃料プールの水位が低下した場合

においても使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放

射線を遮蔽し，及び臨界を防止できるよう使用済燃料

適合のための設計方針 

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備のうち，使

用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用済燃料貯

蔵プール水位・温度（SA 広域）及び使用済燃料貯蔵

プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）について

は，所内蓄電式直流電源設備及び可搬型直流電源設備

に加え，所内常設直流電源設備（3 系統目）からの給

電が可能な設計とする。 

 

   



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－37 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

プールの水位を維持するための設備，並びに使用済燃

料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により

使用済燃料プールの水位が異常に低下した場合におい

ても使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷を緩和

し，及び臨界を防止するための設備として，燃料プー

ル代替注水系を設ける。 

使用済燃料プールに接続する配管の破損等により，

使用済燃料プールディフューザ配管からサイフォン現

象による水の漏えいが発生した場合に，漏えいの継続

を防止するため，ディフューザ配管上部にサイフォン

ブレーク孔を設ける。また，現場での手動弁の隔離操

作によっても漏えいを停止できる設計とする。 

使用済燃料プールの冷却等のための設備のうち，使

用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷に至った場合

において大気への放射性物質の拡散を抑制するための

設備として原子炉建屋放水設備を設ける。 

使用済燃料プールの冷却等のための設備のうち，重

大事故等時において，使用済燃料プールの状態を監視

するための設備として，使用済燃料プールの監視設備

を設ける。 

 

(1) 使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の

喪失時又は使用済燃料プール水の小規模な漏えい発

生時に用いる設備 

a. 燃料プール代替注水 

(a) 燃料プール代替注水系による常設スプレイヘ

ッダを使用した使用済燃料プールへの注水 

残留熱除去系（燃料プール冷却モード）及び

燃料プール冷却浄化系の有する使用済燃料プー

ルの冷却機能喪失又は残留熱除去系ポンプによ

る使用済燃料プールへの補給機能が喪失し，又

は使用済燃料プールに接続する配管の破損等に

より使用済燃料プール水の小規模な漏えいによ

り使用済燃料プールの水位が低下した場合に，

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－38 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放射線

を遮蔽し，及び臨界を防止するための重大事故

等対処設備として，燃料プール代替注水系は，

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代

替注水ポンプ（A-2 級）又は可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級）により，代替淡水源の水を燃料

プール代替注水系配管等を経由して常設スプレ

イヘッダから使用済燃料プールへ注水すること

で，使用済燃料プールの水位を維持できる設計

とする。 

また，使用済燃料貯蔵ラックの形状を維持す

ることにより臨界を防止できる設計とする。 

常設スプレイヘッダを使用した燃料プール代

替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合におい

て，重大事故等の収束に必要となる水の供給設

備である大容量送水車（海水取水用）により海

を利用できる設計とする。また，可搬型代替注

水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆動

できる設計とする。 

(b) 燃料プール代替注水系による可搬型スプレイ

ヘッダを使用した使用済燃料プールへの注水 

残留熱除去系（燃料プール冷却モード）及び

燃料プール冷却浄化系の有する使用済燃料プー

ルの冷却機能喪失又は残留熱除去系ポンプによ

る使用済燃料プールへの補給機能が喪失し，又

は使用済燃料プールに接続する配管の破損等に

より使用済燃料プール水の小規模な漏えいによ

り使用済燃料プールの水位が低下した場合に，

使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放射線

を遮蔽し，及び臨界を防止するための重大事故

等対処設備として，燃料プール代替注水系は，

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代

替注水ポンプ（A-2 級）又は可搬型代替注水ポ



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－39 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

ンプ（A-2 級）により代替淡水源の水をホース

を経由して可搬型スプレイヘッダから使用済燃

料プールへ注水することで，使用済燃料プール

の水位を維持できる設計とする。 

また，使用済燃料貯蔵ラックの形状を維持す

ることにより臨界を防止できる設計とする。 

可搬型スプレイヘッダを使用した燃料プール

代替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備である大容量送水車（海水取水用）により

海を利用できる設計とする。また，可搬型代替

注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポン

プ（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆

動できる設計とする。 

 

(2) 使用済燃料プールからの大量の水の漏えい発生時

に用いる設備 

a. 燃料プールスプレイ 

(a) 燃料プール代替注水系による常設スプレイヘ

ッダを使用した使用済燃料プールへのスプレイ 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えい等

により使用済燃料プールの水位が異常に低下し

た場合に，燃料損傷を緩和するとともに，燃料

損傷時には使用済燃料プール内燃料体等の上部

全面にスプレイすることによりできる限り環境

への放射性物質の放出を低減するための重大事

故等対処設備として，燃料プール代替注水系

は，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可搬

型代替注水ポンプ（A-2 級）により，代替淡水

源の水を燃料プール代替注水系配管等を経由し

て常設スプレイヘッダから使用済燃料プール内

燃料体等に直接スプレイすることで，燃料損傷

を緩和するとともに，環境への放射性物質の放

出をできる限り低減できる設計とする。 

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－40 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

また，スプレイや蒸気条件下でも臨界になら

ないよう配慮したラック形状によって，臨界を

防止することができる設計とする。 

常設スプレイヘッダを使用した燃料プール代

替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合におい

て，重大事故等の収束に必要となる水の供給設

備である大容量送水車（海水取水用）により海

を利用できる設計とする。また，可搬型代替注

水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆動

できる設計とする。 

(b) 燃料プール代替注水系による可搬型スプレイ

ヘッダを使用した使用済燃料プールへのスプレ

イ 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えい等

により使用済燃料プールの水位が異常に低下し

た場合に，燃料損傷を緩和するとともに，燃料

損傷時には使用済燃料プール内燃料体等の上部

全面にスプレイすることによりできる限り環境

への放射性物質の放出を低減するための重大事

故等対処設備として，燃料プール代替注水系

は，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可搬

型代替注水ポンプ（A-2 級）又は可搬型代替注

水ポンプ（A-2 級）により，代替淡水源の水を

ホース等を経由して可搬型スプレイヘッダから

使用済燃料プール内燃料体等に直接スプレイす

ることで，燃料損傷を緩和するとともに，環境

への放射性物質の放出をできる限り低減できる

設計とする。 

また，スプレイや蒸気条件下でも臨界になら

ないよう配慮したラック形状によって，臨界を

防止することができる設計とする。可搬型スプ

レイヘッダを使用した燃料プール代替注水系

は，代替淡水源が枯渇した場合において，重大



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－41 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

事故等の収束に必要となる水の供給設備である

大容量送水車（海水取水用）により海を利用で

きる設計とする。また，可搬型代替注水ポンプ

（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）は，ディーゼルエンジンにより駆動できる

設計とする。 

b. 大気への放射性物質の拡散抑制 

(a) 原子炉建屋放水設備による大気への放射性物

質の拡散抑制 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えい等

により使用済燃料プールの水位の異常な低下に

より，使用済燃料プール内燃料体等の著しい損

傷に至った場合において，燃料損傷時にはでき

る限り環境への放射性物質の放出を低減するた

めの重大事故等対処設備として，原子炉建屋放

水設備は，大容量送水車（原子炉建屋放水設備

用）により海水をホースを経由して放水砲から

原子炉建屋へ放水することで，環境への放射性

物質の放出を可能な限り低減できる設計とす

る。 

本系統の詳細については，「第五十五条 発

電所外への放射性物質の拡散を抑制するための

設備」に記載する。 

 

(3) 重大事故等時の使用済燃料プールの監視に用いる

設備 

a. 使用済燃料プールの監視設備による使用済燃料

プールの状態監視 

使用済燃料プールの監視設備として，使用済燃

料貯蔵プール水位・温度（SA），使用済燃料貯蔵

プール水位・温度（SA 広域）及び使用済燃料貯

蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）

は，想定される重大事故等により変動する可能性

のある範囲にわたり測定可能な設計とする。 

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－42 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

また，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，想

定される重大事故等時の使用済燃料プールの状態

を監視できる設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用

済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）及び使

用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低

レンジ）は，所内蓄電式直流電源設備及び可搬型

直流電源設備から給電が可能であり，使用済燃料

貯蔵プール監視カメラは，常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

 

(4) 使用済燃料プールから発生する水蒸気による悪影

響を防止するための設備 

a. 燃料プール冷却浄化系による使用済燃料プール

の除熱 

使用済燃料プールから発生する水蒸気による悪

影響を防止するための重大事故等対処設備とし

て，燃料プール冷却浄化系は，使用済燃料プール

の水をポンプにより熱交換器等を経由して循環さ

せることで，使用済燃料プールを冷却できる設計

とする。 

燃料プール冷却浄化系は，非常用交流電源設備

及び原子炉補機冷却系が機能喪失した場合でも，

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設

備，及び代替原子炉補機冷却系を用いて，使用済

燃料プールを除熱できる設計とする。 

燃料プール冷却浄化系で使用する代替原子炉補

機冷却系は，熱交換器ユニットを原子炉補機冷却

系に接続し，大容量送水車（熱交換器ユニット

用）により熱交換器ユニットに海水を送水するこ

とで，燃料プール冷却浄化系の熱交換器等で発生

した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

    



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－43 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，所内蓄電式直流電源設備，可搬型直流電源設

備については，「第五十七条 電源設備」に記載

する。 

 

    

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－44 
 

第五十七条 電源設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（電源設備） 

第五十七条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処

設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容

器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転

停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

に必要な電力を確保するために必要な設備を設けな

ければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、第三十三条第二項の規定

により設置される非常用電源設備及び前項の規定に

より設置される電源設備のほか、設計基準事故対処

設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容

器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転

停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

の常設の直流電源設備を設けなければならない。 

 

（電源設備） 

第五十七条 

 

 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、第三十三条第二項の規定

により設置される非常用電源設備及び前項の規定に

より設置される電源設備のほか、設計基準事故対処

設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容

器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転

停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

の常設の直流電源設備を設けなければならない。 

第五十七条 電源設備 

 

 

 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、第三十三条第二項の規定

により設置される非常用電源設備及び前項の規定に

より設置される電源設備のほか、設計基準事故対処

設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容

器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転

停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

の常設の直流電源設備を設けなければならない。 

第五十七条 電源設備 

１ 発電用原子炉施設には，設計基準事故対処設備の

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場

合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破

損，貯蔵槽内燃料体の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要ナ

電力を確保するために必要な設備を設けなければな

らない 

２ 発電用原子炉施設には、第三十三条第二項の規定

により設置される非常用電源設備及び前項の規定に

より設置される電源設備のほか、設計基準事故対処

設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容

器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転

停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

の常設の直流電源設備を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損

傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃

料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の

著しい損傷を防止するため，必要な電力を確保するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

代替電源設備のうち，重大事故等の対応に必要な電

力を確保するための設備として，常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，号炉間電力融通電気設

備，所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備

を含む），可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備

を設ける。また，重大事故等時に重大事故等対処設備

の補機駆動用の軽油を補給するための設備として，燃

料補給設備を設ける。 

(1) 代替交流電源設備による給電 

適合のための設計方針 

2 について 

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損

傷，原子炉格納容器の破損，貯蔵槽内燃料体等の著し

い損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を

防止するための常設の直流電源設備として，以下の所

内常設直流電源設備（3系統目）を設置する。 

 

(1) 所内常設直流電源設備（3系統目）による給電 

更なる信頼性を向上するため，設計基準事故対処

設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合

に，重大事故等の対応に必要な設備に直流電力を供

給するため，特に高い信頼性を有する所内常設直流

電源設備（3系統目）を使用する。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，直流 125V

適合のための設計方針 

2 について 

 

 

 

 

 

 

 

 

更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対処設

備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合に、

重大事故等の対応に必要な設備に直流電力を供給する

ため、特に高い信頼性を有する 3 系統目の所内常設蓄

電式直流電源設備として、蓄電池（3 系統目）を設置

する。この設備は、負荷切り離し（中央制御室及び隣

適合のための設計方針 

第１項及び第２項について 

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことによ

り重大事故等が発生した場合において炉心の著しい

損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内

の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃

料体の著しい損傷を防止するため，必要な電力を確

保するために必要な重大事故等対処設備を設置及び

保管する。 

代替電源設備のうち，重大事故等の対応に必要な

電力を確保するための設備として，常設代替交流電

源設備，可搬型代替交流電源設備，所内常設直流電

源設備，所内常設直流電源設備（３系統目），可搬

型代替直流電源設備，常設代替直流電源設備及び代

替所内電気設備を設ける。また，重大事故等時に重

大事故等対処設備の補機駆動用の軽油を補給するた
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

a. 常設代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，常設代替交流電源設備を使用する。 

常設代替交流電源設備は，第一ガスタービン発

電機，第一ガスタービン発電機用燃料タンク，第

一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，軽油タ

ンク，タンクローリ（16kL），電路，計測制御装

置等で構成し，第一ガスタービン発電機を中央制

御室での操作にて速やかに起動し，非常用高圧母

線 C 系及び非常用高圧母線 D 系，又は AM 用 MCC

へ接続することで電力を供給できる設計とする。 

第一ガスタービン発電機の燃料は，第一ガスタ

ービン発電機用燃料タンクより第一ガスタービン

発電機用燃料移送ポンプを用いて補給できる設計

とする。また，第一ガスタービン発電機用燃料タ

ンクの燃料は，軽油タンクよりタンクローリ

（16kL）を用いて補給できる設計とする。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備

に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計

とする。 

b. 可搬型代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，可搬型代替交流電源設備を使用する。 

可搬型代替交流電源設備は，電源車，軽油タン

ク，タンクローリ（4kL），電路，計測制御装置

等で構成し，電源車を非常用高圧母線 C 系及び非

常用高圧母線 D 系，又は AM 用 MCC へ接続するこ

とで電力を供給できる設計とする。 

電源車の燃料は，軽油タンクよりタンクローリ

（4kL）を用いて補給できる設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設

備に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設

蓄電池（3 系統目），電路，計測制御装置等で構成

し，全交流動力電源喪失から 1 時間以内に中央制御

室において行う簡易な操作以外での負荷の切り離し

を行わず合計 24 時間にわたり，直流 125V 蓄電池

（3系統目）から電力を供給できる設計とする。 

また，所内常設直流電源設備（3 系統目）は，特

に高い信頼性を有する直流電源設備とするため，耐

震設計においては，直流 125V蓄電池（3系統目）及

びその電路は，基準地震動による地震力に対して，

重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれ

るおそれがないことに加え，弾性設計用地震動によ

る地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震

力に対して，おおむね弾性状態に留まる範囲で耐え

られるように設計する。また，所内常設直流電源設

備（3 系統目）の直流 125V 蓄電池（3 系統目）は，

当該設備設置に伴う耐震性，火災防護対策等への影

響を考慮した原子炉建屋内に設置する設計とする。 

所内常設直流電源設備（3系統目）の直流 125V蓄

電池（3 系統目）は，原子炉建屋内に設置すること

で，コントロール建屋内の蓄電池（非常用）と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分

散を図る設計とする。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，蓄電池か

ら直流母線までの系統において，独立した電路で系

統構成することにより，非常用直流電源設備の蓄電

池から直流母線までの系統に対して，独立性を有す

る設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

所内常設直流電源設備（3 系統目）は非常用直流電

源設備に対して独立性を有する設計とする。 

 

 

接する継電器室において簡易な操作で負荷の切り離し

を行う場合を含まない。）を行わずに 8 時間、その

後、必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計

24 時間にわたり電力の供給を行うことが可能な設計

とする。 

また、蓄電池（3 系統目）は、特に高い信頼性を有

する直流電源設備とするため、安全機能の重要度分類

クラス 1 相当の設計とし、耐震設計においては、蓄電

池（3 系統目）及びその電路は、基準地震動による地

震力に対して、重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがないことに加え、弾性設計用

地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい

方の地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲

で耐えられるように設計する。また、蓄電池（3 系統

目）は、当該設備設置に伴う耐震性、火災防護対策等

への影響を考慮した原子炉周辺建屋に設置する設計と

する。 

蓄電池（3 系統目）は、原子炉周辺建屋内のディー

ゼル発電機及び原子炉補助建屋内の蓄電池（安全防護

系用）に対して、異なる区画に設置することで、位置

的分散を図る設計とする。 

また、蓄電池（3 系統目）は、直流電源用発電機及

び可搬型直流変換器を用いた電源設備と異なる区画に

設置することで、位置的分散を図る設計とする。 

さらに、蓄電池（3 系統目）は、蓄電池（重大事故

等対処用）に対しても異なる区画に設置することで、

位置的分散を図る設計とする。 

蓄電池（3 系統目）を使用した直流電源は、蓄電池

（安全防護系用）及び蓄電池（重大事故等対処用）並

びに直流電源用発電機及び可搬型直流変換器を用いた

電源系統に対して独立した設計とする。 

 

 

めの設備として，燃料給油設備を設ける。 

 

(1) 代替交流電源設備による給電 

ａ．常設代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電

源喪失，２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の故障（以下

「全交流動力電源喪失」という。））した場合の重

大事故等対処設備として，常設代替交流電源設備を

使用する。 

常設代替交流電源設備は，常設代替高圧電源装

置，電路，計測制御装置等で構成し，常設代替高圧

電源装置を中央制御室での操作にて速やかに起動

し，緊急用メタルクラッド開閉装置を介してメタル

クラッド開閉装置２Ｃ又はメタルクラッド開閉装置

２Ｄへ接続することで電力を供給できる設計とす

る。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に

対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計とす

る。 

 

 

 

ｂ．可搬型代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流

動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備とし

て，可搬型代替交流電源設備を使用する。 

可搬型代替交流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車，電路，計測制御装置等で構成し，可搬型代替低

圧電源車をパワーセンタ２Ｃ及びパワーセンタ２Ｄ

へ接続することで電力を供給できる設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備

に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計と

する。 
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＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
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（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
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（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

計とする。 

c. 号炉間電力融通電気設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，号炉間電力融通電気設備を使用する。 

号炉間電力融通電気設備は，号炉間電力融通ケ

ーブル（常設），号炉間電力融通ケーブル（可搬

型），計測制御装置等で構成し，号炉間電力融通

ケーブル（常設）をあらかじめ敷設し，6 号及び

7 号炉の緊急用電源切替箱断路器に手動で接続す

ることで，他号炉の電源設備から非常用高圧母線

C 系及び非常用高圧母線 D 系に電力を供給できる

設計とする。また，号炉間電力融通ケーブル（常

設）が使用できない場合に，予備ケーブルとして

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）を 6 号及び 7

号炉の緊急用電源切替箱断路器に手動で接続する

ことで，他号炉の電源設備から非常用高圧母線 C

系及び非常用高圧母線 D 系に電力を供給できる設

計とする。 

(2) 代替直流電源設備による給電 

a. 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源

設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直

流電源設備を使用する。 

所内蓄電式直流電源設備は，直流 125V 蓄電池

A，直流 125V蓄電池 A-2，AM用直流 125V蓄電池，

直流 125V 充電器 A，直流 125V 充電器 A-2，AM 用

直流 125V 充電器，電路，計測制御装置等で構成

し，全交流動力電源喪失から 8 時間後に，不要な

負荷の切り離しを行い，全交流動力電源喪失から

24 時間にわたり，直流 125V 蓄電池 A，直流 125V

蓄電池 A-2 及び AM 用直流 125V 蓄電池から電力を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 代替直流電源設備による給電 

ａ．所内常設直流電源設備による給電 

 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交流

動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備とし

て，所内常設直流電源設備を使用する。 

 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池Ａ系・

Ｂ系，電路，計測制御装置等で構成し，全交流動力

電源喪失から 1 時間以内に中央制御室において，

全交流動力電源喪失から 8 時間後に，不要な負荷

の切り離しを行い，全交流動力電源喪失から 24 時

間にわたり，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から電力を

供給できる設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

供給できる設計とする。また，交流電源復旧後

に，交流電源を直流 125V充電器 A,直流 125V充電

器 A-2 又は AM 用直流 125V 充電器を経由し直流母

線へ接続することで電力を供給できる設計とす

る。 

常設代替直流電源設備は，AM 用直流 125V 蓄電

池，AM 用直流 125V 充電器，電路，計測制御装置

等で構成し，全交流動力電源喪失から 24 時間に

わたり，AM 用直流 125V 蓄電池から電力を供給で

きる設計とする。また，交流電源復旧後に，交流

電源を AM 用直流 125V 充電器を経由し直流母線へ

接続することで電力を供給できる設計とする。 

b. 可搬型直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源及び直流電源

が喪失した場合の重大事故等対処設備として，可

搬型直流電源設備を使用する。 

可搬型直流電源設備は，電源車，AM 用直流

125V 充電器，軽油タンク，タンクローリ

（4kL），電路，計測制御装置等で構成し，電源

車を代替所内電気設備及び AM 用直流 125V 充電器

を経由し直流母線へ接続することで電力を供給で

きる設計とする。 

電源車の燃料は，軽油タンクよりタンクローリ

（4kL）を用いて補給できる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，電源車の運転を継続す

ることで，設計基準事故対処設備の交流電源及び

直流電源の喪失から 24 時間にわたり必要な負荷

に電力の供給を行うことができる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備に

対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計と

する。 

(3) 代替所内電気設備による給電 

設計基準事故対処設備の非常用所内電気設備が機

能喪失した場合の重大事故等対処設備として，代替

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．所内常設直流電源設備（３系統目）による給電 

更なる信頼性を向上するため，設計基準事故対処

設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合

に，重大事故等の対応に必要な設備に直流電力を供

給するため，特に高い信頼性を有する所内常設直流

電源設備（３系統目）を使用する。 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，125V 系

蓄電池（３系統目），電路等で構成し，全交流動力

電源喪失から 1 時間以内に中央制御室において，

全交流動力電源喪失から 8 時間後に，不要な負荷

の切り離しを行い，全交流動力電源喪失から 24 時

間にわたり，125V 系蓄電池（３系統目）から電力

を供給できる設計とする。 

また，所内常設直流電源設備（３系統目）は，特

に高い信頼性を有する直流電源設備とするため，安

全機能の重要度分類クラス１相当の設計とし，耐震

設計においては，蓄電池（３系統目）及びその電路

は，基準地震動ＳＳによる地震力に対して，重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないことに加え，弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震

力に対して，おおむね弾性状態に留まる範囲で耐え

られるように設計する。また，所内常設直流電源設



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－48 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
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備考 

所内電気設備を使用する。 

代替所内電気設備は，緊急用断路器，緊急用電源

切替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用

動力変圧器，AM用MCC，AM用切替盤，AM用操作盤，

非常用高圧母線 C 系及び非常用高圧母線 D 系，計測

制御装置等で構成し，常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備の電路として使用し電力を供

給できる設計とする。 

代替所内電気設備は，共通要因で設計基準事故対

処設備である非常用所内電気設備と同時に機能を喪

失しない設計とする。また，代替所内電気設備及び

非常用所内電気設備は，少なくとも 1 系統は機能の

維持及び人の接近性を図る設計とする。 

(4) 燃料補給設備による給油 

重大事故等時に補機駆動用の軽油を補給する設備

として，軽油タンク，タンクローリ（4kL）及びホ

ースを使用する。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級），可搬型代替注

水ポンプ（A-2 級），大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用），大容量送水車（原子炉建屋放水設備

用），大容量送水車（海水取水用），モニタリン

グ・ポスト用発電機及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備は，軽油タンクからタンク

ローリ（4kL）を用いて燃料を補給できる設計とす

る。 

軽油タンクからタンクローリ（4kL）への軽油の

補給は，ホースを用いる設計とする。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう，第

一ガスタービン発電機をガスタービンにより駆動す

ることで，ディーゼルエンジンにより駆動する非常

用ディーゼル発電機を用いる非常用交流電源設備に

対して多様性を有する設計とする。 

常設代替交流電源設備の第一ガスタービン発電

備（３系統目）の 125V 系蓄電池（３系統目）は，

当該設備設置に伴う耐震性，火災防護対策等への影

響を考慮したにマスキング設置する設計とする。 

ｃ．可搬型代替直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源及び直流電源が

喪失した場合の重大事故等対処設備として，可搬型

代替直流電源設備を使用する。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車，可搬型整流器，電路，計測制御装置等で構成

し，可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器を可搬

型代替低圧電源車接続盤（西側）又は（東側）を経

由し，直流 125V 主母線盤２Ａ又は直流 125V 主母

線盤２Ｂへ接続することで電力を供給できる設計と

する。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車の運転を継続することで，設計基準事故対処設備

の交流電源及び直流電源の喪失から 24 時間にわた

り必要な負荷に電力の供給を行うことができる設計

とする。 

可搬型代替直流電源設備は，非常用直流電源設備

に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計と

する。 

(3) 代替所内電気設備による給電 

設計基準事故対処設備の非常用所内電気設備が機

能喪失した場合の重大事故等対処設備として，代替

所内電気設備を使用する。 

代替所内電気設備は，緊急用メタルクラッド開閉

装置，緊急用パワーセンタ，緊急用モータコントロ

ールセンタ，緊急用電源切替盤，緊急用直流 

125V 主母線盤，電路，計測制御装置等で構成

し，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，常設代替直流電源設備，所内常設直流電源設備 

（３系統目）又は可搬型代替直流電源設備の電路

として使用し電力を供給できる設計とする。 
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備考 

機，タンクローリ（16kL），第一ガスタービン発電

機用燃料タンク及び第一ガスタービン発電機用燃料

移送ポンプは，原子炉建屋から離れた屋外に設置又

は保管することで，原子炉建屋内の非常用ディーゼ

ル発電機並びに燃料ディタンク及び原子炉建屋近傍

の燃料移送ポンプと共通要因によって同時に機能を

損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

常設代替交流電源設備は，第一ガスタービン発電

機から非常用高圧母線までの系統において，独立し

た電路で系統構成することにより，非常用ディーゼ

ル発電機から非常用高圧母線までの系統に対して，

独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立

性によって，常設代替交流電源設備は非常用交流電

源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

電源車の冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が

水冷である非常用ディーゼル発電機を用いる非常用

交流電源設備に対して多様性を有する設計とする。

また，可搬型代替交流電源設備は，常設代替交流電

源設備と共通要因によって同時に機能を損なわない

よう，電源車をディーゼルエンジンにより駆動する

ことで，ガスタービンにより駆動する第一ガスター

ビン発電機を用いる常設代替交流電源設備に対して

多様性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の電源車及びタンクロー

リ（4kL）は，屋外の原子炉建屋から離れた場所に

保管することで，原子炉建屋内の非常用ディーゼル

発電機並びに燃料ディタンク及び原子炉建屋近傍の

燃料移送ポンプと共通要因によって同時に機能を損

なわないよう，位置的分散を図る設計とする。ま

た，可搬型代替交流電源設備の電源車及びタンクロ

ーリ（4kL）は，屋外のタービン建屋近傍の第一ガ

代替所内電気設備は，共通要因で設計基準事故対

処設備である非常用所内電気設備と同時に機能を喪

失しない設計とする。また，代替所内電気設備及び

非常用所内電気設備は，少なくとも 1 系統は機能

の維持及び人の接近性の確保を図る設計とする。 

なお，緊急用 125V 系蓄電池は，常設代替直流電

源設備に位置付ける。 

常設代替直流電源設備は，全交流動力電源喪失か

ら 24 時間にわたり，緊急用 125V 系蓄電池から電

力を供給できる設計とする。 

(4) 非常用ディーゼル発電機機能喪失時の代替交流電

源による給電 

ａ．常設代替交流電源設備による非常用高圧母線への

給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電

源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機が故

障）した場合の重大事故等対処設備として，常設代

替交流電源設備を使用する。 

常設代替交流電源設備は，常設代替高圧電源装

置，電路，計測制御装置等で構成し，常設代替高圧

電源装置を中央制御室での操作にて速やかに起動

し，緊急用メタルクラッド開閉装置を介してメタル

クラッド開閉装置２Ｃ又はメタルクラッド開閉装置

２Ｄへ接続することで電力を供給できる設計とす

る。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備に

対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計とす

る。 

ｂ．可搬型代替交流電源設備による非常用低圧母線へ

の給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電

源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機が故

障）した場合の重大事故等対処設備として，可搬型

代替交流電源設備を使用する。 
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備考 

スタービン発電機，第一ガスタービン発電機用燃料

タンク及び第一ガスタービン発電機用燃料移送ポン

プから離れた場所に保管することで，共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，電源車から非常用高

圧母線までの系統において，独立した電路で系統構

成することにより，非常用ディーゼル発電機から非

常用高圧母線までの系統に対して，独立性を有する

設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立

性によって，可搬型代替交流電源設備は非常用交流

電源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の電源車の接続箇所は，

共通要因によって接続できなくなることを防止する

ため，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計

とする。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブ

ル（常設）は，コントロール建屋内に設置すること

で，原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分

散を図る設計とする。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブ

ル（可搬型）は，原子炉建屋及びコントロール建屋

から離れた屋外に保管することで，原子炉建屋内の

非常用ディーゼル発電機及びコントロール建屋内の

号炉間電力融通ケーブル（常設）と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る

設計とする。 

所内蓄電式直流電源設備は，コントロール建屋内

の非常用直流電源設備 4 系統のうち 3 系統と異なる

区画及び原子炉建屋内に設置することで，非常用直

流電源設備と共通要因によって同時に機能を損なわ

ないよう位置的分散を図る設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車，電路，計測制御装置等で構成し，可搬型代替低

圧電源車をパワーセンタ２Ｃ及びパワーセンタ２Ｄ

へ接続することで電力を供給できる設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備

に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計と

する。 

(5) 非常用ディーゼル発電機機能喪失時の代替直流電

源による給電 

ａ．所内常設直流電源設備による直流 125V 主母線盤

への給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電

源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機が故

障）した場合の重大事故等対処設備として，所内常

設直流電源設備を使用する。 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池Ａ系・

Ｂ系，電路，計測制御装置等で構成し，非常用所内

電気設備への交流電源喪失から 1 時間以内に中央

制御室において，交流電源喪失から 8 時間後に，

不要な負荷の切り離しを行い，交流電源喪失から

24 時間にわたり，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から電

力を供給できる設計とする。 

ｂ．所内常設直流電源設備（３系統目）による直流

125V 主母線盤への給電 

更なる信頼性を向上するため，設計基準事故対処

設備の電源が喪失（外部電源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非

常用ディーゼル発電機が故障）した場合に，重大事

故等の対応に必要な設備に直流電力を供給するた

め，特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備

（３系統目）を使用する。 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，125V 系

蓄電池（３系統目），電路等で構成し，全交流動力

電源喪失から 1 時間以内に中央制御室において，

全交流動力電源喪失から 8 時間後に，不要な負荷



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－51 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

所内蓄電式直流電源設備は，蓄電池及び充電器か

ら直流母線までの系統において，独立した電路で系

統構成することにより，非常用直流電源設備 4 系統

のうち 3 系統の各蓄電池及び充電器から直流母線ま

での系統に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

所内蓄電式直流電源設備は非常用直流電源設備 4 系

統のうち 3 系統に対して独立性を有する設計とす

る。 

常設代替直流電源設備は，原子炉建屋内に設置す

ることで，コントロール建屋内の非常用直流電源設

備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう

位置的分散を図る設計とする。 

常設代替直流電源設備は，蓄電池及び充電器から

直流母線までの系統において，独立した電路で系統

構成することにより，非常用直流電源設備の各電池

及び充電器から直流母線までの系統に対して，独立

性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

常設代替直流電源設備は非常用直流電源設備に対し

て独立性を有する設計とする。 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備と共

通要因によって同時に機能を損なわないよう，電源

車の冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が水冷

である非常用ディーゼル発電機から給電する非常用

直流電源設備に対して多様性を有する設計とする。

また，AM 用直流 125V 充電器により交流電力を直流

に変換できることで，蓄電池（非常用）を用いる非

常用直流電源設備に対して多様性を有する設計とす

る。 

可搬型直流電源設備の電源車，AM 用直流 125V 充

電器及びタンクローリ（4kL）は，屋外の原子炉建

屋から離れた場所及び原子炉建屋内に設置又は保管

することで，原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電

の切り離しを行い，全交流動力電源喪失から 24 時

間にわたり，125V 系蓄電池（３系統目）から電力

を供給できる設計とする。 

また，所内常設直流電源設備（３系統目）は，特

に高い信頼性を有する直流電源設備とするため，安

全機能の重要度分類クラス１相当の設計とし，耐震

設計においては，蓄電池（３系統目）及びその電路

は，基準地震動ＳＳによる地震力に対して，重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないことに加え，弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震

力に対して，おおむね弾性状態に留まる範囲で耐え

られるように設計する。また，所内常設直流電源設

備（３系統目）の 125V 系蓄電池（３系統目）は，

当該設備設置に伴う耐震性，火災防護対策等への影

響を考慮したマスキングに設置する設計とする。 

ｃ．可搬型代替直流電源設備による直流 125V 主母線

盤への給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（外部電

源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機が故

障）及び直流電源が喪失した場合の重大事故等対処

設備として，可搬型代替直流電源設備を使用する。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車，可搬型整流器，電路，計測制御装置等で構成

し，可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器を可搬

型代替低圧電源車接続盤（西側）又は（東側）を経

由し，直流 125V 主母線盤２Ａ又は直流 125V 主母

線盤２Ｂへ接続することで電力を供給できる設計と

する。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車の運転を継続することで，設計基準事故対処設備

の交流電源及び直流電源の喪失から 24 時間にわた

り必要な負荷に電力の供給を行うことができる設計

とする。 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－52 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

機並びに燃料ディタンク，原子炉建屋近傍の燃料移

送ポンプ及びコントロール建屋内の充電器と共通要

因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

可搬型直流電源設備は，電源車から直流母線まで

の系統において，独立した電路で系統構成すること

により，非常用ディーゼル発電機から直流母線まで

の系統に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立

性によって，可搬型直流電源設備は非常用直流電源

設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型直流電源設備の電源車の接続箇所は，共通

要因によって接続できなくなることを防止するた

め，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計と

する。 

代替所内電気設備の緊急用断路器，緊急用電源切

替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動

力変圧器，AM 用 MCC 及び AM 用操作盤は，非常用所

内電気設備と異なる区画に設置することで，非常用

所内電気設備と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備は，独立した電路で系統構成す

ることにより，非常用所内電気設備に対して，独立

性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

代替所内電気設備は非常用所内電気設備に対して独

立性を有する設計とする。 

燃料補給設備のタンクローリ（4kL）は，原子炉

建屋近傍の燃料移送ポンプから離れた屋外に分散し

て保管することで，燃料移送ポンプと共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る

設計とする。 

軽油タンクは，屋外に分散して設置することで，

共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置

可搬型代替直流電源設備は，非常用直流電源設備

に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計と

する。 

(6) 燃料給油設備による給油 

ａ．可搬型設備用軽油タンクから各機器への給油 

重大事故等時に補機駆動用の軽油を補給する設備

として，可搬型設備用軽油タンク及びタンクローリ

を使用する。 

可搬型代替低圧電源車，可搬型代替注水大型ポン

プ，可搬型代替注水中型ポンプ，窒素供給装置用電

源車及びタンクローリ（走行用の燃料タンク）等

は，可搬型設備用軽油タンクからタンクローリを用

いて燃料を補給できる設計とする。 

ｂ．軽油貯蔵タンクから常設代替高圧電源装置への給

油 

重大事故等時に常設代替高圧電源装置に軽油を補

給する設備として，軽油貯蔵タンク及び常設代替高

圧電源装置燃料移送ポンプを使用する。 

常設代替高圧電源装置は，軽油貯蔵タンクから常

設代替高圧電源装置燃料移送ポンプを用いて燃料を

補給できる設計とする。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備と共

通要因によって同時に機能を損なわないよう，常設代

替高圧電源装置の冷却方式を空冷とすることで，冷却

方式が水冷である２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を用いる非

常用交流電源設備に対して多様性を有する設計とす

る。 

常設代替交流電源設備の常設代替高圧電源装置は，

原子炉建屋付属棟から離れた屋外（常設代替高圧電源

装置置場）に設置することで，原子炉建屋付属棟内の

２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機と共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－53 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

的分散を図る設計とする。 

 

 

 

常設代替交流電源設備は，常設代替高圧電源装置か

らメタルクラッド開閉装置２Ｃ及びメタルクラッド開

閉装置２Ｄまでの系統において，独立した電路で系統

構成することにより，２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発

電機からメタルクラッド開閉装置２Ｃ及びメタルクラ

ッド開閉装置２Ｄまでの系統に対して，独立性を有す

る設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立

性によって，常設代替交流電源設備は非常用交流電

源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

可搬型代替低圧電源車の冷却方式を空冷とすること

で，冷却方式が水冷である２Ｃ・２Ｄ非常用ディー

ゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を用いる非常用交流電源設備に対して多様性を有

する設計とする。 

 

 

 

可搬型代替交流電源設備の可搬型代替低圧電源車

は，屋外の原子炉建屋付属棟から離れた場所に保管

することで，原子炉建屋付属棟内の２Ｃ・２Ｄ非常

用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機と共通要因によって同時に機能を損なわ

ないよう，位置的分散を図る設計とする。また，可

搬型代替交流電源設備の可搬型代替低圧電源車は，

屋外（常設代替高圧電源装置置場）の常設代替高圧

電源装置から離れた場所に保管することで，共通要

因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－54 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

可搬型代替交流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車からパワーセンタ２Ｃ及びパワーセンタ２Ｄまで

の系統において，独立した電路で系統構成すること

により，２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機からパ

ワーセンタ２Ｃ及びパワーセンタ２Ｄまでの系統に

対して，独立性を有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立

性によって，可搬型代替交流電源設備は非常用交流

電源設備である２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機

及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機に対して

独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の可搬型代替低圧電源車

の接続箇所は，共通要因によって接続できなくなる

ことを防止するため，位置的分散を図った複数箇所

に設置する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備は，原子炉建屋付属棟内の

２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機と異なる区画に設置する

ことで，非常用交流電源設備と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計

とする。 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池Ａ系・

Ｂ系から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまでの系統



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－55 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

において，独立した電路で系統構成することによ

り，２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機の交流を直

流に変換する電路を用いた直流 125V 主母線盤２

Ａ・２Ｂまでの系統に対して，独立性を有する設計

とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

所内常設直流電源設備は非常用交流電源設備に対し

て独立性を有する設計とする。 

常設代替直流電源設備は，原子炉建屋廃棄物処理

棟内に設置することで，原子炉建屋付属棟内の非常

用直流電源設備と共通要因によって同時に機能を損

なわないように位置的分散を図る設計とする。 

常設代替直流電源設備は，緊急用 125V 系蓄電池

から緊急用直流 125V 主母線盤までの系統におい

て，独立した電路で系統構成することにより，非常

用直流電源設備の 125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系及びＨ

ＰＣＳ系から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂ及びＨ

ＰＣＳまでの系統に対して，独立性を有する設計と

する。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

常設代替直流電源設備は非常用直流電源設備に対し

て独立性を有する設計とする。 

所内常設直流電源設備（３系統目）の 125V 系蓄

電池（３系統目）は，マスキングに設置すること

で，原子炉建屋付属棟内の２Ｃ・２Ｄ非常用ディー

ゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機並びに 125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系及びＨＰＣＳ系

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

また，所内常設直流電源設備（３系統目）の

125V 系蓄電池（３系統目）は，マスキングに設置

することで，可搬型重大事故等対処設備保管場所

（西側）及び可搬型重大事故等対処設備保管場所

（南側）に保管する可搬型代替低圧電源車及び可搬



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－56 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

型整流器を用いた可搬型代替直流電源設備と共通要

因によって同時に機能を損なわないよう，位置的分

散を図る設計とする。 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，125V 系

蓄電池（３系統目）から直流 125V 主母線盤２Ａ・

２Ｂまでの系統において，独立した電路で系統構成

することにより，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から直

流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまでの系統，可搬型直

流電源設備から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまで

の系統に対して，独立性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

所内常設直流電源設備（３系統目）は，所内常設直

流電源設備及び可搬型代替直流電源設備に対して独

立性を有する設計とする。 

可搬型代替直流電源設備は，非常用直流電源設備

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

可搬型代替低圧電源車の冷却方式を空冷とすること

で，冷却方式が水冷である２Ｃ・２Ｄ非常用ディー

ゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機から給電する非常用直流電源設備に対して多様性

を有する設計とする。また，可搬型整流器により交

流電力を直流に変換できることで，125V 系蓄電池

Ａ系・Ｂ系及びＨＰＣＳ系を用いる非常用直流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型代替直流電源設備の可搬型代替低圧電源車

及び可搬型整流器は，屋外の原子炉建屋付属棟から

離れた場所に保管することで，原子炉建屋付属棟内

の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機，125V 蓄電池Ａ系・

Ｂ系及びＨＰＣＳ系並びにマスキングの 125V 系蓄

電池（３系統目）と共通要因によって同時に機能を

損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低圧電源

車から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまでの系統に



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－57 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

おいて，独立した電路で系統構成することにより，

125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から直流 125V 主母線盤

２Ａ・２Ｂまでの系統に対して，独立性を有する設

計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立

性によって，可搬型代替直流電源設備は非常用直流

電源設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替直流電源設備の可搬型代替低圧電源車

及び可搬型整流器の接続箇所は，共通要因によって

接続できなくなることを防止するため，位置的分散

を図った複数箇所に設置する設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用メタルクラッド開閉装

置及び緊急用パワーセンタは，屋内（常設代替高圧

電源装置置場）に設置することで，非常用所内電気

設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよ

うに位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用モータコントロールセ

ンタは，屋内（常設代替高圧電源装置置場）及び原

子炉建屋廃棄物処理棟内に設置することで，非常用

所内電気設備と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう，位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用電源切替盤は，原子炉

建屋原子炉棟及び中央制御室内に設置することで，

非常用所内電気設備と共通要因によって同時に機能

を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用直流 125V 主母線盤

は，原子炉建屋廃棄物処理棟内に設置することで，

非常用所内電気設備と共通要因によって同時に機能

を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備は，独立した電路で系統構成す

ることにより，非常用所内電気設備に対して，独立

性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，

代替所内電気設備は非常用所内電気設備に対して独



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－58 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

立性を有する設計とする。 

燃料給油設備のタンクローリは，屋内（常設代替

高圧電源装置置場）の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル

発電機燃料移送ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機燃料移送ポンプから離れた屋外に分散

して保管することで，屋内（常設代替高圧電源装置

置場）の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機燃料移

送ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

燃料移送ポンプと共通要因によって同時に機能を損

なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

可搬型設備用軽油タンクは，軽油貯蔵タンクと離

れた屋外に設置することで，共通要因によって同時

に機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計と

する。燃料給油設備の常設代替高圧電源装置燃料移

送ポンプは，屋内（常設代替高圧電源装置置場）の

非常用交流電源設備２Ｃ系,２Ｄ系及びＨＰＣＳ系

と異なる区画に設置することで，屋内（常設代替高

圧電源装置置場）の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発

電機燃料移送ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機燃料移送ポンプと共通要因によって同時

に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とす

る 

  



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－59 
 

第五十八条 計装設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（計装設備） 

第五十八条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生

し、計測機器（非常用のものを含む。）の故障によ

り当該重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータを計測することが困難となった場

合において当該パラメータを推定するために有効な

情報を把握できる設備を設けなければならない。 

 

（計装設備） 

第五十八条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生

し、計測機器（非常用のものを含む。）の故障によ

り当該重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータを計測することが困難となった場

合において当該パラメータを推定するために有効な

情報を把握できる設備を設けなければならない。 

 

 第五十八条 計装設備 

発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し、計

測機器（非常用のものを含む。）の故障により当該

重大事故等に対処するために監視することが必要な

パラメータを計測することが困難となった場合にお

いて当該パラメータを推定するために有効な情報を

把握できる設備を設けなければならない。 

 

適合のための設計方針 

重大事故等が発生し，計測機器（非常用のものを含

む。）の故障により，当該重大事故等に対処するため

に監視することが必要なパラメータを計測することが

困難となった場合において，当該パラメータを推定す

るために必要なパラメータを計測する設備を設置又は

保管する。 

当該重大事故等に対処するために監視することが必

要なパラメータ（炉心損傷防止対策及び格納容器破損

防止対策等を成功させるために必要な発電用原子炉施

設の状態を把握するためのパラメータ）は，添付書類

十の「第 5.1－1 表 重大事故等対策における手順書

の概要」のうち，「1.15 事故時の計装に関する手順

等」のパラメータの選定で分類された主要パラメータ

（重要監視パラメータ及び有効監視パラメータ）とす

る。 

当該パラメータを推定するために必要なパラメータ

は，添付書類十の「第 5.1－1 表 重大事故等対策に

おける手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装

に関する手順等」のパラメータの選定で分類された代

替パラメータ（重要代替監視パラメータ及び有効監視

パラメータ）とする。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測する設備（重大事故等対処設備）について，設計

基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態を

適合のための設計方針 

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪失

等により計器電源が喪失した場合における計測設備へ

の代替電源設備として，常設代替交流電源設備，可搬

型代替交流電源設備，所内蓄電式直流電源設備及び可

搬型直流電源設備に加え，所内常設直流電源設備（3

系統目）を使用できる設計とする。 

 

 適合のための設計方針 

重大事故等が発生し，計測機器（非常用のものを

含む。）の故障により，当該重大事故等に対処する

ために監視することが必要なパラメータを計測する

ことが困難となった場合において，当該パラメータ

を推定するために必要なパラメータを計測する設備

を設置又は保管する。 

当該重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータ（炉心損傷防止対策及び格納容器

破損防止対策等を成功させるために必要な発電用原

子炉施設の状態を把握するためのパラメータ）は，

添付書類十の「第 5.1－1 表 重大事故等対策にお

ける手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装

に関する手順等」のパラメータの選定で分類された

主要パラメータ（重要監視パラメータ及び有効監視

パラメータ）とする。 

当該パラメータを推定するために必要なパラメー

タは，添付書類十の「第 5.1－1 表 重大事故等対

策における手順書の概要」のうち，「1.15 事故時

の計装に関する手順等」のパラメータの選定で分類

された代替パラメータ（重要代替監視パラメータ及

び常用代替監視パラメータ）とする。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ

を計測する設備（重大事故等対処設備）について，

設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－60 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

把握するための能力（最高計測可能温度等（設計基準

最大値等））を明確にする。 

 

 

状態を把握するための能力（最高計測可能温度等

（設計基準最大値等））を明確にする。 

 

(1) 監視機能喪失時に使用する設備 

発電用原子炉施設の状態の把握能力を超えた場合

に発電用原子炉施設の状態を推定する手段を有する

設計とする。 

重要監視パラメータ又は有効監視パラメータ（原

子炉圧力容器内の温度，圧力及び水位並びに原子炉

圧力容器及び原子炉格納容器への注水量等）の計測

が困難となった場合又は計測範囲を超えた場合は，

添付書類十の「第 5.1－1 表 重大事故等対策にお

ける手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装

に関する手順等」の計器故障時の代替パラメータに

よる推定又は計器の計測範囲を超えた場合の代替パ

ラメータによる推定の対応手段等により推定ができ

る設計とする。 

計器故障時に，当該パラメータの他チャンネルの

計器がある場合，他チャンネルの計器により計測す

るとともに，重要代替監視パラメータが複数ある場

合は，推定する重要監視パラメータとの関係性がよ

り直接的なパラメータ，検出器の種類及び使用環境

条件を踏まえた確からしさを考慮し，優先順位を定

める。 

 

  (1) 監視機能喪失時に使用する設備 

発電用原子炉施設の状態の把握能力を超えた場合

に発電用原子炉施設の状態を推定する手段を有する

設計とする。 

重要監視パラメータ又は有効監視パラメータ（原

子炉圧力容器内の温度，圧力及び水位並びに原子炉

圧力容器及び原子炉格納容器への注水量等）の計測

が困難となった場合又は計測範囲を超えた場合は，

添付書類十の「第 5.1－1 表 重大事故等対策にお

ける手順書の概要」のうち，「1.15 事故時の計装

に関する手順等」の計器故障時の代替パラメータに

よる推定又は計器の計測範囲を超えた場合の代替パ

ラメータによる推定の対応手段等により推定ができ

る設計とする。 

計器故障時に，当該パラメータの他チャンネルの

計器がある場合，他チャンネルの計器により計測す

るとともに，重要代替監視パラメータが複数ある場

合は，推定する重要監視パラメータとの関係性がよ

り直接的なパラメータ，検出器の種類及び使用環境

条件を踏まえた確からしさを考慮し，優先順位を定

める。 

 

(2) 計器電源喪失時に使用する設備 

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪

失等により計器電源が喪失した場合において，計測

設備への代替電源設備として常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，所内蓄電式直流電源

設備又は可搬型直流電源設備を使用する。 

また，代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電

  (2) 計器電源喪失時に使用する設備 

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪

失等により計器電源が喪失した場合において，計測

設備への代替電源設備として常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，所内常設直流電源設

備，常設代替直流電源設備，所内常設直流電源設備

（３系統目）又は可搬型代替直流電源設備を使用す

 



変更前後比較表（添付書類八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針） 
  

添八 1.安全設計 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針－61 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

源が喪失した場合，特に重要なパラメータとして，

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測する設備については，温度，圧力，水位及び流

量に係るものについて，乾電池等を電源とした可搬

型計測器により計測できる設計とする。 

なお，可搬型計測器による計測においては，計測

対象の選定を行う際の考え方として，同一パラメー

タにチャンネルが複数ある場合は，いずれか 1 つの

適切なチャンネルを選定し計測又は監視するものと

する。同一の物理量について，複数のパラメータが

ある場合は，いずれか 1 つの適切なパラメータを選

定し計測又は監視するものとする。 

 

る。 

また，代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電

源が喪失した場合，特に重要なパラメータとして，

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測する設備については，温度，圧力，水位及び流

量に係るものについて，乾電池を電源とした可搬型

計測器により計測できる設計とする。 

なお，可搬型計測器による計測においては，計測

対象の選定を行う際の考え方として，同一パラメー

タにチャンネルが複数ある場合は，いずれか 1 つ

の適切なチャンネルを選定し計測又は監視するもの

とする。同一の物理量について，複数のパラメータ

がある場合は，いずれか 1 つの適切なパラメータ

を選定し計測又は監視するものとする。 

(3) パラメータ記録時に使用する設備 

原子炉格納容器内の温度，圧力，水位，水素濃

度，放射線量率等想定される重大事故等の対応に

必要となる重要監視パラメータ及び重要代替監視

パラメータが計測又は監視及び記録ができる設計

とする。 

 

  (3) パラメータ記録時に使用する設備 

原子炉格納容器内の温度，圧力，水位，水素濃

度，放射線量率等想定される重大事故等の対応に必

要となる重要監視パラメータ及び重要代替監視パラ

メータが計測又は監視及び記録できる設計とする。 

 

 



変更前後比較表（添付書類八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 
  

添八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設－1 
 

4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備 

 

4. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

4.3  使用済燃料プールの冷却等のための設備 

 

   

4.3.2  設計方針 

使用済燃料プールの冷却等のための設備のうち，使

用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，又

は使用済燃料プールからの小規模な水の漏えいその他

の要因により使用済燃料プールの水位が低下した場合

においても使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放

射線を遮蔽し，及び臨界を防止できるよう使用済燃料

プールの水位を維持するための設備，並びに使用済燃

料プールからの大量の水の漏えいその他の要因により

使用済燃料プールの水位が異常に低下した場合におい

ても使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷を緩和

し，及び臨界を防止するための設備として，燃料プー

ル代替注水系を設ける。 

使用済燃料プールに接続する配管の破損等により，

使用済燃料プールディフューザ配管からサイフォン現

象による水の漏えいが発生した場合に，漏えいの継続

を防止するため，ディフューザ配管上部にサイフォン

ブレーク孔を設ける。また，現場での手動弁の隔離操

作によっても漏えいを停止できる設計とする。 

使用済燃料プールの冷却等のための設備のうち，使

用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷に至った場合

において大気への放射性物質の拡散を抑制するための

設備として原子炉建屋放水設備を設ける。 

使用済燃料プールの冷却等のための設備のうち，重

大事故等時において，使用済燃料プールの状態を監視

するための設備として，使用済燃料プールの監視設備

を設ける。 

 

 

変更なし 

   



変更前後比較表（添付書類八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 
  

添八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設－2 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(1) 使用済燃料プールの冷却機能若しくは注水機能の

喪失時又は使用済燃料プール水の小規模な漏えい発

生時に用いる設備 

a. 燃料プール代替注水 

(a) 燃料プール代替注水系による常設スプレイヘ

ッダを使用した使用済燃料プールへの注水 

残留熱除去系（燃料プール冷却モード）及び

燃料プール冷却浄化系の有する使用済燃料プー

ルの冷却機能喪失又は残留熱除去系ポンプによ

る使用済燃料プールへの補給機能が喪失し，又

は使用済燃料プールに接続する配管の破損等に

より使用済燃料プール水の小規模な漏えいによ

り使用済燃料プールの水位が低下した場合に，

使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放射線

を遮蔽し，及び臨界を防止するための重大事故

等対処設備として，燃料プール代替注水系を使

用する。 

燃料プール代替注水系は，可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1 級），可搬型代替注水ポンプ（A-2

級），常設スプレイヘッダ，配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，可搬型代替注水

ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）又は可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）により，代替淡水源の水を燃料プール代替

注水系配管等を経由して常設スプレイヘッダか

ら使用済燃料プールへ注水することで，使用済

燃料プールの水位を維持できる設計とする。 

また，使用済燃料貯蔵ラックの形状を維持す

ることにより臨界を防止できる設計とする。 

常設スプレイヘッダを使用した燃料プール代

替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合におい

て，重大事故等の収束に必要となる水の供給設

備である大容量送水車（海水取水用）により海

を利用できる設計とする。また，可搬型代替注

 

変更なし 

 

   



変更前後比較表（添付書類八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 
  

添八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設－3 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆動

できる設計とする。燃料は，燃料補給設備であ

る軽油タンク及びタンクローリ（4kL）により

補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・常設スプレイヘッダ 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，配管，弁及びホースを

重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である使用済燃料

プールを重大事故等対処設備として使用する。 

(b) 燃料プール代替注水系による可搬型スプレイ

ヘッダを使用した使用済燃料プールへの注水 

残留熱除去系（燃料プール冷却モード）及び

燃料プール冷却浄化系の有する使用済燃料プー

ルの冷却機能喪失又は残留熱除去系ポンプによ

る使用済燃料プールへの補給機能が喪失し，又

は使用済燃料プールに接続する配管の破損等に

より使用済燃料プール水の小規模な漏えいによ

り使用済燃料プールの水位が低下した場合に，

使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放射線

を遮蔽し，及び臨界を防止するための重大事故

等対処設備として，燃料プール代替注水系を使

用する。 

燃料プール代替注水系は，可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1 級），可搬型代替注水ポンプ（A-2

級），可搬型スプレイヘッダ，ホース・弁類，

計測制御装置等で構成し，可搬型代替注水ポン



変更前後比較表（添付書類八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 
  

添八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設－4 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

プ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）又は可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）によ

り代替淡水源の水をホースを経由して可搬型ス

プレイヘッダから使用済燃料プールへ注水する

ことで，使用済燃料プールの水位を維持できる

設計とする。 

また，使用済燃料貯蔵ラックの形状を維持す

ることにより臨界を防止できる設計とする。 

可搬型スプレイヘッダを使用した燃料プール

代替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備である大容量送水車（海水取水用）により

海を利用できる設計とする。また，可搬型代替

注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポン

プ（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆

動できる設計とする。燃料は，燃料補給設備で

ある軽油タンク及びタンクローリ（4kL）によ

り補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・可搬型スプレイヘッダ 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，配管，弁及びホースを

重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である使用済燃料

プールを重大事故等対処設備として使用する。 

 

(2) 使用済燃料プールからの大量の水の漏えい発生時

に用いる設備 

a. 燃料プールスプレイ 

 

変更なし 

 

   



変更前後比較表（添付書類八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 
  

添八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設－5 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(a) 燃料プール代替注水系による常設スプレイヘ

ッダを使用した使用済燃料プールへのスプレイ 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えい等

により使用済燃料プールの水位が異常に低下し

た場合に，燃料損傷を緩和するとともに，燃料

損傷時には使用済燃料プール内燃料体等の上部

全面にスプレイすることによりできる限り環境

への放射性物質の放出を低減するための重大事

故等対処設備として，燃料プール代替注水系を

使用する。 

燃料プール代替注水系は，可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1 級），可搬型代替注水ポンプ（A-2

級），常設スプレイヘッダ，配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，可搬型代替注水

ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）により，代替淡水源の水を燃料プー

ル代替注水系配管等を経由して常設スプレイヘ

ッダから使用済燃料プール内燃料体等に直接ス

プレイすることで，燃料損傷を緩和するととも

に，環境への放射性物質の放出をできる限り低

減できる設計とする。 

また，スプレイや蒸気条件下でも臨界になら

ないよう配慮したラック形状によって，臨界を

防止することができる設計とする。 

常設スプレイヘッダを使用した燃料プール代

替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合におい

て，重大事故等の収束に必要となる水の供給設

備である大容量送水車（海水取水用）により海

を利用できる設計とする。また，可搬型代替注

水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆動

できる設計とする。燃料は，燃料補給設備であ

る軽油タンク及びタンクローリ（4kL）により

補給できる設計とする。 



変更前後比較表（添付書類八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設） 
  

添八 4.核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設－6 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・常設スプレイヘッダ 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，配管，弁及びホースを

重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である使用済燃料

プールを重大事故等対処設備として使用する。 

(b) 燃料プール代替注水系による可搬型スプレイ

ヘッダを使用した使用済燃料プールへのスプレ

イ 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えい等

により使用済燃料プールの水位が異常に低下し

た場合に，燃料損傷を緩和するとともに，燃料

損傷時には使用済燃料プール内燃料体等の上部

全面にスプレイすることによりできる限り環境

への放射性物質の放出を低減するための重大事

故等対処設備として，燃料プール代替注水系を

使用する。 

燃料プール代替注水系は，可搬型代替注水ポ

ンプ（A-1 級），可搬型代替注水ポンプ（A-2

級），可搬型スプレイヘッダ，ホース・弁類，

計測制御装置等で構成し，可搬型代替注水ポン

プ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポンプ（A-2

級）又は可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）によ

り，代替淡水源の水をホース等を経由して可搬

型スプレイヘッダから使用済燃料プール内燃料

体等に直接スプレイすることで，燃料損傷を緩

和するとともに，環境への放射性物質の放出を

できる限り低減できる設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

また，スプレイや蒸気条件下でも臨界になら

ないよう配慮したラック形状によって，臨界を

防止することができる設計とする。 

可搬型スプレイヘッダを使用した燃料プール

代替注水系は，代替淡水源が枯渇した場合にお

いて，重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備である大容量送水車（海水取水用）により

海を利用できる設計とする。また，可搬型代替

注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注水ポン

プ（A-2 級）は，ディーゼルエンジンにより駆

動できる設計とする。燃料は，燃料補給設備で

ある軽油タンク及びタンクローリ（4kL）によ

り補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）（6 号及

び 7号炉共用） 

・可搬型スプレイヘッダ 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，配管，弁及びホースを

重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である使用済燃料

プールを重大事故等対処設備として使用する。 

b. 大気への放射性物質の拡散抑制 

(a) 原子炉建屋放水設備による大気への放射性物

質の拡散抑制 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えい等

により使用済燃料プールの水位の異常な低下に

より，使用済燃料プール内燃料体等の著しい損

傷に至った場合において，燃料損傷時にはでき

る限り環境への放射性物質の放出を低減するた

めの重大事故等対処設備として，原子炉建屋放
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

水設備を使用する。 

原子炉建屋放水設備は，大容量送水車（原子

炉建屋放水設備用），放水砲，ホース等で構成

し，大容量送水車（原子炉建屋放水設備用）に

より海水をホースを経由して放水砲から原子炉

建屋へ放水することで，環境への放射性物質の

放出を可能な限り低減できる設計とする。 

本系統の詳細については，「9.7 発電所外

への放射性物質の拡散を抑制するための設備」

に記載する。 

 

(3) 重大事故等時の使用済燃料プールの監視に用いる

設備 

a. 使用済燃料プールの監視設備による使用済燃料

プールの状態監視 

使用済燃料プールの監視設備として，使用済燃

料貯蔵プール水位・温度（SA），使用済燃料貯蔵

プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵

プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む。）を使用

する。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用

済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）及び使

用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低

レンジ）は，想定される重大事故等により変動す

る可能性のある範囲にわたり測定可能な設計とす

る。 

また，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，想

定される重大事故等時の使用済燃料プールの状態

を監視できる設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用

済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）及び使

用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低

(3) 重大事故等時の使用済燃料プールの監視に用いる

設備 

a. 使用済燃料プールの監視設備による使用済燃料

プールの状態監視 

使用済燃料プールの監視設備として，使用済燃

料貯蔵プール水位・温度（SA），使用済燃料貯蔵

プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯蔵

プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）及び

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む。）を使用

する。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用

済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）及び使

用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低

レンジ）は，想定される重大事故等により変動す

る可能性のある範囲にわたり測定可能な設計とす

る。 

また，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，想

定される重大事故等時の使用済燃料プールの状態

を監視できる設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用

済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）及び使

用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

レンジ）は，所内蓄電式直流電源設備及び可搬型

直流電源設備から給電が可能であり，使用済燃料

貯蔵プール監視カメラは，常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

・使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広

域） 

・使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

・使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃

料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含

む。） 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

レンジ）は，所内蓄電式直流電源設備，所内常設

直流電源設備（3 系統目）及び可搬型直流電源設

備から給電が可能であり，使用済燃料貯蔵プール

監視カメラは，常設代替交流電源設備又は可搬型

代替交流電源設備から給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA） 

・使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広

域） 

・使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レン

ジ・低レンジ） 

・使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃

料貯蔵プール監視カメラ用空冷装置を含

む。） 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

(4) 使用済燃料プールから発生する水蒸気による悪影

響を防止するための設備 

a. 燃料プール冷却浄化系による使用済燃料プール

の除熱 

使用済燃料プールから発生する水蒸気による悪

影響を防止するための重大事故等対処設備とし

て，燃料プール冷却浄化系を使用する。 

燃料プール冷却浄化系は，ポンプ，熱交換器，

配管・弁類，計測制御装置等で構成し，使用済燃

 

変更なし 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

料プールの水をポンプにより熱交換器等を経由し

て循環させることで，使用済燃料プールを冷却で

きる設計とする。 

燃料プール冷却浄化系は，非常用交流電源設備

及び原子炉補機冷却系が機能喪失した場合でも，

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設

備及び代替原子炉補機冷却系を用いて，使用済燃

料プールを除熱できる設計とする。 

燃料プール冷却浄化系で使用する代替原子炉補

機冷却系は，代替原子炉補機冷却水ポンプ及び熱

交換器を搭載した熱交換器ユニット，大容量送水

車（熱交換器ユニット用），配管・ホース・弁

類，計測制御装置等で構成し，熱交換器ユニット

を原子炉補機冷却系に接続し，大容量送水車（熱

交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに海

水を送水することで，燃料プール冷却浄化系の熱

交換器等で発生した熱を最終的な熱の逃がし場で

ある海へ輸送できる設計とする。また，大容量送

水車（熱交換器ユニット用）の燃料は，燃料補給

設備である軽油タンク及びタンクローリ（4kL）

により補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・燃料プール冷却浄化系ポンプ 

・燃料プール冷却浄化系熱交換器 

・熱交換器ユニット（6号及び 7号炉共用） 

・大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6 号

及び 7号炉共用） 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）（10.2 

代替電源設備） 

燃料プール冷却浄化系の流路として，配管，
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

弁，スキマサージタンク及びディフューザを重大

事故等対処設備として使用する。 

代替原子炉補機冷却系の流路として，原子炉補

機冷却系の配管，弁及びサージタンク並びにホー

スを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である使用済燃

料プール並びに非常用取水設備の海水貯留堰，ス

クリーン室及び取水路を重大事故等対処設備とし

て使用する。 

 

使用済燃料プールについては，「4.1 燃料体等の

取扱設備及び貯蔵設備」に記載する。 

大容量送水車（海水取水用）については，「5.7 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備」に記載

する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，

所内蓄電式直流電源設備，可搬型直流電源設備及び燃

料補給設備については，「10.2 代替電源設備」に記

載する。 

海水貯留堰，スクリーン室及び取水路については，

「10.8 非常用取水設備」に記載する。 

 

使用済燃料プールについては，「4.1 燃料体等の

取扱設備及び貯蔵設備」に記載する。 

大容量送水車（海水取水用）については，「5.7 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備」に記載

する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，

所内蓄電式直流電源設備，所内常設直流電源設備（3

系統目），可搬型直流電源設備及び燃料補給設備につ

いては，「10.2 代替電源設備」に記載する。 

海水貯留堰，スクリーン室及び取水路については，

「10.8 非常用取水設備」に記載する。 

 

   

4.3.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

燃料プール代替注水系は，残留熱除去系及び燃料プ

ール冷却浄化系と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可

搬型代替注水ポンプ（A-2 級）をディーゼルエンジン

により駆動することで，電動機駆動ポンプにより構成

される燃料プール冷却浄化系及び残留熱除去系に対し

て多様性を有する設計とする。 

また，燃料プール代替注水系は，代替淡水源を水源

4.3.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

燃料プール代替注水系は，残留熱除去系及び燃料プ

ール冷却浄化系と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう，可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可

搬型代替注水ポンプ（A-2 級）をディーゼルエンジン

により駆動することで，電動機駆動ポンプにより構成

される燃料プール冷却浄化系及び残留熱除去系に対し

て多様性を有する設計とする。 

また，燃料プール代替注水系は，代替淡水源を水源
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

とすることで，使用済燃料プールを水源とする残留熱

除去系及び燃料プール冷却浄化系に対して異なる水源

を有する設計とする。 

燃料プール代替注水系の可搬型代替注水ポンプ（A-

1 級）及び可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，原子

炉建屋から離れた屋外に分散して保管することで，原

子炉建屋内の残留熱除去系ポンプ及び燃料プール冷却

浄化系ポンプと共通要因によって同時に機能を喪失し

ないよう位置的分散を図る設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注

水ポンプ（A-2 級）の接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，位置的分散を図

った複数箇所に設置する設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用済燃

料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯

蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ），使用

済燃料貯蔵プール監視カメラ及び使用済燃料貯蔵プー

ル監視カメラ用空冷装置は，使用済燃料貯蔵プール水

位，燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度，使用済燃

料貯蔵プール温度，燃料貯蔵プールエリア放射線モニ

タ，燃料取替エリア排気放射線モニタ及び原子炉区域

換気空調系排気放射線モニタと共通要因によって同時

に機能を損なわないよう，使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA），使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA 広域）及び使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ）は，非常用交流電源設備に対

して，多様性を有する所内蓄電式直流電源設備及び可

搬型直流電源設備から給電が可能な設計とし，使用済

燃料貯蔵プール監視カメラ及び使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ用空冷装置は，非常用交流電源設備に対し

て多様性を有する常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備から給電が可能な設計とする。 

 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び燃料プール冷却浄

とすることで，使用済燃料プールを水源とする残留熱

除去系及び燃料プール冷却浄化系に対して異なる水源

を有する設計とする。 

燃料プール代替注水系の可搬型代替注水ポンプ（A-

1 級）及び可搬型代替注水ポンプ（A-2 級）は，原子

炉建屋から離れた屋外に分散して保管することで，原

子炉建屋内の残留熱除去系ポンプ及び燃料プール冷却

浄化系ポンプと共通要因によって同時に機能を喪失し

ないよう位置的分散を図る設計とする。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級）及び可搬型代替注

水ポンプ（A-2 級）の接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，位置的分散を図

った複数箇所に設置する設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA），使用済燃

料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），使用済燃料貯

蔵プール放射線モニタ（高レンジ・低レンジ），使用

済燃料貯蔵プール監視カメラ及び使用済燃料貯蔵プー

ル監視カメラ用空冷装置は，使用済燃料貯蔵プール水

位，燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度，使用済燃

料貯蔵プール温度，燃料貯蔵プールエリア放射線モニ

タ，燃料取替エリア排気放射線モニタ及び原子炉区域

換気空調系排気放射線モニタと共通要因によって同時

に機能を損なわないよう，使用済燃料貯蔵プール水

位・温度（SA），使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA 広域）及び使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ）は，非常用交流電源設備に対

して，多様性を有する所内蓄電式直流電源設備，所内

常設直流電源設備（3 系統目）及び可搬型直流電源設

備から給電が可能な設計とし，使用済燃料貯蔵プール

監視カメラ及び使用済燃料貯蔵プール監視カメラ用空

冷装置は，非常用交流電源設備に対して多様性を有す

る常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

から給電が可能な設計とする。 

燃料プール冷却浄化系ポンプ及び燃料プール冷却浄
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

化系熱交換器は，残留熱除去系ポンプ及び熱交換器と

異なる区画に設置することで，残留熱除去系ポンプ及

び熱交換器と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう位置的分散を図る設計とする。 

燃料プール冷却浄化系で使用する代替原子炉補機冷

却系は，原子炉補機冷却系と共通要因によって同時に

機能を損なわないよう，熱交換器ユニットを可搬型代

替交流電源設備からの給電が可能な設計とすること

で，非常用交流電源設備からの給電により駆動する原

子炉補機冷却系に対して，多様性を有する設計とし，

大容量送水車（熱交換器ユニット用）をディーゼルエ

ンジンにより駆動することで，電動機駆動ポンプによ

り構成される原子炉補機冷却系に対して多様性を有す

る設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容

量送水車（熱交換器ユニット用）は，タービン建屋か

ら離れた屋外に分散して保管することで，タービン建

屋内の原子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機冷却水系

熱交換器及び原子炉補機冷却海水ポンプと共通要因に

よって同時に機能を損わないよう位置的分散を図る設

計とする。 

熱交換器ユニットの接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，位置的分散を図

った複数箇所に設置する設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「10.2 

代替電源設備」に記載する。 

 

化系熱交換器は，残留熱除去系ポンプ及び熱交換器と

異なる区画に設置することで，残留熱除去系ポンプ及

び熱交換器と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう位置的分散を図る設計とする。 

燃料プール冷却浄化系で使用する代替原子炉補機冷

却系は，原子炉補機冷却系と共通要因によって同時に

機能を損なわないよう，熱交換器ユニットを可搬型代

替交流電源設備からの給電が可能な設計とすること

で，非常用交流電源設備からの給電により駆動する原

子炉補機冷却系に対して，多様性を有する設計とし，

大容量送水車（熱交換器ユニット用）をディーゼルエ

ンジンにより駆動することで，電動機駆動ポンプによ

り構成される原子炉補機冷却系に対して多様性を有す

る設計とする。 

代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び大容

量送水車（熱交換器ユニット用）は，タービン建屋か

ら離れた屋外に分散して保管することで，タービン建

屋内の原子炉補機冷却水ポンプ，原子炉補機冷却水系

熱交換器及び原子炉補機冷却海水ポンプと共通要因に

よって同時に機能を損わないよう位置的分散を図る設

計とする。 

熱交換器ユニットの接続口は，共通要因によって接

続できなくなることを防止するため，位置的分散を図

った複数箇所に設置する設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「10.2 

代替電源設備」に記載する。 
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5. 原子炉冷却系統施設 

5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子

炉を冷却するための設備 

 

5.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子

炉を冷却するための設備 

 

   

5.4.2  設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備のうち，炉心を冷却するための

設備として，高圧代替注水系を設ける。また，設計基

準事故対処設備である高圧炉心注水系及び原子炉隔離

時冷却系が全交流動力電源及び常設直流電源系統の機

能喪失により起動できない，かつ，中央制御室からの

操作により高圧代替注水系を起動できない場合に，高

圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系を現場操作によ

り起動させる。 

 

 

変更なし 

   

(1) フロントライン系故障時に用いる設備 

a. 高圧代替注水系による発電用原子炉の冷却 

高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系が機能

喪失した場合の重大事故等対処設備として，高圧

代替注水系を使用する。 

高圧代替注水系は，蒸気タービン駆動ポンプで

ある高圧代替注水系ポンプ，配管・弁類，計測制

御装置等で構成し，蒸気タービン駆動ポンプによ

り復水貯蔵槽の水を高圧炉心注水系等を経由し

て，原子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却

できる設計とする。 

高圧代替注水系は，常設代替直流電源設備から

の給電が可能な設計とし，中央制御室からの操作

が可能な設計とする。また，高圧代替注水系は，

常設代替直流電源設備の機能喪失により中央制御

室からの操作ができない場合においても，現場で

の人力による弁の操作により，原子炉冷却材圧力

(1) フロントライン系故障時に用いる設備 

a. 高圧代替注水系による発電用原子炉の冷却 

高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系が機能

喪失した場合の重大事故等対処設備として，高圧

代替注水系を使用する。 

高圧代替注水系は，蒸気タービン駆動ポンプで

ある高圧代替注水系ポンプ，配管・弁類，計測制

御装置等で構成し，蒸気タービン駆動ポンプによ

り復水貯蔵槽の水を高圧炉心注水系等を経由し

て，原子炉圧力容器へ注水することで炉心を冷却

できる設計とする。 

高圧代替注水系は，常設代替直流電源設備及び

所内常設直流電源設備（3 系統目）からの給電が

可能な設計とし，中央制御室からの操作が可能な

設計とする。また，高圧代替注水系は，常設代替

直流電源設備及び所内常設直流電源設備（3 系統

目）の機能喪失により中央制御室からの操作がで
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間

にわたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計

とする。なお，人力による措置は容易に行える設

計とする。 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧代替注水系ポンプ 

・復水貯蔵槽（5.7 重大事故等の収束に必要

となる水の供給設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

本系統の流路として，高圧代替注水系，高圧炉

心注水系，原子炉隔離時冷却系，主蒸気系及び残

留熱除去系（7 号炉のみ）の配管及び弁，復水補

給水系の配管，並びに給水系の配管，弁及びスパ

ージャを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

 

きない場合においても，現場での人力による弁の

操作により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧

対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷

却対策の準備が整うまでの期間にわたり，発電用

原子炉の冷却を継続できる設計とする。なお，人

力による措置は容易に行える設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧代替注水系ポンプ 

・復水貯蔵槽（5.7 重大事故等の収束に必要

となる水の供給設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

本系統の流路として，高圧代替注水系，高圧炉

心注水系，原子炉隔離時冷却系，主蒸気系及び残

留熱除去系（7 号炉のみ）の配管及び弁，復水補

給水系の配管，並びに給水系の配管，弁及びスパ

ージャを重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

 

(2) サポート系故障時に用いる設備 

a. 原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原

子炉の冷却 

全交流動力電源及び常設直流電源系統の機能喪

失により，高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却

系での発電用原子炉の冷却ができない場合であっ

て，中央制御室からの操作により高圧代替注水系

が起動できない場合の重大事故等対処設備とし

て，原子炉隔離時冷却系を現場操作により起動さ

せて使用する。 

原子炉隔離時冷却系は，全交流動力電源及び常

設直流電源系統が機能喪失した場合においても，

 

変更なし 

 

   



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－3 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

現場で弁を人力操作することにより起動し，蒸気

タービン駆動ポンプにより復水貯蔵槽の水を原子

炉圧力容器へ注水することで原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウン

ダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間に

わたり，発電用原子炉の冷却を継続できる設計と

する。なお，人力による措置は容易に行える設計

とする。 

なお，設計基準対象施設である原子炉圧力容器

を重大事故等対処設備として使用し，設計基準事

故対処設備である原子炉隔離時冷却系を重大事故

等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

b. 代替電源設備による原子炉隔離時冷却系の復旧 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系

の起動又は運転継続に必要な直流電源を所内蓄電

式直流電源設備により給電している場合は，所内

蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に代替

交流電源設備及び可搬型直流電源設備により原子

炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確

保する。 

原子炉隔離時冷却系は，常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備又は可搬型直流電源

設備からの給電により機能を復旧し，蒸気タービ

ン駆動ポンプにより復水貯蔵槽の水を原子炉圧力

容器へ注水することで炉心を冷却できる設計とす

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

変更なし    



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－4 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容

器を重大事故等対処設備として使用し，設計基準

事故対処設備である原子炉隔離時冷却系を重大事

故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(3) 監視及び制御に用いる設備 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態で発電

用原子炉を冷却する場合に監視及び制御に使用する

重大事故等対処設備として，原子炉水位（広帯

域），原子炉水位（燃料域），原子炉水位（SA），

原子炉圧力，原子炉圧力（SA），高圧代替注水系系

統流量及び復水貯蔵槽水位（SA）を使用する。 

原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域）及

び原子炉水位（SA）は原子炉水位を監視又は推定で

き，原子炉圧力，原子炉圧力（SA），高圧代替注水

系系統流量及び復水貯蔵槽水位（SA）は原子炉圧力

容器へ注水するための高圧代替注水系の作動状況を

確認できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・原子炉水位（広帯域）（6.4 計装設備（重大

事故等対処設備）） 

・原子炉水位（燃料域）（6.4 計装設備（重大

事故等対処設備）） 

・原子炉水位（SA）（6.4 計装設備（重大事故

等対処設備）） 

・原子炉圧力（6.4 計装設備（重大事故等対処

設備）） 

・原子炉圧力（SA）（6.4 計装設備（重大事故

等対処設備）） 

・高圧代替注水系系統流量（6.4 計装設備（重

大事故等対処設備）） 

・復水貯蔵槽水位（SA）（6.4 計装設備（重大

事故等対処設備）） 

 

変更なし    



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－5 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(4) 事象進展抑制のために用いる設備 

a. ほう酸水注入系による進展抑制 

高圧代替注水系及び原子炉隔離時冷却系を用い

た発電用原子炉への高圧注水により原子炉水位を

維持できない場合を想定した重大事故等対処設備

として，ほう酸水注入系を使用する。 

ほう酸水注入系は，ほう酸水注入系ポンプ，ほ

う酸水注入系貯蔵タンク，配管・弁類，計測制御

装置等で構成し，ほう酸水注入系ポンプにより，

ほう酸水を高圧炉心注水系等を経由して原子炉圧

力容器へ注入することで，重大事故等の進展を抑

制できる設計とする。 

本系統の詳細については，「6.7 緊急停止失

敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備」

に記載する。 

原子炉圧力容器については，「5.1 原子炉圧

力容器及び一次冷却材設備」に記載する。 

原子炉隔離時冷却系については，「5.3 非常

用炉心冷却系」に記載する。 

復水貯蔵槽については，「5.7 重大事故等の

収束に必要となる水の供給設備」に記載する。 

原子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料

域），原子炉水位（SA），原子炉圧力，原子炉圧

力（SA），高圧代替注水系系統流量及び復水貯蔵

槽水位（SA）は，「6.4 計装設備（重大事故等

対処設備）」に記載する。 

ほう酸水注入系については，「6.7 緊急停止

失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設

備」に記載する。 

 

変更なし    

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備

及び常設代替直流電源設備については，「10.2 代

替電源設備」に記載する。 

 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，常設代替直流電源設備及び所内常設直流電源設

備（3 系統目）については，「10.2 代替電源設

備」に記載する。 

   



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－6 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 

5.4.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

高圧代替注水系は，高圧炉心注水系と共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，高圧代替注水系ポ

ンプをタービン駆動とすることで，電動機駆動ポンプ

を用いた高圧炉心注水系に対して多様性を有する設計

とする。また，高圧代替注水系の起動に必要な電動弁

は，常設代替直流電源設備からの給電及び現場におい

て人力により，ポンプの起動に必要な弁を操作できる

ことで，非常用交流電源設備から給電される高圧炉心

注水系及び非常用直流電源設備から給電される原子炉

隔離時冷却系に対して，多様性を有する設計とする。 

 

高圧代替注水系ポンプは，原子炉建屋原子炉区域内

の高圧炉心注水系ポンプ及び原子炉隔離時冷却系ポン

プと異なる区画に設置することで，高圧炉心注水系ポ

ンプ及び原子炉隔離時冷却系ポンプと共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計

とする。 

原子炉隔離時冷却系の起動に必要な電動弁は，現場

において人力による手動操作を可能とすることで，非

常用直流電源設備からの給電による遠隔操作に対して

多様性を有する設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「10.2 

代替電源設備」に記載する。 

 

5.4.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

高圧代替注水系は，高圧炉心注水系と共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，高圧代替注水系ポ

ンプをタービン駆動とすることで，電動機駆動ポンプ

を用いた高圧炉心注水系に対して多様性を有する設計

とする。また，高圧代替注水系の起動に必要な電動弁

は，常設代替直流電源設備及び所内常設直流電源設備

（3 系統目）からの給電並びに現場において人力によ

り，ポンプの起動に必要な弁を操作できることで，非

常用交流電源設備から給電される高圧炉心注水系及び

非常用直流電源設備から給電される原子炉隔離時冷却

系に対して，多様性を有する設計とする。 

高圧代替注水系ポンプは，原子炉建屋原子炉区域内

の高圧炉心注水系ポンプ及び原子炉隔離時冷却系ポン

プと異なる区画に設置することで，高圧炉心注水系ポ

ンプ及び原子炉隔離時冷却系ポンプと共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計

とする。 

原子炉隔離時冷却系の起動に必要な電動弁は，現場

において人力による手動操作を可能とすることで，非

常用直流電源設備からの給電による遠隔操作に対して

多様性を有する設計とする。 

電源設備の多様性，位置的分散については「10.2 

代替電源設備」に記載する。 

 

   

 

  



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－7 
 

5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備 

 

5.5  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備 

 

   

5.5.2  設計方針 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備

のうち，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧時に炉心

の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備として逃がし安全弁を設ける。 

 

 

変更なし 

   

(1) フロントライン系故障時に用いる設備 

a. 原子炉減圧の自動化 

逃がし安全弁の自動減圧機能が喪失した場合の

重大事故等対処設備として，逃がし安全弁を代替

自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）により作

動させ使用する。 

逃がし安全弁は，代替自動減圧ロジック（代替

自動減圧機能）からの信号により，自動減圧機能

用アキュムレータに蓄圧された窒素ガスをアクチ

ュエータのピストンに供給することで作動し，蒸

気を排気管によりサプレッション・チェンバのプ

ール水面下に導き凝縮させることで，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧できる設計とする。 

なお，原子炉緊急停止失敗時に自動減圧系が作

動すると，高圧炉心注水系及び低圧注水系から大

量の冷水が注水され出力の急激な上昇につながる

ため，自動減圧系の起動阻止スイッチにより自動

減圧系及び代替自動減圧ロジック（代替自動減圧

機能）による自動減圧を阻止する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）

 

変更なし 

   



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－8 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（6.8  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧

するための設備） 

・自動減圧系の起動阻止スイッチ（6.8  原子

炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備） 

その他，設計基準事故対処設備である非常用交

流電源設備を重大事故等対処設備（設計基準拡

張）として使用する。 

 

b. 手動による原子炉減圧 

逃がし安全弁の自動減圧機能が喪失した場合の

重大事故等対処設備として，逃がし安全弁を手動

により作動させて使用する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔手動操

作により，逃がし弁機能用アキュムレータ又は自

動減圧機能用アキュムレータに蓄圧された窒素ガ

スをアクチュエータのピストンに供給することで

作動し，蒸気を排気管によりサプレッション・チ

ェンバのプール水面下に導き凝縮させることで，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧できる設計と

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，主蒸気系配管及びクエン

チャを重大事故等対処設備として使用する。 

  

b. 手動による原子炉減圧 

逃がし安全弁の自動減圧機能が喪失した場合の

重大事故等対処設備として，逃がし安全弁を手動

により作動させて使用する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔手動操

作により，逃がし弁機能用アキュムレータ又は自

動減圧機能用アキュムレータに蓄圧された窒素ガ

スをアクチュエータのピストンに供給することで

作動し，蒸気を排気管によりサプレッション・チ

ェンバのプール水面下に導き凝縮させることで，

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧できる設計と

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，主蒸気系配管及びクエン

チャを重大事故等対処設備として使用する。 

 

   



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－9 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

(2) サポート系故障時に用いる設備 

a. 常設直流電源系統喪失時の減圧 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備のうち，逃がし安全弁の機能回復のための重

大事故等対処設備として，可搬型直流電源設備を

使用する。 

 

 

変更なし 

   

(a) 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能

回復 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するため

の設備のうち，逃がし安全弁の機能回復のため

の重大事故等対処設備として，可搬型直流電源

設備及び AM用切替装置（SRV）を使用する。 

可搬型直流電源設備は，逃がし安全弁の作動

に必要な常設直流電源系統が喪失した場合にお

いても，AM 用切替装置（SRV）を切り替えるこ

とにより，逃がし安全弁（8 個）の作動に必要

な電源を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・AM用切替装置（SRV） 

 

変更なし    

(b) 逃がし安全弁用可搬型蓄電池による逃がし安

全弁機能回復 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するため

の設備のうち，逃がし安全弁の機能回復のため

の重大事故等対処設備として，逃がし安全弁用

可搬型蓄電池を使用する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，逃がし安全

弁の作動に必要な常設直流電源系統が喪失した

場合においても，逃がし安全弁の作動回路に接

続することにより，逃がし安全弁（2 個）を一

変更なし    



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
  

添八 5.原子炉冷却系統施設－10 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

定期間にわたり連続して開状態を保持できる設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・逃がし安全弁用可搬型蓄電池 

 

b. 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の

減圧 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための

設備のうち，逃がし安全弁の機能回復のための重

大事故等対処設備として，高圧窒素ガス供給系を

使用する。 

高圧窒素ガス供給系は，逃がし安全弁の作動に

必要な逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減

圧機能用アキュムレータの充填圧力が喪失した場

合において，逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガ

スを供給できる設計とする。 

なお，高圧窒素ガスボンベの圧力が低下した場

合は，現場で高圧窒素ガスボンベの切替え及び取

替えが可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・高圧窒素ガスボンベ（6.8 原子炉冷却材圧

力バウンダリを減圧するための設備） 

本系統の流路として，高圧窒素ガス供給系の配

管及び弁並びに逃がし弁機能用アキュムレータ及

び自動減圧機能用アキュムレータを重大事故等対

処設備として使用する。 

その他，設計基準事故対処設備である逃がし安

全弁を重大事故等対処設備として使用する。 

 

変更なし    

c. 代替電源設備を用いた逃がし安全弁の復旧 

(a) 代替直流電源設備による復旧 

全交流動力電源又は常設直流電源が喪失した

場合の重大事故等対処設備として，可搬型直流

 

変更なし 

   



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

電源設備を使用する。 

逃がし安全弁は，可搬型直流電源設備により

作動に必要な直流電源が供給されることにより

機能を復旧し，原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

(b) 代替交流電源設備による復旧 

全交流動力電源又は常設直流電源が喪失した

場合の重大事故等対処設備として，常設代替交

流電源設備又は可搬型代替交流電源設備を使用

する。 

逃がし安全弁は，常設代替交流電源設備又は

可搬型代替交流電源設備により所内蓄電式直流

電源設備を受電し，作動に必要な直流電源が供

給されることにより機能を復旧し，原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉

共用）（10.2 代替電源設備） 

 

変更なし 

 

   

(3) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱の防止 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設

備のうち，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダ

リが高圧状態である場合において，高圧溶融物放出

及び格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器

の破損を防止するための重大事故等対処設備とし

て，逃がし安全弁を使用する。 

変更なし    



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

本系統は，「(1)b．手動による原子炉減圧」と同

じである。 

 

(4) インターフェイスシステム LOCA 発生時に用いる

設備 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の重大事

故等対処設備として，逃がし安全弁，原子炉建屋ブ

ローアウトパネル及び高圧炉心注水系注入隔離弁を

使用する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作によ

って作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧

させることで原子炉冷却材の漏えいを抑制できる設

計とする。 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，高圧の原子炉

冷却材が原子炉建屋原子炉区域へ漏えいして蒸気と

なり，原子炉建屋原子炉区域内の圧力が上昇した場

合において，外気との差圧により自動的に開放し，

原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度を低下させ

ることができる設計とする。 

高圧炉心注水系注入隔離弁は，現場で弁を操作す

ることにより原子炉冷却材の漏えい箇所を隔離でき

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・原子炉建屋ブローアウトパネル 

・逃がし安全弁 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，主蒸気系配管及びクエンチ

(4) インターフェイスシステム LOCA 発生時に用いる

設備 

インターフェイスシステム LOCA 発生時の重大事

故等対処設備として，逃がし安全弁，原子炉建屋ブ

ローアウトパネル及び高圧炉心注水系注入隔離弁を

使用する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作によ

って作動させ，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧

させることで原子炉冷却材の漏えいを抑制できる設

計とする。 

原子炉建屋ブローアウトパネルは，高圧の原子炉

冷却材が原子炉建屋原子炉区域へ漏えいして蒸気と

なり，原子炉建屋原子炉区域内の圧力が上昇した場

合において，外気との差圧により自動的に開放し，

原子炉建屋原子炉区域内の圧力及び温度を低下させ

ることができる設計とする。 

高圧炉心注水系注入隔離弁は，現場で弁を操作す

ることにより原子炉冷却材の漏えい箇所を隔離でき

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・原子炉建屋ブローアウトパネル 

・逃がし安全弁 

・逃がし弁機能用アキュムレータ 

・自動減圧機能用アキュムレータ 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 代

替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，主蒸気系配管及びクエンチ

   



変更前後比較表（添付書類八 5.原子炉冷却系統施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

ャを重大事故等対処設備として使用する。 

なお，設計基準事故対処設備である高圧炉心注水

系注入隔離弁を重大事故等対処設備（設計基準拡

張）として使用する。 

 

ャを重大事故等対処設備として使用する。 

なお，設計基準事故対処設備である高圧炉心注水

系注入隔離弁を重大事故等対処設備（設計基準拡

張）として使用する。 

 

高圧炉心注水系注入隔離弁については，「5.3 

非常用炉心冷却系」に記載する。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能），自

動減圧系の起動阻止スイッチ及び高圧窒素ガスボン

ベについては，「6.8 原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するための設備」に記載する。 

非常用交流電源設備については，「10.1 非常用

電源設備」に記載する。 

所内蓄電式直流電源設備，可搬型直流電源設備，

常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備

については，「10.2 代替電源設備」に記載する。 

 

高圧炉心注水系注入隔離弁については，「5.3 

非常用炉心冷却系」に記載する。 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能），自

動減圧系の起動阻止スイッチ及び高圧窒素ガスボン

ベについては，「6.8 原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧するための設備」に記載する。 

非常用交流電源設備については，「10.1 非常用

電源設備」に記載する。 

所内蓄電式直流電源設備，所内常設直流電源設備

（3 系統目），可搬型直流電源設備，常設代替交流

電源設備及び可搬型代替交流電源設備については，

「10.2 代替電源設備」に記載する。 

 

   

5.5.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び

自動減圧機能用アキュムレータは，設計基準事故対処

設備と重大事故等対処設備としての安全機能を兼ねる

設備であるが，想定される重大事故等時に必要となる

個数に対して十分に余裕をもった個数を分散して設置

する設計とする。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作又は代

替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）からの信号

により作動することで，自動減圧機能による作動に対

して多様性を有する設計とする。また，逃がし安全弁

は，所内蓄電式直流電源設備及び可搬型直流電源設備

からの給電により作動することで，非常用直流電源設

5.5.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

逃がし安全弁，逃がし弁機能用アキュムレータ及び

自動減圧機能用アキュムレータは，設計基準事故対処

設備と重大事故等対処設備としての安全機能を兼ねる

設備であるが，想定される重大事故等時に必要となる

個数に対して十分に余裕をもった個数を分散して設置

する設計とする。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの手動操作又は代

替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）からの信号

により作動することで，自動減圧機能による作動に対

して多様性を有する設計とする。また，逃がし安全弁

は，所内蓄電式直流電源設備，所内常設直流電源設備

（3 系統目）及び可搬型直流電源設備からの給電によ
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添八 5.原子炉冷却系統施設－14 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

備からの給電による作動に対して多様性を有する設計

とする。代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能）

の多様性，位置的分散については「6.8 原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧させるための設備」に記載

し，所内蓄電式直流電源設備及び可搬型直流電源設備

の多様性，位置的分散については「10.2 代替電源設

備」に記載する。 

 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，蓄電池（非常用）及び

AM 用直流 125V 蓄電池に対して異なる種類の蓄電池を

用いることで多様性を有する設計とする。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，原子炉建屋内の原

子炉区域外及びコントロール建屋と異なる区画の原子

炉建屋内の原子炉区域外に分散して保管することで，

コントロール建屋の蓄電池（非常用）及び原子炉建屋

内の原子炉区域外の AM 用直流 125V 蓄電池と共通要因

によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図

る設計とする。 

 

り作動することで，非常用直流電源設備からの給電に

よる作動に対して多様性を有する設計とする。代替自

動減圧ロジック（代替自動減圧機能）の多様性，位置

的分散については「6.8 原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧させるための設備」に記載し，所内蓄電式直

流電源設備，所内常設直流電源設備（3 系統目）及び

可搬型直流電源設備の多様性，位置的分散については

「10.2 代替電源設備」に記載する。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，蓄電池（非常用）及び

AM 用直流 125V 蓄電池に対して異なる種類の蓄電池を

用いることで多様性を有する設計とする。 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池は，原子炉建屋内の原

子炉区域外及びコントロール建屋と異なる区画の原子

炉建屋内の原子炉区域外に分散して保管することで，

コントロール建屋の蓄電池（非常用）及び原子炉建屋

内の原子炉区域外の AM 用直流 125V 蓄電池と共通要因

によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図

る設計とする。 
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5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

 

5.10 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

 

   

5.10.2 設計方針 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備のう

ち，設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合においても炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため

の設備として，格納容器圧力逃がし装置，耐圧強化ベ

ント系及び代替原子炉補機冷却系を設ける。 

 

 

変更なし 

   

(1) フロントライン系故障時に用いる設備 

a. 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器

内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の故障等により最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合に，炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めの重大事故等対処設備として，格納容器圧力逃

がし装置を使用する。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，よ

う素フィルタ，ラプチャーディスク，配管・弁

類，計測制御装置等で構成し，原子炉格納容器内

雰囲気ガスを不活性ガス系等を経由して，フィル

タ装置及びよう素フィルタへ導き，放射性物質を

低減させた後に原子炉建屋屋上に設ける放出口か

ら放出することで，排気中に含まれる放射性物質

の環境への放出量を抑制しつつ，原子炉格納容器

内に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大

気へ輸送できる設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置を使用した場合に放出

される放射性物質の放出量に対して，あらかじめ

敷地境界での線量評価を行うこととする。 

本系統の詳細については，「9.3 原子炉格納

 

変更なし 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

容器の過圧破損を防止するための設備」に記載す

る。 

 

b. 耐圧強化ベント系による原子炉格納容器内の減

圧及び除熱 

残留熱除去系の故障等により最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合に，炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めの重大事故等対処設備として，耐圧強化ベント

系を使用する。 

耐圧強化ベント系は，配管・弁類，計測制御装

置等で構成し，格納容器内雰囲気ガスを不活性ガ

ス系等を経由して，主排気筒（内筒）を通して原

子炉建屋外に放出することで，原子炉格納容器内

に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気

へ輸送できる設計とする。 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備と

して使用する場合の耐圧強化ベント系は，炉心損

傷前に使用するため，排気中に含まれる放射性物

質及び可燃性ガスは微量である。 

耐圧強化ベント系を使用する際に流路となる不

活性ガス系等の配管は，他の発電用原子炉とは共

用しない設計とし，弁により他の系統・機器と隔

離することにより，悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

耐圧強化ベント系は，想定される重大事故等時

において，原子炉格納容器が負圧とならない設計

とする。仮に，原子炉格納容器内にスプレイをす

る場合においても，原子炉格納容器内圧力が規定

の圧力まで減圧した場合には，原子炉格納容器内

へのスプレイを停止する運用とする。 

耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設置され

る隔離弁は，遠隔手動弁操作設備によって人力に

よる操作が可能な設計とする。 

b. 耐圧強化ベント系による原子炉格納容器内の減

圧及び除熱 

残留熱除去系の故障等により最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合に，炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するた

めの重大事故等対処設備として，耐圧強化ベント

系を使用する。 

耐圧強化ベント系は，配管・弁類，計測制御装

置等で構成し，格納容器内雰囲気ガスを不活性ガ

ス系等を経由して，主排気筒（内筒）を通して原

子炉建屋外に放出することで，原子炉格納容器内

に蓄積した熱を最終的な熱の逃がし場である大気

へ輸送できる設計とする。 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備と

して使用する場合の耐圧強化ベント系は，炉心損

傷前に使用するため，排気中に含まれる放射性物

質及び可燃性ガスは微量である。 

耐圧強化ベント系を使用する際に流路となる不

活性ガス系等の配管は，他の発電用原子炉とは共

用しない設計とし，弁により他の系統・機器と隔

離することにより，悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

耐圧強化ベント系は，想定される重大事故等時

において，原子炉格納容器が負圧とならない設計

とする。仮に，原子炉格納容器内にスプレイをす

る場合においても，原子炉格納容器内圧力が規定

の圧力まで減圧した場合には，原子炉格納容器内

へのスプレイを停止する運用とする。 

耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設置され

る隔離弁は，遠隔手動弁操作設備によって人力に

よる操作が可能な設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

遠隔手動弁操作設備の操作場所は，原子炉建屋

内の原子炉区域外とし，必要に応じて遮蔽材を配

置することで，放射線防護を考慮した設計とす

る。また，排出経路に設置される隔離弁のうち空

気作動弁については遠隔空気駆動弁操作用ボンベ

から遠隔空気駆動弁操作設備の配管を経由し，高

圧窒素ガスを供給することによる操作も可能な設

計とする。また，排出経路に設置される隔離弁の

うち電動弁については常設代替交流電源設備又は

可搬型代替交流電源設備からの給電による操作も

可能な設計とする。これらにより，隔離弁の操作

における駆動源の多様性を有する設計とする。 

本系統はサプレッション・チェンバ及びドライ

ウェルと接続し，いずれからも排気できる設計と

する。サプレッション・チェンバ側からの排気で

はサプレッション・チェンバの水面からの高さを

確保し，ドライウェル側からの排気では，ダイヤ

フラムフロア面からの高さを確保するとともに有

効燃料棒頂部よりも高い位置に接続箇所を設ける

ことで長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受

けない設計とする。 

耐圧強化ベント系を使用した場合に放出される

放射性物質の放出量に対して，あらかじめ敷地境

界での線量評価を行うこととする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

遠隔手動弁操作設備の操作場所は，原子炉建屋

内の原子炉区域外とし，必要に応じて遮蔽材を配

置することで，放射線防護を考慮した設計とす

る。また，排出経路に設置される隔離弁のうち空

気作動弁については遠隔空気駆動弁操作用ボンベ

から遠隔空気駆動弁操作設備の配管を経由し，高

圧窒素ガスを供給することによる操作も可能な設

計とする。また，排出経路に設置される隔離弁の

うち電動弁については常設代替交流電源設備又は

可搬型代替交流電源設備からの給電による操作も

可能な設計とする。これらにより，隔離弁の操作

における駆動源の多様性を有する設計とする。 

本系統はサプレッション・チェンバ及びドライ

ウェルと接続し，いずれからも排気できる設計と

する。サプレッション・チェンバ側からの排気で

はサプレッション・チェンバの水面からの高さを

確保し，ドライウェル側からの排気では，ダイヤ

フラムフロア面からの高さを確保するとともに有

効燃料棒頂部よりも高い位置に接続箇所を設ける

ことで長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受

けない設計とする。 

耐圧強化ベント系を使用した場合に放出される

放射性物質の放出量に対して，あらかじめ敷地境

界での線量評価を行うこととする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 代

替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化

ベント系及び非常用ガス処理系の配管及び弁並び

に主排気筒（内筒）を重大事故等対処設備として

使用する。 

また，耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設

置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧窒素ガ

スを供給するための流路として，遠隔空気駆動弁

操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設備とし

て使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化

ベント系及び非常用ガス処理系の配管及び弁並び

に主排気筒（内筒）を重大事故等対処設備として

使用する。 

また，耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設

置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧窒素ガ

スを供給するための流路として，遠隔空気駆動弁

操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設備とし

て使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

 

(2) サポート系故障時に用いる設備 

a. 代替原子炉補機冷却系による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱 

原子炉補機冷却系の故障又は全交流動力電源の

喪失により，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機

能が喪失した場合の重大事故等対処設備として，

代替原子炉補機冷却系を使用する。 

代替原子炉補機冷却系は，代替原子炉補機冷却

水ポンプ及び熱交換器を搭載した熱交換器ユニッ

ト，大容量送水車（熱交換器ユニット用），配

管・ホース・弁類，計測制御装置等で構成し，サ

プレッション・チェンバへの熱の蓄積により原子

炉冷却機能が確保できる一定の期間内に，熱交換

器ユニットを原子炉補機冷却系に接続し，大容量

送水車（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユ

ニットに海水を送水することで，残留熱除去系等

の機器で発生した熱を最終的な熱の逃がし場であ

る海へ輸送できる設計とする。 

熱交換器ユニットは，可搬型代替交流電源設備

からの給電が可能な設計とする。また，大容量送

 

変更なし 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

水車（熱交換器ユニット用）は，ディーゼルエン

ジンにより駆動できる設計とする。燃料は燃料補

給設備である軽油タンク及びタンクローリ(4kL)

により補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・熱交換器ユニット（6号及び 7号炉共用） 

・大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6 号

及び 7号炉共用） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）（10.2 

代替電源設備） 

本系統の流路として，原子炉補機冷却系の配

管，弁及びサージタンク並びに残留熱除去系の熱

交換器，ホースを重大事故等対処設備として使用

する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用取

水設備の海水貯留堰，スクリーン室及び取水路を

重大事故等対処設備として使用する。 

 

原子炉格納容器については，「9.1 原子炉格納

施設」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，代替所内電気設備，常設代替直流電源設備，可

搬型直流電源設備及び燃料補給設備については

「10.2 代替電源設備」に記載する。 

 

非常用取水設備については，「10.8 非常用取水

設備」に記載する。 

 

原子炉格納容器については，「9.1 原子炉格納

施設」に記載する。 

常設代替交流電源設備，所内常設直流電源設備

（3 系統目），可搬型代替交流電源設備，代替所内

電気設備，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源

設備及び燃料補給設備については「10.2 代替電源

設備」に記載する。 

非常用取水設備については，「10.8 非常用取水

設備」に記載する。 

 

   

 



変更前後比較表（添付書類八 6.計測制御系統施設） 
  

添八 6.計測制御系統施設－1 
 

6. 計測制御系統施設 

6.4 計装設備（重大事故等対処設備） 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

6. 計測制御系統施設 

6.4 計装設備（重大事故等対処設備） 

 

6. 計測制御系統施設 

6.4 計装設備（重大事故等対処設備） 

 

6. 計測制御系統施設 

6.4 計装設備（重大事故等対処設備） 

 

6. 計測制御系統施設 

6.4 計装設備（重大事故等対処設備） 

 

 

6.4.2  設計方針 

(2) 計器電源喪失時に使用する設備 

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪

失等により計器電源が喪失した場合において，計測

設備への代替電源設備として常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，所内蓄電式直流電源

設備又は可搬型直流電源設備を使用する。 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，所内蓄電式直流電源設備及び可搬型直流電源設

備については，「10.2 代替電源設備」に記載す

る。 

また，代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電

源が喪失した場合，特に重要なパラメータとして，

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測する設備については，温度，圧力，水位及び流

量に係るものについて，乾電池等を電源とした可搬

型計測器により計測できる設計とする。 

6.4.2  設計方針 

(2) 計器電源喪失時に使用する設備 

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪

失等により計器電源が喪失した場合において，計測

設備への代替電源設備として常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，所内蓄電式直流電源

設備，所内常設直流電源設備（3 系統目）又は可搬

型直流電源設備を使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・所内蓄電式直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 代

替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，所内蓄電式直流電源設備，所内常設直流電源設

備（3 系統目）及び可搬型直流電源設備について

は，「10.2 代替電源設備」に記載する。 

また，代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電

源が喪失した場合，特に重要なパラメータとして，

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測する設備については，温度，圧力，水位及び流

量に係るものについて，乾電池等を電源とした可搬

型計測器により計測できる設計とする。 

6.4.2 設計方針 

（2）計器電源喪失時に使用する設備 

直流電源が喪失し計測に必要な計器電源が喪失し

た場合、特に重要なパラメータとして、重要監視パ

ラメータ及び重要代替監視パラメータを計測する計

器については、温度、圧力、水位及び流量に係るも

のについて、乾電池を電源とした可搬型計測器（原

子炉圧力容器及び原子炉格納容器内の温度、圧力、

水位及び流量（注水量）計測用）及び可搬型計測器

（原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内の圧力、水

位及び流量（注水量）計測用）（以下「可搬型計測

器」という。）により計測できる設計とする。計測

できるパラメータ最大値等を第 6．4．3表に示す。 

可搬型計測器による計測においては、計測対象の

選定を行う際の考え方として、同一パラメータにチ

ャンネルが複数ある場合は、いずれか 1 つの適切な

チャンネルを選定し計測又は監視するものとする。

同一の物理量について、複数のパラメータがある場

合は、いずれか 1 つの適切なパラメータを選定し計

測又は監視するものとする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・可搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納

容器内の温度、圧力、水位及び流量（注水量）

計測用）（3号及び 4号炉共用） 

・可搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納

容器内の圧力、水位及び流量（注水量）計測

用）（3号及び 4号炉共用） 

全交流動力電源が喪失した場合、又は直流電源の

喪失が想定される場合において、計測設備への代替

6.4.2 設計方針 

(2) 計器電源喪失時に使用する設備 

非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪

失等により計器電源が喪失した場合において，計測

設備への代替電源設備として常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，所内常設直流電源設

備，常設代替直流電源設備，所内常設直流電源設備

（３系統目）又は可搬型代替直流電源設備を使用す

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・常設代替交流電源設備（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設備） 

・所内常設直流電源設備（３系統目）（10.2 代

替電源設備） 

・可搬型代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・燃料給油設備（10.2 代替電源設備） 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設

備，所内常設直流電源設備，常設代替直流電源設

備，所内常設直流電源設備（３系統目），可搬型代

替直流電源設備，代替所内電気設備及び燃料給油設

備については，「10.2 代替電源設備」に記載す

る。 

また，代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電

源が喪失した場合，特に重要なパラメータとして，

 



変更前後比較表（添付書類八 6.計測制御系統施設） 
  

添八 6.計測制御系統施設－2 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

なお，可搬型計測器による計測においては，計測

対象の選定を行う際の考え方として，同一パラメー

タにチャンネルが複数ある場合は，いずれか 1 つの

適切なチャンネルを選定し計測又は監視するものと

する。同一の物理量について，複数のパラメータが

ある場合は，いずれか 1 つの適切なパラメータを選

定し計測又は監視するものとする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型計測器 

 

なお，可搬型計測器による計測においては，計測

対象の選定を行う際の考え方として，同一パラメー

タにチャンネルが複数ある場合は，いずれか 1 つの

適切なチャンネルを選定し計測又は監視するものと

する。同一の物理量について，複数のパラメータが

ある場合は，いずれか 1 つの適切なパラメータを選

定し計測又は監視するものとする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型計測器 

 

電源設備として大容量空冷式発電機、蓄電池（重大

事故等対処用）、蓄電池（3 系統目）、直流電源用

発電機及び可搬型直流変換器を使用する。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・大容量空冷式発電機（10．2 代替電源設備） 

・蓄電池（重大事故等対処用）（10．2 代替電

源設備） 

・蓄電池（3系統目）（10．2 代替電源設備） 

・直流電源用発電機（3 号及び 4 号炉共用）

（10．2 代替電源設備） 

・可搬型直流変換器（3 号及び 4 号炉共用）

（10．2 代替電源設備） 

大容量空冷式発電機、蓄電池（重大事故等対処

用）、蓄電池（3 系統目）、直流電源用発電機及び

可搬型直流変換器については、「10．2 代替電源

設備」にて記載する。 

 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを

計測する設備については，温度，圧力，水位及び流

量に係るものについて，乾電池を電源とした可搬型

計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内の温

度，圧力，水位及び流量（注水量）計測用）及び可

搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内

の圧力，水位及び流量（注水量）計測用）（以下

「可搬型計測器」という。）により計測できる設計

とする。 

なお，可搬型計測器による計測においては，計測

対象の選定を行う際の考え方として，同一パラメー

タにチャンネルが複数ある場合は，いずれか 1 つ

の適切なチャンネルを選定し計測又は監視するもの

とする。同一の物理量について，複数のパラメータ

がある場合は，いずれか 1 つの適切なパラメータ

を選定し計測又は監視するものとする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納

容器内の温度，圧力，水位及び流量（注水量）

計測用） 

・可搬型計測器（原子炉圧力容器及び原子炉格納

容器内の圧力，水位及び流量（注水量）計測

用） 

 

 

 



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
  

添八 9.原子炉格納施設－1 
 

9. 原子炉格納施設 

9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

 

9.3  原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 

 

   

9.3.2  設計方針 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備の

うち，原子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子

炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるための設備

として，代替循環冷却系を設ける。また，原子炉格納

容器内の圧力を大気中に逃がすための設備として，格

納容器圧力逃がし装置を設ける。 

 

 

変更なし 

   

(1) 代替循環冷却系による原子炉格納容器内の減圧及

び除熱 

炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容

器の過圧破損を防止するための重大事故等対処設備

として，代替循環冷却系を使用する。 

代替循環冷却系は，復水移送ポンプ，残留熱除去

系熱交換器，配管・弁類，計測制御装置等で構成

し，復水移送ポンプによりサプレッション・チェン

バのプール水を残留熱除去系熱交換器にて冷却し，

残留熱除去系等を経由して原子炉圧力容器又は原子

炉格納容器下部へ注水するとともに，原子炉格納容

器内へスプレイすることで，原子炉格納容器バウン

ダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び温

度を低下できる設計とする。原子炉圧力容器に注水

された水は，原子炉圧力容器又は原子炉格納容器内

配管の破断口等から流出し，原子炉格納容器内へス

プレイされた水とともに，格納容器ベント管に設け

られている連通孔を経て，サプレッション・チェン

バに戻ることで循環する。 

代替循環冷却系は，代替所内電気設備を経由した

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備

変更なし    



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

からの給電が可能な設計とする。 

残留熱除去系熱交換器は，代替循環冷却系で使用

する代替原子炉補機冷却系の熱交換器ユニット及び

大容量送水車（熱交換器ユニット用）により冷却で

きる設計とする。 

代替原子炉補機冷却系は，代替原子炉補機冷却水

ポンプ及び熱交換器を搭載した熱交換器ユニット及

び大容量送水車（熱交換器ユニット用），配管・ホ

ース・弁類，計測制御装置等で構成し，熱交換器ユ

ニットを原子炉補機冷却系に接続し，大容量送水車

（熱交換器ユニット用）により熱交換器ユニットに

海水を送水することで，残留熱除去系熱交換器で発

生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送で

きる設計とする。 

大容量送水車（熱交換器ユニット用）の燃料は，

燃料補給設備である軽油タンク及びタンクローリ

（4kL）により補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・復水移送ポンプ 

・残留熱除去系熱交換器 

・熱交換器ユニット（6号及び 7号炉共用） 

・大容量送水車（熱交換器ユニット用）（6 号及

び 7号炉共用） 

・サプレッション・チェンバ（5.7 重大事故等

の収束に必要となる水の供給設備） 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・燃料補給設備（6 号及び 7 号炉共用）（10.2 

代替電源設備） 

代替循環冷却系の流路として，高圧炉心注水系，

復水補給水系の配管及び弁，給水系の配管，弁及び



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
  

添八 9.原子炉格納施設－3 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

スパージャ，残留熱除去系の配管，弁，ストレーナ

及びポンプ並びに格納容器スプレイ・ヘッダを重大

事故等対処設備として使用する。 

代替原子炉補機冷却系の流路として，原子炉補機

冷却系の配管，弁及びサージタンク並びにホースを

重大事故等対処設備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉圧力容器

及び原子炉格納容器を重大事故等対処設備として使

用する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用取水

設備の海水貯留堰，スクリーン室及び取水路を重大

事故等対処設備として使用する。 

 

(2) 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子

炉格納容器の過圧破損を防止するための重大事故等

対処設備として，格納容器圧力逃がし装置を使用す

る。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，よう

素フィルタ，ラプチャーディスク，配管・弁類，計

測制御装置等で構成し，原子炉格納容器内雰囲気ガ

スを不活性ガス系等を経由して，フィルタ装置及び

よう素フィルタへ導き，放射性物質を低減させた後

に原子炉建屋屋上に設ける放出口から排出すること

で，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量

を低減しつつ，原子炉格納容器内の圧力及び温度を

低下できる設計とする。 

フィルタ装置は，排気中に含まれる粒子状放射性

物質及びガス状の無機よう素を除去し，よう素フィ

ルタは，排気中に含まれる有機よう素を除去できる

設計とする。 

本系統はサプレッション・チェンバ及びドライウ

ェルと接続し，いずれからも排気できる設計とす

(2) 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子

炉格納容器の過圧破損を防止するための重大事故等

対処設備として，格納容器圧力逃がし装置を使用す

る。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，よう

素フィルタ，ラプチャーディスク，配管・弁類，計

測制御装置等で構成し，原子炉格納容器内雰囲気ガ

スを不活性ガス系等を経由して，フィルタ装置及び

よう素フィルタへ導き，放射性物質を低減させた後

に原子炉建屋屋上に設ける放出口から排出すること

で，排気中に含まれる放射性物質の環境への放出量

を低減しつつ，原子炉格納容器内の圧力及び温度を

低下できる設計とする。 

フィルタ装置は，排気中に含まれる粒子状放射性

物質及びガス状の無機よう素を除去し，よう素フィ

ルタは，排気中に含まれる有機よう素を除去できる

設計とする。 

本系統はサプレッション・チェンバ及びドライウ

ェルと接続し，いずれからも排気できる設計とす

   



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

る。サプレッション・チェンバ側からの排気ではサ

プレッション・チェンバの水面からの高さを確保

し，ドライウェル側からの排気では，ダイヤフラ

ム・フロア面からの高さを確保するとともに有効燃

料棒頂部よりも高い位置に接続箇所を設けることで

長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない設

計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる可

燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を不活性ガ

ス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，使用後

においても不活性ガスで置換できる設計とするとと

もに，系統内に可燃性ガスが蓄積する可能性のある

箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを連続

して排出できる設計とすることで，系統内で水素濃

度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止でき

る設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，他の発電用原子炉と

は共用しない設計とする。また，格納容器圧力逃が

し装置と他の系統・機器を隔離する弁は直列で 2 弁

設置し，格納容器圧力逃がし装置と他の系統・機器

を確実に隔離することで，悪影響を及ぼさない設計

とする。 

格納容器圧力逃がし装置の使用後に再度，代替格

納容器スプレイ冷却系等により原子炉格納容器内に

スプレイする場合は，原子炉格納容器が負圧となら

ないよう，原子炉格納容器が規定の圧力に達した場

合には，スプレイを停止する運用とする。 

格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経路に設置

される隔離弁は，遠隔手動弁操作設備によって人力

による操作が可能な設計とする。 

遠隔手動弁操作設備の操作場所は，原子炉建屋内

の原子炉区域外とし，必要に応じて遮蔽材を配置す

ることで，放射線防護を考慮した設計とする。ま

た，排出経路に設置される隔離弁のうち空気作動弁

る。サプレッション・チェンバ側からの排気ではサ

プレッション・チェンバの水面からの高さを確保

し，ドライウェル側からの排気では，ダイヤフラ

ム・フロア面からの高さを確保するとともに有効燃

料棒頂部よりも高い位置に接続箇所を設けることで

長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない設

計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる可

燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を不活性ガ

ス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，使用後

においても不活性ガスで置換できる設計とするとと

もに，系統内に可燃性ガスが蓄積する可能性のある

箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを連続

して排出できる設計とすることで，系統内で水素濃

度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止でき

る設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，他の発電用原子炉と

は共用しない設計とする。また，格納容器圧力逃が

し装置と他の系統・機器を隔離する弁は直列で 2 弁

設置し，格納容器圧力逃がし装置と他の系統・機器

を確実に隔離することで，悪影響を及ぼさない設計

とする。 

格納容器圧力逃がし装置の使用後に再度，代替格

納容器スプレイ冷却系等により原子炉格納容器内に

スプレイする場合は，原子炉格納容器が負圧となら

ないよう，原子炉格納容器が規定の圧力に達した場

合には，スプレイを停止する運用とする。 

格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経路に設置

される隔離弁は，遠隔手動弁操作設備によって人力

による操作が可能な設計とする。 

遠隔手動弁操作設備の操作場所は，原子炉建屋内

の原子炉区域外とし，必要に応じて遮蔽材を配置す

ることで，放射線防護を考慮した設計とする。ま

た，排出経路に設置される隔離弁のうち空気作動弁



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

については，原子炉建屋内の原子炉区域外への遠隔

空気駆動弁操作用ボンベの設置に加え必要に応じて

遮蔽材を設置し，離れた場所から遠隔空気駆動弁操

作設備の配管を経由して高圧窒素ガスを供給するこ

とにより，容易かつ確実に操作が可能な設計とす

る。また，排出経路に設置される隔離弁のうち電動

弁については，常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電により，中央制御室から

操作が可能な設計とする。 

系統内に設けるラプチャーディスクは，格納容器

圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう，原子

炉格納容器からの排気圧力と比較して十分に低い圧

力で破裂する設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置等の周囲

には遮蔽体を設け，格納容器圧力逃がし装置の使用

時に本系統内に蓄積される放射性物質から放出され

る放射線から作業員を防護する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・フィルタ装置 

・よう素フィルタ 

・ラプチャーディスク 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化ベ

ント系及び格納容器圧力逃がし装置の配管及び弁を

重大事故等対処設備として使用する。 

については，原子炉建屋内の原子炉区域外への遠隔

空気駆動弁操作用ボンベの設置に加え必要に応じて

遮蔽材を設置し，離れた場所から遠隔空気駆動弁操

作設備の配管を経由して高圧窒素ガスを供給するこ

とにより，容易かつ確実に操作が可能な設計とす

る。また，排出経路に設置される隔離弁のうち電動

弁については，常設代替交流電源設備又は可搬型代

替交流電源設備からの給電により，中央制御室から

操作が可能な設計とする。 

系統内に設けるラプチャーディスクは，格納容器

圧力逃がし装置の使用の妨げにならないよう，原子

炉格納容器からの排気圧力と比較して十分に低い圧

力で破裂する設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置等の周囲

には遮蔽体を設け，格納容器圧力逃がし装置の使用

時に本系統内に蓄積される放射性物質から放出され

る放射線から作業員を防護する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・フィルタ装置 

・よう素フィルタ 

・ラプチャーディスク 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 代

替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化ベ

ント系及び格納容器圧力逃がし装置の配管及び弁を

重大事故等対処設備として使用する。 



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

また，格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経路

に設置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧窒素

ガスを供給するための流路として，遠隔空気駆動弁

操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設備として

使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器

を重大事故等対処設備として使用する。 

 

また，格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経路

に設置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧窒素

ガスを供給するための流路として，遠隔空気駆動弁

操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設備として

使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容器

を重大事故等対処設備として使用する。 

 

原子炉圧力容器については，「5.1 原子炉圧力容

器及び一次冷却材設備」に記載する。 

サプレッション・チェンバについては，「5.7 重

大事故等の収束に必要となる水の供給設備」に記載す

る。 

原子炉格納容器については，「9.1 原子炉格納施

設」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，代替所

内電気設備及び燃料補給設備については，「10.2 代

替電源設備」に記載する。 

 

非常用取水設備については，「10.8 非常用取水設

備」に記載する。 

 

原子炉圧力容器については，「5.1 原子炉圧力容

器及び一次冷却材設備」に記載する。 

サプレッション・チェンバについては，「5.7 重

大事故等の収束に必要となる水の供給設備」に記載す

る。 

原子炉格納容器については，「9.1 原子炉格納施

設」に記載する。 

常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，

常設代替直流電源設備，所内常設直流電源設備（3 系

統目），可搬型直流電源設備，代替所内電気設備及び

燃料補給設備については，「10.2 代替電源設備」に

記載する。 

非常用取水設備については，「10.8 非常用取水設

備」に記載する。 
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9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する

ための設備 

 

9.5  水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する

ための設備 

 

   

9.5.2  設計方針 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備のうち，炉心の著しい損傷が発生した場合に

おいて原子炉格納容器内における水素爆発による破損

を防止できるよう，原子炉格納容器内に滞留する水素

ガス及び酸素ガスを大気へ排出するための設備とし

て，格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系を

設ける。 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備のうち，炉心の著しい損傷が発生した場合に

おいて，原子炉格納容器内の水素濃度を監視する設備

として，水素濃度監視設備を設ける。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において原

子炉格納容器内における水素爆発による破損を防止で

きるよう，発電用原子炉の運転中は，原子炉格納容器

内を不活性ガス系により常時不活性化する設計とす

る。 

 

 

変更なし 

   

(1) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容

器水素爆発防止 

a. 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器

内の水素ガス及び酸素ガスの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素

ガスを大気へ排出するための重大事故等対処設備

として，格納容器圧力逃がし装置を使用する。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，よ

う素フィルタ，ラプチャーディスク，配管・弁

類，計測制御装置等で構成し，炉心の著しい損傷

が発生した場合において，原子炉格納容器内雰囲

(1) 炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉格納容

器水素爆発防止 

a. 格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器

内の水素ガス及び酸素ガスの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素

ガスを大気へ排出するための重大事故等対処設備

として，格納容器圧力逃がし装置を使用する。 

格納容器圧力逃がし装置は，フィルタ装置，よ

う素フィルタ，ラプチャーディスク，配管・弁

類，計測制御装置等で構成し，炉心の著しい損傷

が発生した場合において，原子炉格納容器内雰囲

   



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

気ガスを不活性ガス系等を経由して，フィルタ装

置及びよう素フィルタへ導き，放射性物質を低減

させた後に原子炉建屋屋上に設ける放出口から排

出することで，排気中に含まれる放射性物質の環

境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応

及び水の放射線分解等により発生する原子炉格納

容器内の水素ガス及び酸素ガスを大気に排出でき

る設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる

可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を不活

性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，

使用後においても不活性ガスで置換できる設計と

し，排出経路に可燃性ガスが蓄積する可能性のあ

る箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを

連続して排出できる設計とすることで，系統内で

水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを

防止できる設計とする。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視でき

るよう，水素ガスが蓄積する可能性のある排出経

路の配管頂部にフィルタ装置水素濃度を設ける。

また，放射線量率を測定し，放射性物質濃度を推

定できるよう，フィルタ装置出口配管にフィルタ

装置出口放射線モニタを設ける。フィルタ装置水

素濃度は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流電源設備から給電が可能な設計とする。ま

た，フィルタ装置出口放射線モニタは，常設代替

直流電源設備又は可搬型直流電源設備から給電が

可能な設計とする。 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・フィルタ装置 

・よう素フィルタ 

・ラプチャーディスク 

・フィルタ装置水素濃度 

気ガスを不活性ガス系等を経由して，フィルタ装

置及びよう素フィルタへ導き，放射性物質を低減

させた後に原子炉建屋屋上に設ける放出口から排

出することで，排気中に含まれる放射性物質の環

境への排出を低減しつつ，ジルコニウム－水反応

及び水の放射線分解等により発生する原子炉格納

容器内の水素ガス及び酸素ガスを大気に排出でき

る設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置は，排気中に含まれる

可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を不活

性ガス（窒素ガス）で置換した状態で待機させ，

使用後においても不活性ガスで置換できる設計と

し，排出経路に可燃性ガスが蓄積する可能性のあ

る箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを

連続して排出できる設計とすることで，系統内で

水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを

防止できる設計とする。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視でき

るよう，水素ガスが蓄積する可能性のある排出経

路の配管頂部にフィルタ装置水素濃度を設ける。

また，放射線量率を測定し，放射性物質濃度を推

定できるよう，フィルタ装置出口配管にフィルタ

装置出口放射線モニタを設ける。フィルタ装置水

素濃度は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流電源設備から給電が可能な設計とする。ま

た，フィルタ装置出口放射線モニタは，常設代替

直流電源設備，所内常設直流電源設備（3 系統

目）又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・フィルタ装置 

・よう素フィルタ 

・ラプチャーディスク 

・フィルタ装置水素濃度 



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

・フィルタ装置出口放射線モニタ 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化

ベント系及び格納容器圧力逃がし装置の配管及び

弁を重大事故等対処設備として使用する。 

また，格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経

路に設置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧

窒素ガスを供給するための流路として，遠隔空気

駆動弁操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設

備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

本系統のうちフィルタ装置水素濃度及びフィル

タ装置出口放射線モニタの詳細については，

「6.4 計装設備（重大事故等対処設備）」に記

載し，その他系統の詳細については，「9.3 原

子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備」

に記載する。 

 

・フィルタ装置出口放射線モニタ 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化

ベント系及び格納容器圧力逃がし装置の配管及び

弁を重大事故等対処設備として使用する。 

また，格納容器圧力逃がし装置使用時の排出経

路に設置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧

窒素ガスを供給するための流路として，遠隔空気

駆動弁操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設

備として使用する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

本系統のうちフィルタ装置水素濃度及びフィル

タ装置出口放射線モニタの詳細については，

「6.4 計装設備（重大事故等対処設備）」に記

載し，その他系統の詳細については，「9.3 原

子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備」

に記載する。 

 

b. 耐圧強化ベント系による原子炉格納容器内の水

素ガス及び酸素ガスの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素

ガスを大気へ排出するための重大事故等対処設備

として，耐圧強化ベント系を使用する。 

b. 耐圧強化ベント系による原子炉格納容器内の水

素ガス及び酸素ガスの排出 

原子炉格納容器内に滞留する水素ガス及び酸素

ガスを大気へ排出するための重大事故等対処設備

として，耐圧強化ベント系を使用する。 

   



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止す

るために用いる耐圧強化ベント系は，サプレッシ

ョン・チェンバ，可搬型窒素供給装置，配管・ホ

ース・弁類，計測制御装置等で構成し，炉心の著

しい損傷が発生した場合であって，代替循環冷却

系を長期使用した際に，ジルコニウム－水反応及

び水の放射線分解等により原子炉格納容器内に発

生する水素ガス及び酸素ガスを不活性ガス系等を

経由して，主排気筒（内筒）を通して大気に排出

できる設計とする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原

子炉格納容器内雰囲気ガスを排出するために使用

する際には，排気中に含まれる水素ガス及び酸素

ガスによる水素爆発を防止するため，系統待機中

に原子炉格納容器から耐圧強化ベント弁までの配

管については，系統内を不活性ガス（窒素ガス）

で置換しておく運用とする。また，排出経路に水

素ガス及び酸素ガスが蓄積する可能性のある箇所

についてはバイパスラインを設け，水素ガス及び

酸素ガスを連続して排出できる設計とする。可搬

型窒素供給装置は，外部より排出経路の配管へ不

活性ガス（窒素ガス）を供給できる設計とする。 

耐圧強化ベント系はサプレッション・チェンバ

及びドライウェルのいずれにも接続し，炉心の著

しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容

器内の水素ガス及び酸素ガスを排出するために使

用する場合は，サプレッション・チェンバのプー

ル水によるスクラビング効果が期待できるサプレ

ッション・チェンバ側からの排出経路のみを使用

する。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視でき

るよう，水素ガスが蓄積する可能性のある排出経

路の配管頂部にフィルタ装置水素濃度を設ける。

また，放射線量率を測定し，放射性物質濃度を推

水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止す

るために用いる耐圧強化ベント系は，サプレッシ

ョン・チェンバ，可搬型窒素供給装置，配管・ホ

ース・弁類，計測制御装置等で構成し，炉心の著

しい損傷が発生した場合であって，代替循環冷却

系を長期使用した際に，ジルコニウム－水反応及

び水の放射線分解等により原子炉格納容器内に発

生する水素ガス及び酸素ガスを不活性ガス系等を

経由して，主排気筒（内筒）を通して大気に排出

できる設計とする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，原

子炉格納容器内雰囲気ガスを排出するために使用

する際には，排気中に含まれる水素ガス及び酸素

ガスによる水素爆発を防止するため，系統待機中

に原子炉格納容器から耐圧強化ベント弁までの配

管については，系統内を不活性ガス（窒素ガス）

で置換しておく運用とする。また，排出経路に水

素ガス及び酸素ガスが蓄積する可能性のある箇所

についてはバイパスラインを設け，水素ガス及び

酸素ガスを連続して排出できる設計とする。可搬

型窒素供給装置は，外部より排出経路の配管へ不

活性ガス（窒素ガス）を供給できる設計とする。 

耐圧強化ベント系はサプレッション・チェンバ

及びドライウェルのいずれにも接続し，炉心の著

しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容

器内の水素ガス及び酸素ガスを排出するために使

用する場合は，サプレッション・チェンバのプー

ル水によるスクラビング効果が期待できるサプレ

ッション・チェンバ側からの排出経路のみを使用

する。 

排出経路における水素濃度を測定し，監視でき

るよう，水素ガスが蓄積する可能性のある排出経

路の配管頂部にフィルタ装置水素濃度を設ける。

また，放射線量率を測定し，放射性物質濃度を推



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

定できるよう，排出経路の配管に耐圧強化ベント

系放射線モニタを設ける。フィルタ装置水素濃度

は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備から給電が可能な設計とする。また，耐圧

強化ベント系放射線モニタは，常設代替直流電源

設備又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

可搬型窒素供給装置は，ディーゼルエンジンに

より駆動できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・サプレッション・チェンバ 

・可搬型窒素供給装置（6号及び 7号炉共用） 

・フィルタ装置水素濃度 

・耐圧強化ベント系放射線モニタ 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化

ベント系及び非常用ガス処理系の配管，弁並びに

主排気筒（内筒），ホースを重大事故等対処設備

として使用する。 

また，耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設

置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧窒素ガ

スを供給するための流路として，遠隔空気駆動弁

操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設備とし

て使用する。 

定できるよう，排出経路の配管に耐圧強化ベント

系放射線モニタを設ける。フィルタ装置水素濃度

は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電

源設備から給電が可能な設計とする。また，耐圧

強化ベント系放射線モニタは，常設代替直流電源

設備，所内常設直流電源設備（3 系統目）又は可

搬型直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

可搬型窒素供給装置は，ディーゼルエンジンに

より駆動できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・サプレッション・チェンバ 

・可搬型窒素供給装置（6号及び 7号炉共用） 

・フィルタ装置水素濃度 

・耐圧強化ベント系放射線モニタ 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

・代替所内電気設備（10.2 代替電源設備） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，不活性ガス系，耐圧強化

ベント系及び非常用ガス処理系の配管，弁並びに

主排気筒（内筒），ホースを重大事故等対処設備

として使用する。 

また，耐圧強化ベント系使用時の排出経路に設

置される隔離弁のうち空気作動弁に，高圧窒素ガ

スを供給するための流路として，遠隔空気駆動弁

操作設備の配管及び弁を重大事故等対処設備とし

て使用する。 



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

本系統のうちフィルタ装置水素濃度及び耐圧強

化ベント系放射線モニタの詳細については，

「6.4 計装設備（重大事故等対処設備）」に記

載する。 

 

その他，設計基準対象施設である原子炉格納容

器を重大事故等対処設備として使用する。 

本系統のうちフィルタ装置水素濃度及び耐圧強

化ベント系放射線モニタの詳細については，

「6.4 計装設備（重大事故等対処設備）」に記

載する。 

 

(2) 原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度監

視 

a. 格納容器内水素濃度（SA）による原子炉格納容

器内の水素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視を行うための

重大事故等対処設備として，格納容器内水素濃度

（SA）を使用する。 

格納容器内水素濃度（SA）は，炉心の著しい損

傷が発生した時に水素濃度が変動する可能性のあ

る範囲の水素濃度を中央制御室より監視できる設

計とする。格納容器内水素濃度（SA）は，常設代

替直流電源設備又は可搬型直流電源設備から給電

が可能な設計とする。 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・格納容器内水素濃度（SA） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

(2) 原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度監

視 

a. 格納容器内水素濃度（SA）による原子炉格納容

器内の水素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視を行うための

重大事故等対処設備として，格納容器内水素濃度

（SA）を使用する。 

格納容器内水素濃度（SA）は，炉心の著しい損

傷が発生した時に水素濃度が変動する可能性のあ

る範囲の水素濃度を中央制御室より監視できる設

計とする。格納容器内水素濃度（SA）は，常設代

替直流電源設備，所内常設直流電源設備（3 系統

目）又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・格納容器内水素濃度（SA） 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

   

b. 格納容器内雰囲気計装による原子炉格納容器内

の水素濃度監視及び酸素濃度監視 

原子炉格納容器内の水素濃度監視及び酸素濃度

変更なし    



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

監視を行うための重大事故等対処設備として，格

納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度を使用

する。 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度

は，炉心の著しい損傷が発生した場合に，サンプ

リング装置により原子炉格納容器内の雰囲気ガス

を原子炉区域内へ導き，検出器で測定すること

で，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を

中央制御室より監視できる設計とする。格納容器

内水素濃度及び格納容器内酸素濃度は，常設代替

交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給

電が可能な設計とする。なお，代替原子炉補機冷

却系から冷却水を供給することにより，サンプリ

ングガスを冷却できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・格納容器内水素濃度 

・格納容器内酸素濃度 

・常設代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（6 号及び 7 号炉共

用）（10.2 代替電源設備） 

 

原子炉格納容器及び不活性ガス系については，

「9.1 原子炉格納施設」に記載する。 

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，常

設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備に

ついては，「10.2 代替電源設備」に記載する。 

 

原子炉格納容器及び不活性ガス系については，

「9.1 原子炉格納施設」に記載する。 

常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備，常

設代替交流電源設備，所内常設直流電源設備（3 系

統目）及び可搬型代替交流電源設備については，

「10.2 代替電源設備」に記載する。 

 

   

9.5.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系は，

9.5.2.1  多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

格納容器圧力逃がし装置及び耐圧強化ベント系は，

   



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

非常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替

交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備，及び常設

代替直流電源設備又は可搬型直流電源設備からの給電

により駆動できる設計とする。 

 

耐圧強化ベント系は，同一目的の水素爆発による原

子炉格納容器の損傷を防止するための設備である可燃

性ガス濃度制御系と異なる方式にて水素ガス及び酸素

ガスの濃度を低減することで多様性を有する設計と

し，共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置及びよう素

フィルタ並びにラプチャーディスクは原子炉建屋近傍

の屋外に設置し，耐圧強化ベント系のサプレッショ

ン・チェンバは原子炉建屋内に設置することで共通要

因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を

図る設計とする。 

格納容器内水素濃度（SA）は，格納容器内水素濃度

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，異

なる計測方式とすることで多様性を有する設計とす

る。格納容器内水素濃度（SA）は，格納容器内水素濃

度と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

検出器の設置箇所も位置的分散を図る設計とする。ま

た，格納容器内水素濃度（SA）は，非常用交流電源設

備に対して多様性を有する常設代替直流電源設備又は

可搬型直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度は，非

常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替交

流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給電が可

能な設計とする。また，サンプリングガスの冷却に必

要な冷却水は，原子炉補機冷却系に対して多様性を有

する代替原子炉補機冷却系から供給が可能な設計とす

る。 

非常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替

交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備，及び常設

代替直流電源設備，所内常設直流電源設備（3 系統

目）又は可搬型直流電源設備からの給電により駆動で

きる設計とする。 

耐圧強化ベント系は，同一目的の水素爆発による原

子炉格納容器の損傷を防止するための設備である可燃

性ガス濃度制御系と異なる方式にて水素ガス及び酸素

ガスの濃度を低減することで多様性を有する設計と

し，共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置及びよう素

フィルタ並びにラプチャーディスクは原子炉建屋近傍

の屋外に設置し，耐圧強化ベント系のサプレッショ

ン・チェンバは原子炉建屋内に設置することで共通要

因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を

図る設計とする。 

格納容器内水素濃度（SA）は，格納容器内水素濃度

と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，異

なる計測方式とすることで多様性を有する設計とす

る。格納容器内水素濃度（SA）は，格納容器内水素濃

度と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

検出器の設置箇所も位置的分散を図る設計とする。ま

た，格納容器内水素濃度（SA）は，非常用交流電源設

備に対して多様性を有する常設代替直流電源設備，所

内常設直流電源設備（3 系統目）又は可搬型直流電源

設備から給電が可能な設計とする。 

格納容器内水素濃度及び格納容器内酸素濃度は，非

常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替交

流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給電が可

能な設計とする。また，サンプリングガスの冷却に必

要な冷却水は，原子炉補機冷却系に対して多様性を有

する代替原子炉補機冷却系から供給が可能な設計とす

る。 



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

電源設備の多様性，位置的分散については，「10.2 

代替電源設備」に記載する。代替原子炉補機冷却系の

多様性，位置的分散については，「5.10 最終ヒート

シンクへ熱を輸送するための設備」に記載する。 

 

電源設備の多様性，位置的分散については，「10.2 

代替電源設備」に記載する。代替原子炉補機冷却系の

多様性，位置的分散については，「5.10 最終ヒート

シンクへ熱を輸送するための設備」に記載する。 

 

  



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するた

めの設備 

 

9.6  水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するた

めの設備 

 

   

9.6.2  設計方針 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するため

の設備のうち，原子炉建屋等の損傷を防止するための

水素濃度制御設備として，静的触媒式水素再結合器及

び静的触媒式水素再結合器動作監視装置を設ける。ま

た，原子炉建屋内の水素濃度が変動する可能性のある

範囲にわたり測定するための設備として，原子炉建屋

水素濃度監視設備を設ける。 

 

 

変更なし 

   

(1) 水素濃度制御による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備 

a. 静的触媒式水素再結合器による水素濃度の上昇

抑制 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する

ための設備のうち，炉心の著しい損傷により原子

炉格納容器から原子炉建屋内に水素ガスが漏えい

した場合において，原子炉建屋内の水素濃度上昇

を抑制し，水素濃度を可燃限界未満に制御する重

大事故等対処設備として，水素濃度制御設備であ

る静的触媒式水素再結合器及び静的触媒式水素再

結合器動作監視装置を使用する。 

静的触媒式水素再結合器は，運転員の起動操作

を必要とせずに，原子炉格納容器から原子炉建屋

に漏えいした水素ガスと酸素ガスを触媒反応によ

って再結合させることで，原子炉建屋内の水素濃

度の上昇を抑制し，原子炉建屋の水素爆発を防止

できる設計とする。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，静的

触媒式水素再結合器の入口側及び出口側の温度に

(1) 水素濃度制御による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備 

a. 静的触媒式水素再結合器による水素濃度の上昇

抑制 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する

ための設備のうち，炉心の著しい損傷により原子

炉格納容器から原子炉建屋内に水素ガスが漏えい

した場合において，原子炉建屋内の水素濃度上昇

を抑制し，水素濃度を可燃限界未満に制御する重

大事故等対処設備として，水素濃度制御設備であ

る静的触媒式水素再結合器及び静的触媒式水素再

結合器動作監視装置を使用する。 

静的触媒式水素再結合器は，運転員の起動操作

を必要とせずに，原子炉格納容器から原子炉建屋

に漏えいした水素ガスと酸素ガスを触媒反応によ

って再結合させることで，原子炉建屋内の水素濃

度の上昇を抑制し，原子炉建屋の水素爆発を防止

できる設計とする。 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置は，静的

触媒式水素再結合器の入口側及び出口側の温度に

   



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

より静的触媒式水素再結合器の作動状態を中央制

御室から監視できる設計とする。静的触媒式水素

再結合器動作監視装置は，常設代替直流電源設備

又は可搬型直流電源設備から給電が可能な設計と

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・静的触媒式水素再結合器 

・静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，原子炉区域を重大事故等

対処設備として使用する。 

 

より静的触媒式水素再結合器の作動状態を中央制

御室から監視できる設計とする。静的触媒式水素

再結合器動作監視装置は，常設代替直流電源設

備，所内常設直流電源設備（3 系統目）又は可搬

型直流電源設備から給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・静的触媒式水素再結合器 

・静的触媒式水素再結合器動作監視装置 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

本系統の流路として，原子炉区域を重大事故等

対処設備として使用する。 

 

b. 水素濃度監視 

(a) 原子炉建屋水素濃度監視設備による水素濃度

測定 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備のうち，炉心の著しい損傷により

原子炉格納容器から原子炉建屋内に漏えいした

水素ガスの濃度を測定するため，炉心の著しい

損傷が発生した場合に水素濃度が変動する可能

性のある範囲で測定できる重大事故等対処設備

として，原子炉建屋水素濃度監視設備である原

子炉建屋水素濃度を使用する。 

原子炉建屋水素濃度は，中央制御室において

連続監視できる設計とし，常設代替直流電源設

備又は可搬型直流電源設備からの給電が可能な

設計とする。 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

b. 水素濃度監視 

(a) 原子炉建屋水素濃度監視設備による水素濃度

測定 

水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す

るための設備のうち，炉心の著しい損傷により

原子炉格納容器から原子炉建屋内に漏えいした

水素ガスの濃度を測定するため，炉心の著しい

損傷が発生した場合に水素濃度が変動する可能

性のある範囲で測定できる重大事故等対処設備

として，原子炉建屋水素濃度監視設備である原

子炉建屋水素濃度を使用する。 

原子炉建屋水素濃度は，中央制御室において

連続監視できる設計とし，常設代替直流電源設

備，所内常設直流電源設備（3 系統目）又は可

搬型直流電源設備からの給電が可能な設計とす

る。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

   



変更前後比較表（添付書類八 9.原子炉格納施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

・原子炉建屋水素濃度 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

 

 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

・原子炉建屋水素濃度 

・常設代替直流電源設備（10.2 代替電源設

備） 

・所内常設直流電源設備（3 系統目）（10.2 

代替電源設備） 

・可搬型直流電源設備（6 号及び 7 号炉共用）

（10.2 代替電源設備） 

 

常設代替直流電源設備及び可搬型直流電源設備につ

いては，「10.2 代替電源設備」に記載する。 

 

常設代替直流電源設備，所内常設直流電源設備（3

系統目）及び可搬型直流電源設備については，「10.2 

代替電源設備」に記載する。 

 

   

 

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
  

添八 10.その他発電用原子炉の附属施設－1 
 

10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.2 代替電源設備 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.2 代替電源設備 

10.2.1 概要 

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損

傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃

料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の

著しい損傷を防止するため，必要な電力を確保するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

代替電源設備の系統図を第 10.2－1図から第 10.2－

18図に示す。 

また，想定される重大事故等時において，設計基準

事故対処設備である非常用交流電源設備及び非常用直

流電源設備が使用できる場合は，重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。非常用交流電源設

備及び非常用直流電源設備については，「10.1 非常

用電源設備」に記載する。 

 

10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.2 代替電源設備 

10.2.1 概要 

設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより

重大事故等が発生した場合において炉心の著しい損

傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃

料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の

著しい損傷を防止するため，必要な電力を確保するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

代替電源設備の系統図を第 10.2－1図から第 10.2－

19図に示す。 

また，想定される重大事故等時において，設計基準

事故対処設備である非常用交流電源設備及び非常用直

流電源設備が使用できる場合は，重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として使用する。非常用交流電源設

備及び非常用直流電源設備については，「10.1 非常

用電源設備」に記載する。 

 

10 その他発電用原子炉の附属施設 

10.2 代替電源設備 

 

10 その他発電用原子炉の附属施設 

10.2 代替電源設備 

 

 

10.2.2 設計方針 

代替電源設備のうち，重大事故等の対応に必要な電

力を確保するための設備として，常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，号炉間電力融通電気設

備，所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備

を含む），可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備

を設ける。また，重大事故等時に重大事故等対処設備

の補機駆動用の軽油を補給するための設備として，燃

料補給設備を設ける。 

 

10.2.2 設計方針 

代替電源設備のうち，重大事故等の対応に必要な電

力を確保するための設備として，常設代替交流電源設

備，可搬型代替交流電源設備，号炉間電力融通電気設

備，所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備

を含む），所内常設直流電源設備（3 系統目），可搬

型直流電源設備及び代替所内電気設備を設ける。ま

た，重大事故等時に重大事故等対処設備の補機駆動用

の軽油を補給するための設備として，燃料補給設備を

設ける。 

 

10.2.2 設計方針 

重大事故等の対応に必要な電力を供給するため

の設備として以下の常設代替電源設備（大容量空

冷式発電機による代替電源（交流）からの給

電）、重大事故等対処設備（号炉間電力融通電路

を使用した号炉間融通による代替電源（交流）か

らの給電、予備ケーブル（号炉間電力融通用）を

使用した号炉間融通による代替電源（交流）から

の給電及び燃料補給）、可搬型代替電源設備（発

電機車（高圧発電機車又は中容量発電機車）によ

る代替電源（交流）からの給電）、所内常設蓄電

式直流電源設備（蓄電池（安全防護系用）による

非常用電源（直流）からの給電、蓄電池（重大事

故等対処用）による代替電源（直流）からの給電

10.2.2 設計方針 

代替電源設備のうち，重大事故等の対応に必要な

電力を確保するための設備として，常設代替交流電

源設備，可搬型代替交流電源設備，所内常設直流電

源設備，所内常設直流電源設備（３系統目），可搬

型代替直流電源設備，常設代替直流電源設備及び代

替所内電気設備を設ける。また，重大事故等時に重

大事故等対処設備の補機駆動用の軽油を補給するた

めの設備として，燃料給油設備を設ける。 

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

及び蓄電池（3 系統目）による代替電源（直流）

からの給電）、可搬型直流電源設備（直流電源用

発電機及び可搬型直流変換器による代替電源（直

流）からの給電）及び代替所内電気設備（代替所

内電気設備による給電）を設ける。 

 

(1) 代替交流電源設備による給電 

a. 常設代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，常設代替交流電源設備を使用する。 

常設代替交流電源設備は，第一ガスタービン発

電機，第一ガスタービン発電機用燃料タンク，第

一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ，軽油タ

ンク，タンクローリ（16kL），電路，計測制御装

置等で構成し，第一ガスタービン発電機を中央制

御室での操作にて速やかに起動し，非常用高圧母

線 C 系及び非常用高圧母線 D 系，又は AM 用 MCC

へ接続することで電力を供給できる設計とする。 

第一ガスタービン発電機の燃料は，第一ガスタ

ービン発電機用燃料タンクより第一ガスタービン

発電機用燃料移送ポンプを用いて補給できる設計

とする。また，第一ガスタービン発電機用燃料タ

ンクの燃料は，軽油タンクよりタンクローリ

（16kL）を用いて補給できる設計とする。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備

に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計

とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・第一ガスタービン発電機（6 号及び 7 号炉

共用） 

・第一ガスタービン発電機用燃料タンク（6

号及び 7号炉共用） 

・第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ

変更なし （1）代替電源（交流）による給電に用いる設備 

a. 大容量空冷式発電機による代替電源（交

流）からの給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等対策の

有効性を確認する事故シーケンス等のうち必

要な負荷が最大となる「外部電源喪失時に非

常用所内交流動力電源が喪失し、原子炉補機

冷却機能の喪失及び RCP シール LOCA が発生

する事故」時に必要な交流負荷へ電力を供給

する常設代替電源設備（大容量空冷式発電機

による代替電源（交流）からの給電）とし

て、大容量空冷式発電機、大容量空冷式発電

機用燃料タンク、大容量空冷式発電機用給油

ポンプ、燃料油貯蔵タンク及びタンクローリ

を使用する。 

大容量空冷式発電機は、中央制御室での操

作にて速やかに起動し、非常用高圧母線へ接

続することで、電力を供給できる設計とす

る。大容量空冷式発電機の燃料は、大容量空

冷式発電機用燃料タンクから大容量空冷式発

電機用給油ポンプを用いて補給できる設計と

する。また、大容量空冷式発電機用燃料タン

クの燃料は、燃料油貯蔵タンクよりタンクロ

ーリを用いて補給できる設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・大容量空冷式発電機 

・大容量空冷式発電機用燃料タンク 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

（6号及び 7号炉共用） 

・軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

・タンクローリ（16kL）（6 号及び 7 号炉共

用） 

 

・大容量空冷式発電機用給油ポンプ 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

 

  b. 号炉間電力融通電路を使用した号炉間融通

による代替電源（交流）からの給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等の対応

に必要な設備に電力を供給するため、重大事

故等対処設備（号炉間電力融通電路を使用し

た号炉間融通による代替電源（交流）からの

給電）として、号炉間電力融通電路、ディー

ゼル発電機（他号炉）、燃料油貯油そう（他

号炉）、燃料油貯蔵タンク及びタンクローリ

を使用する。 

号炉間電力融通電路は、あらかじめ敷設

し、手動で非常用高圧母線間を接続すること

でディーゼル発電機（他号炉）から電力融通

できる設計とする。 

ディーゼル発電機（他号炉）の燃料は、燃

料油貯油そう（他号炉）より補給できる設計

とする。また、燃料油貯油そう（他号炉）の

燃料は、燃料油貯蔵タンクよりタンクローリ

を用いて補給できる設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・号炉間電力融通電路（3 号及び 4 号炉共

用） 

・ディーゼル発電機（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用、既設） 

・燃料油貯油そう（重大事故等時のみ 3 号

及び 4号炉共用、既設） 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用） 

  



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

 

b. 可搬型代替交流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，可搬型代替交流電源設備を使用する。 

可搬型代替交流電源設備は，電源車，軽油タン

ク，タンクローリ（4kL），電路，計測制御装置

等で構成し，電源車を非常用高圧母線 C 系及び非

常用高圧母線 D 系，又は AM 用 MCC へ接続するこ

とで電力を供給できる設計とする。 

電源車の燃料は，軽油タンクよりタンクローリ

（4kL）を用いて補給できる設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設

備に対して，独立性を有し，位置的分散を図る設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・電源車（6号及び 7号炉共用） 

・軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

・タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

 

変更なし c. 発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）による代替電源（交流）からの給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等の対応

に最低限必要な設備に電力を供給する可搬型

代替電源設備（発電機車（高圧発電機車又は

中容量発電機車）による代替電源（交流）か

らの給電）として、発電機車（高圧発電機車

又は中容量発電機車）、燃料油貯蔵タンク及

びタンクローリを使用する。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、非常用高圧母線へ接続することで電

力を供給できる設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）の燃料は、燃料油貯蔵タンクよりタンク

ローリを用いて補給できる設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・発電機車（高圧発電機車又は中容量発電

機車）（3号及び 4号炉共用） 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

 

  

c. 号炉間電力融通電気設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，号炉間電力融通電気設備を使用する。 

号炉間電力融通電気設備は，号炉間電力融通ケ

ーブル（常設），号炉間電力融通ケーブル（可搬

型），計測制御装置等で構成し，号炉間電力融通

ケーブル（常設）をあらかじめ敷設し，6 号及び

変更なし d. 予備ケーブル（号炉間電力融通用）を使用

した号炉間融通による代替電源（交流）から

の給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等の対応

に必要な設備に電力を供給するため、重大事

故等対処設備（予備ケーブル（号炉間電力融

通用）を使用した号炉間融通による代替電源

  



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

7 号炉の緊急用電源切替箱断路器に手動で接続す

ることで，他号炉の電源設備から非常用高圧母線

C 系及び非常用高圧母線 D 系に電力を供給できる

設計とする。また，号炉間電力融通ケーブル（常

設）が使用できない場合に，予備ケーブルとして

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）を 6 号及び 7

号炉の緊急用電源切替箱断路器に手動で接続する

ことで，他号炉の電源設備から非常用高圧母線 C

系及び非常用高圧母線 D 系に電力を供給できる設

計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・号炉間電力融通ケーブル（常設）（6 号及び

7号炉共用） 

・号炉間電力融通ケーブル（可搬型）（6 号及

び 7号炉共用） 

 

（交流）からの給電）として、予備ケーブル

（号炉間電力融通用）、ディーゼル発電機

（他号炉）、燃料油貯油そう（他号炉）、燃

料油貯蔵タンク及びタンクローリを使用す

る。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）は、手

動で非常用高圧母線間を接続することでディ

ーゼル発電機（他号炉）から電力融通できる

設計とする。 

ディーゼル発電機（他号炉）の燃料は、燃

料油貯油そう（他号炉）より補給できる設計

とする。また、燃料油貯油そう（他号炉）の

燃料は、燃料油貯蔵タンクよりタンクローリ

を用いて補給できる設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・予備ケーブル（号炉間電力融通用）（3

号及び 4号炉共用） 

・ディーゼル発電機（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用、既設） 

・燃料油貯油そう（重大事故等時のみ 3 号

及び 4号炉共用、既設） 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用）） 

 

  （2）非常用電源（直流）による給電に用いる設

備 

a. 蓄電池（安全防護系用）による非常用電源

（直流）からの給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等の対応

に必要な設備に直流電力を供給する所内常設

蓄電式直流電源設備（蓄電池（安全防護系

用）による非常用電源（直流）からの給電）

  



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

として、蓄電池（安全防護系用）を使用す

る。 

蓄電池（安全防護系用）は、蓄電池（重大

事故等対処用）による代替電源（直流）から

の給電と併せることで、負荷切り離しを行わ

ずに 8 時間、その後、必要な負荷以外を切り

離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり、

電力の供給を行うことが可能な設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・蓄電池（安全防護系用） 

 

(2) 代替直流電源設備による給電 

a. 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源

設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合の重大事故等対処設備

として，所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直

流電源設備を使用する。 

所内蓄電式直流電源設備は，直流 125V 蓄電池

A，直流 125V蓄電池 A-2，AM用直流 125V蓄電池，

直流 125V 充電器 A，直流 125V 充電器 A-2，AM 用

直流 125V 充電器，電路，計測制御装置等で構成

し，全交流動力電源喪失から 8 時間後に，不要な

負荷の切り離しを行い，全交流動力電源喪失から

24 時間にわたり，直流 125V 蓄電池 A，直流 125V

蓄電池 A-2 及び AM 用直流 125V 蓄電池から電力を

供給できる設計とする。また，交流電源復旧後

に，交流電源を直流 125V充電器 A,直流 125V充電

器 A-2 又は AM 用直流 125V 充電器を経由し直流母

線へ接続することで電力を供給できる設計とす

る。 

常設代替直流電源設備は，AM 用直流 125V 蓄電

池，AM 用直流 125V 充電器，電路，計測制御装置

等で構成し，全交流動力電源喪失から 24 時間に

 

変更なし 

（3）代替電源（直流）による給電に用いる設備 

a. 蓄電池（重大事故等対処用）による代替電

源（直流）からの給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等の対応

に必要な設備に直流電力を供給する所内常設

蓄電式直流電源設備（蓄電池（重大事故等対

処用）による代替電源（直流）からの給電）

として、蓄電池（重大事故等対処用）を使用

する。 

蓄電池（重大事故等対処用）は、蓄電池

（安全防護系用）による非常用電源（直流）

からの給電と併せることで、負荷切り離しを

行わずに 8 時間、その後、必要な負荷以外を

切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわた

り、電力の供給を行うことが可能な設計とす

る。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・蓄電池（重大事故等対処用） 

 

(2) 代替直流電源設備による給電 

ａ．所内常設直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失

（全交流動力電源喪失）した場合の重大事故

等対処設備として，所内常設直流電源設備を

使用する。 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池

Ａ系・Ｂ系，電路，計測制御装置等で構成

し，全交流動力電源喪失から 1 時間以内に

中央制御室において，全交流動力電源喪失か

ら 8 時間後に，不要な負荷の切り離しを行

い，全交流動力電源喪失から 24 時間にわた

り，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から電力を供

給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・125V 系蓄電池Ａ系 

・125V 系蓄電池Ｂ系 

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

わたり，AM 用直流 125V 蓄電池から電力を供給で

きる設計とする。また，交流電源復旧後に，交流

電源を AM 用直流 125V 充電器を経由し直流母線へ

接続することで電力を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・直流 125V蓄電池 A 

・直流 125V蓄電池 A-2 

・AM用直流 125V蓄電池 

・直流 125V充電器 A 

・直流 125V充電器 A-2 

・AM用直流 125V充電器 

 

（記載追加） b. 所内常設直流電源設備（3系統目）による給電 

 

更なる信頼性を向上するため，設計基準事故対

処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した

場合に，重大事故等の対応に必要な設備に直流電

力を供給するため，特に高い信頼性を有する所内

常設直流電源設備（3系統目）を使用する。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，直流

125V 蓄電池（3 系統目），電路，計測制御装置等

で構成し，全交流動力電源喪失から 1 時間以内に

中央制御室において行う簡易な操作以外での負荷

の切り離しを行わず合計 24 時間にわたり，直流

125V 蓄電池（3 系統目）から電力を供給できる設

計とする。 

また，所内常設直流電源設備（3 系統目）は，

特に高い信頼性を有する直流電源設備とするた

め，耐震設計においては，直流 125V蓄電池（3系

統目）及びその電路は，基準地震動による地震力

に対して，重大事故等に対処するために必要な機

能が損なわれるおそれがないことに加え，弾性設

計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力に対して，おおむね弾性状態

b. 蓄電池（3 系統目）による代替電源（直流）か

らの給電 

更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対

処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した

場合に、重大事故等の対応に必要な設備に直流電

力を供給する特に高い信頼性を有する 3 系統目の

所内常設蓄電式直流電源設備として、蓄電池（3

系統目）を使用する。この設備は、負荷切り離し

（中央制御室及び隣接する継電器室において簡易

な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まな

い。）を行わずに 8 時間、その後、必要な負荷以

外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわた

り電力の供給を行うことが可能な設計とする。 

 

また、蓄電池（3 系統目）及びその電路は、特

に高い信頼性を有する直流電源設備とするため、

基準地震動による地震力に対して、重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないことに加え、弾性設計用地震動による地震力

又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対

して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられ

るように設計する。 

ｂ．所内常設直流電源設備（３系統目）による給電 

 

更なる信頼性を向上するため，設計基準事故対

処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した

場合に，重大事故等の対応に必要な設備に直流電

力を供給するため，特に高い信頼性を有する所内

常設直流電源設備（３系統目）を使用する。 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，125V 

系蓄電池（３系統目），電路等で構成し，全交流

動力電源喪失から 1 時間以内に中央制御室にお

いて，全交流動力電源喪失から 8 時間後に，不

要な負荷の切り離しを行い，全交流動力電源喪失

から 24 時間にわたり，125V 系蓄電池（３系統

目）から電力を供給できる設計とする。 

また，所内常設直流電源設備（３系統目）は，

特に高い信頼性を有する直流電源設備とするた

め，安全機能の重要度分類クラス１相当の設計と

し，耐震設計においては，蓄電池（３系統目）及

びその電路は，基準地震動ＳＳによる地震力に対

して，重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがないことに加え，弾性設計用

地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

に留まる範囲で耐えられるように設計する。ま

た，所内常設直流電源設備（3 系統目）の直流

125V 蓄電池（3 系統目）は，当該設備設置に伴う

耐震性，火災防護対策等への影響を考慮した原子

炉建屋内に設置する設計とする。 

 

 

 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・直流 125V蓄電池（3系統目） 

 

また、蓄電池（3 系統目）は、当該設備設置に

伴う耐震性、火災防護対策等への影響を考慮した

原子炉周辺建屋に設置する設計とする。 

なお、蓄電池（3 系統目）は、直流負荷に対し

直流コントロールセンタを介して必要な負荷へ電

力供給するとともに、交流負荷については、計装

電源盤（3 系統目蓄電池用）内の変換器を介し直

流を交流へ変換し、必要な負荷へ電力の供給を行

うことが可能な設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・蓄電池（3系統目） 

 

か大きい方の地震力に対して，おおむね弾性状態

に留まる範囲で耐えられるように設計する。ま

た，所内常設直流電源設備（３系統目）の 125V 

系蓄電池（３系統目）は，当該設備設置に伴う耐

震性，火災防護対策等への影響を考慮したマスキ

ングに設置する設計とする。 

 

 

 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・125V 系蓄電池（３系統目） 

b. 可搬型直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源及び直流電源

が喪失した場合の重大事故等対処設備として，可

搬型直流電源設備を使用する。 

可搬型直流電源設備は，電源車，AM 用直流

125V 充電器，軽油タンク，タンクローリ

（4kL），電路，計測制御装置等で構成し，電源

車を代替所内電気設備及び AM 用直流 125V 充電器

を経由し直流母線へ接続することで電力を供給で

きる設計とする。 

電源車の燃料は，軽油タンクよりタンクローリ

（4kL）を用いて補給できる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，電源車の運転を継続す

ることで，設計基準事故対処設備の交流電源及び

直流電源の喪失から 24 時間にわたり必要な負荷

に電力の供給を行うことができる設計とする。 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備に

対して，独立性を有し，位置的分散を図る設計と

する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・電源車（6号及び 7号炉共用） 

・AM用直流 125V充電器 

c. 可搬型直流電源設備による給電 

変更なし 

 

c. 直流電源用発電機及び可搬型直流変換器に

よる代替電源（直流）からの給電 

ディーゼル発電機の故障等により全交流動

力電源が喪失した場合に、重大事故等の対応

に必要な設備に直流電力を供給する可搬型直

流電源設備（直流電源用発電機及び可搬型直

流変換器による代替電源（直流）からの給

電）として、直流電源用発電機、可搬型直流

変換器、燃料油貯蔵タンク及びタンクローリ

を使用する。 

直流電源用発電機は、可搬型直流変換器を

介して直流母線へ接続することにより、24

時間にわたり電力を供給できる設計とする。 

直流電源用発電機の燃料は、燃料油貯蔵タ

ンクよりタンクローリを用いて補給できる設

計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・直流電源用発電機（3 号及び 4 号炉共

用） 

・可搬型直流変換器（3 号及び 4 号炉共

用） 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

ｃ．可搬型代替直流電源設備による給電 

設計基準事故対処設備の交流電源及び直流

電源が喪失した場合の重大事故等対処設備と

して，可搬型代替直流電源設備を使用する。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低

圧電源車，可搬型整流器，電路，計測制御装

置等で構成し，可搬型代替低圧電源車及び可

搬型整流器を可搬型代替低圧電源車接続盤

（西側）又は（東側）を経由し，直流 125V 

主母線盤２Ａ又は直流 125V 主母線盤２Ｂへ

接続することで電力を供給できる設計とす

る。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低

圧電源車の運転を継続することで，設計基準

事故対処設備の交流電源及び直流電源の喪失

から 24 時間にわたり必要な負荷に電力の供

給を行うことができる設計とする。 

可搬型代替直流電源設備は，非常用直流電

源設備に対して，独立性を有し，位置的分散

を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型代替低圧電源車 

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

・軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

・タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

 

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

 

・可搬型整流器 

(3) 代替所内電気設備による給電 

設計基準事故対処設備の非常用所内電気設備が機

能喪失した場合の重大事故等対処設備として，代替

所内電気設備を使用する。 

代替所内電気設備は，緊急用断路器，緊急用電源

切替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用

動力変圧器，AM用MCC，AM用切替盤，AM用操作盤，

非常用高圧母線 C 系及び非常用高圧母線 D 系，計測

制御装置等で構成し，常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流電源設備の電路として使用し電力を供

給できる設計とする。 

代替所内電気設備は，共通要因で設計基準事故対

処設備である非常用所内電気設備と同時に機能を喪

失しない設計とする。また，代替所内電気設備及び

非常用所内電気設備は，少なくとも 1 系統は機能の

維持及び人の接近性を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・緊急用断路器（6号及び 7号炉共用） 

・緊急用電源切替箱断路器 

・緊急用電源切替箱接続装置 

・AM用動力変圧器 

・AM用 MCC 

・AM用切替盤 

・AM用操作盤 

・非常用高圧母線 C系 

・非常用高圧母線 D系 

 

(3) 代替所内電気設備による給電 

変更なし 

（4）代替所内電気設備による給電に用いる設備 

a. 代替所内電気設備による給電 

所内電気設備は、2 系統の非常用母線等に

より構成することにより、共通要因で機能を

失うことなく、少なくとも 1 系統は電力供給

機能の維持及び人の接近性の確保を図る設計

とする。 

これとは別に上記 2 系統の非常用母線等の

機能が喪失したことにより発生する重大事故

等の対応に必要な設備に電力を供給する代替

所内電気設備（代替所内電気設備による給

電）として、大容量空冷式発電機、大容量空

冷式発電機用燃料タンク、大容量空冷式発電

機用給油ポンプ、重大事故等対処用変圧器受

電盤、重大事故等対処用変圧器盤、燃料油貯

蔵タンク及びタンクローリを使用する。 

大容量空冷式発電機は、重大事故等対処用

変圧器受電盤に接続し、重大事故等対処用変

圧器盤より電力を供給できる設計とする。 

大容量空冷式発電機の燃料は、大容量空冷

式発電機用燃料タンクから大容量空冷式発電

機用給油ポンプを用いて補給できる設計とす

る。また、大容量空冷式発電機用燃料タンク

の燃料は、燃料油貯蔵タンクよりタンクロー

リを用いて補給できる設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・大容量空冷式発電機 

・大容量空冷式発電機用燃料タンク 

・大容量空冷式発電機用給油ポンプ 

・重大事故等対処用変圧器受電盤 

・重大事故等対処用変圧器盤 

  



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

 

   (5) 非常用ディーゼル発電機機能喪失時の代替直

流電源による給電 

ａ．所内常設直流電源設備による直流 125V 主

母線盤への給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失

（外部電源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非常用ディー

ゼル発電機が故障）した場合の重大事故等対

処設備として，所内常設直流電源設備を使用

する。 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池

Ａ系・Ｂ系，電路，計測制御装置等で構成

し，非常用所内電気設備への交流電源喪失か

ら 1 時間以内に中央制御室において，交流

電源喪失から 8 時間後に，不要な負荷の切

り離しを行い，交流電源喪失から 24 時間に

わたり，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から電力

を供給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・125V 系蓄電池Ａ系 

・125V 系蓄電池Ｂ系 

 

   ｂ．所内常設直流電源設備（３系統目）による

直流 125V 主母線盤への給電 

更なる信頼性を向上するため，設計基準事

故対処設備の電源が喪失（外部電源喪失及び

２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機が故障）

した場合に，重大事故等の対応に必要な設備

に直流電力を供給するため，特に高い信頼性

を有する所内常設直流電源設備（３系統目）

を使用する。 

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，

125V 系蓄電池（３系統目），電路等で構成

し，全交流動力電源喪失から 1 時間以内に

中央制御室において，全交流動力電源喪失か

ら 8 時間後に，不要な負荷の切り離しを行

い，全交流動力電源喪失から 24 時間にわた

り，125V 系蓄電池（３系統目）から電力を

供給できる設計とする。 

また，所内常設直流電源設備（３系統目）

は，特に高い信頼性を有する直流電源設備と

するため，安全機能の重要度分類クラス１相

当の設計とし，耐震設計においては，蓄電池

（３系統目）及びその電路は，基準地震動Ｓ

Ｓによる地震力に対して，重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないことに加え，弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力に対して，おおむね弾性状態に留ま

る範囲で耐えられるように設計する。また，

所内常設直流電源設備（３系統目）の 125V 

系蓄電池（３系統目）は，当該設備設置に伴

う耐震性，火災防護対策等への影響を考慮し

たに設置する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・125V 系蓄電池（３系統目） 

   ｃ．可搬型代替直流電源設備による直流 125V 

主母線盤への給電 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失

（外部電源喪失及び２Ｃ・２Ｄ非常用ディー

ゼル発電機が故障）及び直流電源が喪失した

場合の重大事故等対処設備として，可搬型代

替直流電源設備を使用する。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低

圧電源車，可搬型整流器，電路，計測制御装

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

置等で構成し，可搬型代替低圧電源車及び可

搬型整流器を可搬型代替低圧電源車接続盤

（西側）又は（東側）を経由し，直流 125V 

主母線盤２Ａ又は直流 125V 主母線盤２Ｂへ

接続することで電力を供給できる設計とす

る。 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低

圧電源車の運転を継続することで，設計基準

事故対処設備の交流電源及び直流電源の喪失

から 24 時間にわたり必要な負荷に電力の供

給を行うことができる設計とする。 

可搬型代替直流電源設備は，非常用直流電

源設備に対して，独立性を有し，位置的分散

を図る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・可搬型代替低圧電源車 

・可搬型整流器 

(4) 燃料補給設備による給油 

重大事故等時に補機駆動用の軽油を補給する設備

として，軽油タンク，タンクローリ（4kL）及びホ

ースを使用する。 

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級），可搬型代替注

水ポンプ（A-2 級），大容量送水車（熱交換器ユニ

ット用），大容量送水車（原子炉建屋放水設備

用），大容量送水車（海水取水用），モニタリン

グ・ポスト用発電機及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備は，軽油タンクからタンク

ローリ（4kL）を用いて燃料を補給できる設計とす

る。 

軽油タンクからタンクローリ（4kL）への軽油の

補給は，ホースを用いる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

・タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

(4) 燃料補給設備による給油 

変更なし 

（5）燃料の補給に用いる設備 

a. 燃料補給 

重大事故等時に補機駆動用の燃料を補給す

るための重大事故等対処設備（燃料補給）と

して、燃料油貯蔵タンク及びタンクローリを

使用する。 

可搬型ディーゼル注入ポンプ、移動式大容

量ポンプ車、水中ポンプ用発電機、使用済燃

料ピット監視装置用空気供給システムの発電

機、大容量空冷式発電機用燃料タンク、燃料

油貯油そう、発電機車（高圧発電機車又は中

容量発電機車）、直流電源用発電機及び代替

緊急時対策所用発電機の燃料は、燃料油貯蔵

タンクよりタンクローリを用いて補給できる

設計とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

本系統の流路として，ホースを重大事故等対処設

備として使用する。 

 

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

  （6）設計基準事故対処設備の電源が喪失してい

ない場合に用いる設備 

a. ディーゼル発電機による給電 

重大事故等時に必要な電力を確保するため

の設備として以下の重大事故等対処設備（デ

ィーゼル発電機による給電）を設ける。 

重大事故等時にディーゼル発電機による電

源が喪失していない場合の重大事故等対処設

備（ディーゼル発電機による給電）として、

非常用電源設備のディーゼル発電機、燃料油

貯油そう、燃料油貯蔵タンク及びタンクロー

リを使用する。 

ディーゼル発電機は、多様化自動作動設

備、電動補助給水ポンプ、ほう酸ポンプ、緊

急ほう酸注入弁、充てんポンプ、高圧注入ポ

ンプ、蓄圧タンク出口弁、余熱除去ポンプ、

格納容器スプレイポンプ、常設電動注入ポン

プ、A、B 原子炉補機冷却水ポンプ、A、B 海

水ポンプ、静的触媒式水素再結合装置動作監

視装置、電気式水素燃焼装置、電気式水素燃

焼装置動作監視装置、可搬型格納容器水素濃

度計測装置、可搬型ガスサンプリング冷却器

用冷却ポンプ、可搬型代替ガスサンプリング

圧縮装置、アニュラス空気浄化ファン、アニ

ュラス水素濃度計測装置、使用済燃料ピット

水位（SA）、使用済燃料ピット温度（SA）、

使用済燃料ピット状態監視カメラ、使用済燃

料ピット水位（広域）、使用済燃料ピット周

辺線量率（低レンジ）、使用済燃料ピット周

辺線量率（中間レンジ）、使用済燃料ピット

周辺線量率（高レンジ）、重要監視パラメー
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

タの計測装置のうち常設のもの、重要代替監

視パラメータの計測装置のうち常設のもの、

緊 急 時 運 転 パ ラ メ ー タ 伝 送 シ ス テ ム

（SPDS）、中央制御室非常用循環ファン、中

央制御室空調ファン、中央制御室循環ファ

ン、可搬型照明（SA）、モニタリングステー

ション、モニタリングポスト、衛星携帯電話

設備のうち衛星携帯電話（固定型）、無線連

絡設備のうち無線通話装置（固定型）及び統

合原子力防災ネットワークに接続する通信連

絡設備へ電力を供給できる設計とする。 

ディーゼル発電機の燃料は、燃料油貯油そ

うより補給できる設計とする。 

燃料油貯油そうの燃料は、燃料油貯蔵タン

クよりタンクローリを用いて補給できる設計

とする。 

具体的な設備は、以下のとおりとする。 

・デイーゼル発電機 

・燃料油貯油そう 

・燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3

号及び 4号炉共用） 

・タンクローリ（3号及び 4号炉共用） 

 

  ディーゼル発電機及び燃料油貯油そうは、

設計基準事故対処設備であるとともに、重大

事故等時においても使用するため、「1.1.7

重大事故等対処設備に関する基本方針」に示

す設計方針を適用する。ただし、多様性、位

置的分散等を考慮すべき対象の設計基準事故

対処設備はないことから、「1.1.7 重大事故

等対処設備に関する基本方針」のうち多様

性、位置的分散等の設計方針は適用しない。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

10.2.2.1 多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設備と共

通要因によって同時に機能を損なわないよう，第一ガ

スタービン発電機をガスタービンにより駆動すること

で，ディーゼルエンジンにより駆動する非常用ディー

ゼル発電機を用いる非常用交流電源設備に対して多様

性を有する設計とする。 

常設代替交流電源設備の第一ガスタービン発電機，

タンクローリ（16kL），第一ガスタービン発電機用燃

料タンク及び第一ガスタービン発電機用燃料移送ポン

プは，原子炉建屋から離れた屋外に設置又は保管する

ことで，原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機並び

に燃料ディタンク及び原子炉建屋近傍の燃料移送ポン

プと共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

常設代替交流電源設備は，第一ガスタービン発電機

から非常用高圧母線までの系統において，独立した電

路で系統構成することにより，非常用ディーゼル発電

機から非常用高圧母線までの系統に対して，独立性を

有する設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性

によって，常設代替交流電源設備は非常用交流電源設

備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源設備と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう，電源

車の冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が水冷で

ある非常用ディーゼル発電機を用いる非常用交流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。また，可搬

型代替交流電源設備は，常設代替交流電源設備と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう，電源車を

ディーゼルエンジンにより駆動することで，ガスター

ビンにより駆動する第一ガスタービン発電機を用いる

10.2.2.1 多様性及び独立性，位置的分散 

変更なし 

 

10.2.2.1多様性及び独立性、位置的分散 

基本方針については、「1．1．7．1 多様

性、位置的分散、悪影響防止等」に示す。 

大容量空冷式発電機は、原子炉補機冷却海水

設備に期待しない空冷式のガスタービン駆動と

することで、原子炉補機冷却海水設備からの冷

却水供給を必要とする水冷式のディーゼル発電

機に対して、多様性を持つ設計とする。 

大容量空冷式発電機は、屋外に設置すること

で、原子炉周辺建屋内のディーゼル発電機と位

置的分散を図る設計とする。 

大容量空冷式発電機を使用した代替電源系統

は、大容量空冷式発電機から非常用高圧母線ま

での系統において、独立した電路で系統構成す

ることにより、ディーゼル発電機から非常用高

圧母線までの電源系統に対して、独立した設計

とする。 

これらの多様性及び電路の独立並びに位置的

分散によって、ディーゼル発電機を使用する設

計基準事故対処設備に対して重大事故等対処設

備としての独立性を持つ設計とする。 

4 号炉のディーゼル発電機は、号炉間電力融

通電路により電力融通できることで、3 号炉の

ディーゼル発電機に対して、多重性を持つ設計

とする。 

号炉間電力融通電路は、原子炉補助建屋内及

び 4 号炉の原子炉周辺建屋内のディーゼル発電

機と異なる区画に設置する。 

これにより、3 号炉の原子炉周辺建屋内のデ

ィーゼル発電機及び 4 号炉のディーゼル発電機

と位置的分散を図る設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、空冷式のディーゼル駆動とすること

で、水冷式のディーゼル発電機に対して、多様

10.2.2.1 多様性及び独立性，位置的分散 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位

置的分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備は，非常用交流電源設

備と共通要因によって同時に機能を損なわない

よう，常設代替高圧電源装置の冷却方式を空冷

とすることで，冷却方式が水冷である２Ｃ・２

Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を用いる非常用交流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。 

常設代替交流電源設備の常設代替高圧電源装

置は，原子炉建屋付属棟から離れた屋外（常設

代替高圧電源装置置場）に設置することで，原

子炉建屋付属棟内の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼ

ル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

常設代替交流電源設備は，常設代替高圧電源

装置からメタルクラッド開閉装置２Ｃ及びメタ

ルクラッド開閉装置２Ｄまでの系統において，

独立した電路で系統構成することにより，２

Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機からメタルク

ラッド開閉装置２Ｃ及びメタルクラッド開閉装

置２Ｄまでの系統に対して，独立性を有する設

計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の

独立性によって，常設代替交流電源設備は非常

用交流電源設備に対して独立性を有する設計と

する。 

可搬型代替交流電源設備は，非常用交流電源

設備と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，可搬型代替低圧電源車の冷却方式を空

冷とすることで，冷却方式が水冷である２Ｃ・

２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプ
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

常設代替交流電源設備に対して多様性を有する設計と

する。 

可搬型代替交流電源設備の電源車及びタンクローリ

（4kL）は，屋外の原子炉建屋から離れた場所に保管

することで，原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機

並びに燃料ディタンク及び原子炉建屋近傍の燃料移送

ポンプと共通要因によって同時に機能を損なわないよ

う，位置的分散を図る設計とする。また，可搬型代替

交流電源設備の電源車及びタンクローリ（4kL）は，

屋外のタービン建屋近傍の第一ガスタービン発電機，

第一ガスタービン発電機用燃料タンク及び第一ガスタ

ービン発電機用燃料移送ポンプから離れた場所に保管

することで，共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，電源車から非常用高圧

母線までの系統において，独立した電路で系統構成す

ることにより，非常用ディーゼル発電機から非常用高

圧母線までの系統に対して，独立性を有する設計とす

る。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性

によって，可搬型代替交流電源設備は非常用交流電源

設備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の電源車の接続箇所は，共

通要因によって接続できなくなることを防止するた

め，位置的分散を図った複数箇所に設置する設計とす

る。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブル

（常設）は，コントロール建屋内に設置することで，

原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機と共通要因に

よって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る

設計とする。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブル

（可搬型）は，原子炉建屋及びコントロール建屋から

離れた屋外に保管することで，原子炉建屋内の非常用

性を持つ設計とする。また、ガスタービン駆動

の大容量空冷式発電機に対して駆動源に多様性

を持つ設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、3 号炉の原子炉周辺建屋内のディーゼ

ル発電機、4 号炉の原子炉周辺建屋内のディー

ゼル発電機、及び屋外の大容量空冷式発電機と

離れた位置に分散して保管することで、位置的

分散を図る設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）を使用した代替電源系統は、発電機車（高

圧発電機車又は中容量発電機車）から非常用高

圧母線までの系統において、独立した電路で系

統構成することにより、ディーゼル発電機から

非常用高圧母線までの電源系統に対して、独立

した設計とする。 

これらの多様性及び電路の独立並びに位置的

分散によって、ディーゼル発電機を使用する設

計基準事故対処設備に対して重大事故等対処設

備としての独立性を持つ設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）の接続口は、原子炉補助建屋内に 1 箇所と

原子炉周辺建屋面に 1 箇所設置し、合計 2 箇所

設置する設計とする。 

4 号炉のディーゼル発電機は、予備ケーブル

（号炉間電力融通用）により電力融通できるこ

とで、3 号炉のディーゼル発電機に対して、多

重性を持つ設計とする。また、予備ケーブル

（号炉間電力融通用）は、号炉間電力融通電路

に対して異なる電路として設計する。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）は、4 号

炉の原子炉周辺建屋内のディーゼル発電機及び

号炉間電力融通電路と異なる区画、かつ、屋外

に保管する。これにより、4 号炉のディーゼル

レイ系ディーゼル発電機を用いる非常用交流電

源設備に対して多様性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の可搬型代替低圧電

源車は，屋外の原子炉建屋付属棟から離れた場

所に保管することで，原子炉建屋付属棟内の２

Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，位置的分散を

図る設計とする。また，可搬型代替交流電源設

備の可搬型代替低圧電源車は，屋外（常設代替

高圧電源装置置場）の常設代替高圧電源装置か

ら離れた場所に保管することで，共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，位置的分散

を図る設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，可搬型代替低圧

電源車からパワーセンタ２Ｃ及びパワーセンタ

２Ｄまでの系統において，独立した電路で系統

構成することにより，２Ｃ・２Ｄ非常用ディー

ゼル発電機からパワーセンタ２Ｃ及びパワーセ

ンタ２Ｄまでの系統に対して，独立性を有する

設計とする。 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の

独立性によって，可搬型代替交流電源設備は非

常用交流電源設備である２Ｃ・２Ｄ非常用ディ

ーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の可搬型代替低圧電

源車の接続箇所は，共通要因によって接続でき

なくなることを防止するため，位置的分散を図

った複数箇所に設置する設計とする。 
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添八 10.その他発電用原子炉の附属施設－17 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

ディーゼル発電機及びコントロール建屋内の号炉間電

力融通ケーブル（常設）と共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

 

 

発電機並びに 3 号炉の原子炉周辺建屋内のディ

ーゼル発電機並びに 4 号炉の原子炉周辺建屋内

及び原子炉補助建屋内の号炉間電力融通電路と

位置的分散を図る設計とする。 

 

所内蓄電式直流電源設備は，コントロール建屋内の

非常用直流電源設備 4 系統のうち 3 系統と異なる区画

及び原子炉建屋内に設置することで，非常用直流電源

設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう

位置的分散を図る設計とする。 

 

 

所内蓄電式直流電源設備は，蓄電池及び充電器から

直流母線までの系統において，独立した電路で系統構

成することにより，非常用直流電源設備 4 系統のうち

3 系統の蓄電池及び充電器から直流母線までの系統に

対して，独立性を有する設計とする。 

 

 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，所

内蓄電式直流電源設備は非常用直流電源設備 4 系統の

うち 3系統に対して独立性を有する設計とする。 

常設代替直流電源設備は，原子炉建屋内に設置する

ことで，コントロール建屋内の非常用直流電源設備と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的

分散を図る設計とする。 

 

常設代替直流電源設備は，蓄電池及び充電器から直

流母線までの系統において，独立した電路で系統構成

することにより，非常用直流電源設備の蓄電池及び充

電器から直流母線までの系統に対して，独立性を有す

る設計とする。 

 

 

所内蓄電式直流電源設備は，コントロール建屋内の

非常用直流電源設備 4系統のうち 3 系統と異なる区画

及び原子炉建屋内に設置することで，非常用直流電源

設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう

位置的分散を図る設計とする。 

 

 

所内蓄電式直流電源設備は，蓄電池及び充電器から

直流母線までの系統において，独立した電路で系統構

成することにより，非常用直流電源設備 4 系統のうち

3 系統の蓄電池及び充電器から直流母線までの系統に

対して，独立性を有する設計とする。 

 

 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，所

内蓄電式直流電源設備は非常用直流電源設備 4 系統の

うち 3系統に対して独立性を有する設計とする。 

常設代替直流電源設備は，原子炉建屋内に設置する

ことで，コントロール建屋内の非常用直流電源設備と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的

分散を図る設計とする。 

 

常設代替直流電源設備は，蓄電池及び充電器から直

流母線までの系統において，独立した電路で系統構成

することにより，非常用直流電源設備の蓄電池及び充

電器から直流母線までの系統に対して，独立性を有す

る設計とする。 

 

 

蓄電池（安全防護系用）は、蓄電池を用いた

直流電源から給電することで、ディーゼル発電

機を用いた直流電源からの給電に対して多様性

を持つ設計とする。 

蓄電池（安全防護系用）は、原子炉補助建屋

内に設置することで、原子炉周辺建屋内のディ

ーゼル発電機と位置的分散を図る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池（重大事故等対処用）は、蓄電池を用

いた直流電源から給電することで、ディーゼル

発電機を用いた直流電源からの給電に対して多

様性を持つ設計とする。 

蓄電池（重大事故等対処用）は、原子炉補助

建屋内に設置することで、原子炉周辺建屋内の

ディーゼル発電機と位置的分散を図る設計とす

る。 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備は，原子炉建屋付属棟

内の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機と異なる区

画に設置することで，非常用交流電源設備と共

通要因によって同時に機能を損なわないよう，

位置的分散を図る設計とする。 

 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池Ａ

系・Ｂ系から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂま

での系統において，独立した電路で系統構成す

ることにより，２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発

電機の交流を直流に変換する電路を用いた直流

125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまでの系統に対し

て，独立性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によっ

て，所内常設直流電源設備は非常用交流電源設

備に対して独立性を有する設計とする。 

常設代替直流電源設備は，原子炉建屋廃棄物

処理棟内に設置することで，原子炉建屋付属棟

内の非常用直流電源設備と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る

設計とする。 

常設代替直流電源設備は，緊急用 125V 系蓄

電池から緊急用直流 125V 主母線盤までの系統

において，独立した電路で系統構成することに

より，非常用直流電源設備の 125V 系蓄電池Ａ

系・Ｂ系及びＨＰＣＳ系から直流 125V 主母線

盤２Ａ・２Ｂ及びＨＰＣＳまでの系統に対し

て，独立性を有する設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，常

設代替直流電源設備は非常用直流電源設備に対して独

立性を有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう，電源車の

冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が水冷である

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，常

設代替直流電源設備は非常用直流電源設備に対して独

立性を有する設計とする。 

所内常設直流電源設備（3系統目）の直流 125V蓄電

池（3 系統目）は，原子炉建屋内に設置することで，

コントロール建屋内の蓄電池（非常用）と共通要因に

よって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，蓄電池から

直流母線までの系統において，独立した電路で系統構

成することにより，非常用直流電源設備の蓄電池から

直流母線までの系統に対して，独立性を有する設計と

する。 

 

 

 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，所

内常設直流電源設備（3 系統目）は非常用直流電源設

備に対して独立性を有する設計とする。 

 

可搬型直流電源設備は，非常用直流電源設備と共通

要因によって同時に機能を損なわないよう，電源車の

冷却方式を空冷とすることで，冷却方式が水冷である

 

 

 

蓄電池（3 系統目）は、原子炉周辺建屋内の

ディーゼル発電機に対して異なる区画に設置す

ることで位置的分散を図る設計とする。また、

原子炉補助建屋内の蓄電池（安全防護系用）及

び蓄電池（重大事故等対処用）に対しても異な

る区画に設置することで、位置的分散を図る設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直流電源用発電機及び可搬型直流変換器は、

直流電源用発電機を空冷式のディーゼル駆動と

することで、水冷式のディーゼル発電機に対し

これらの位置的分散及び電路の独立性によっ

て，常設代替直流電源設備は非常用直流電源設

備に対して独立性を有する設計とする。 

所内常設直流電源設備（３系統目）の 125V 

系蓄電池（３系統目）は，マスキングに設置す

ることで，原子炉建屋付属棟内の２Ｃ・２Ｄ非

常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機並びに 125V 系蓄電池Ａ系・

Ｂ系及びＨＰＣＳ系と共通要因によって同時に

機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計

とする。 

また，所内常設直流電源設備（３系統目）の

125V 系蓄電池（３系統目）は，マスキングに

設置することで，可搬型重大事故等対処設備保

管場所（西側）及び可搬型重大事故等対処設備

保管場所（南側）に保管する可搬型代替低圧電

源車及び可搬型整流器を用いた可搬型代替直流

電源設備と共通要因によって同時に機能を損な

わないよう，位置的分散を図る設計とする。 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，125V 

系蓄電池（３系統目）から直流 125V 主母線盤

２Ａ・２Ｂまでの系統において，独立した電路

で系統構成することにより，125V 系蓄電池Ａ

系・Ｂ系から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂま

での系統，可搬型直流電源設備から直流 125V 

主母線盤２Ａ・２Ｂまでの系統に対して，独立

性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によっ

て，所内常設直流電源設備（３系統目）は，所

内常設直流電源設備及び可搬型代替直流電源設

備に対して独立性を有する設計とする。 

可搬型代替直流電源設備の可搬型代替低圧電

源車及び可搬型整流器は，屋外の原子炉建屋付

属棟から離れた場所に保管することで，原子炉
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

非常用ディーゼル発電機から給電する非常用直流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。また，AM

用直流 125V 充電器により交流電力を直流に変換でき

ることで，蓄電池（非常用）を用いる非常用直流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。 

 

可搬型直流電源設備の電源車，AM 用直流 125V 充電

器及びタンクローリ（4kL）は，屋外の原子炉建屋か

ら離れた場所及び原子炉建屋内に設置又は保管するこ

とで，原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機並びに

燃料ディタンク，原子炉建屋近傍の燃料移送ポンプ及

びコントロール建屋内の充電器と共通要因によって同

時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型直流電源設備は，電源車から直流母線までの

系統において，独立した電路で系統構成することによ

り，非常用ディーゼル発電機から直流母線までの系統

に対して，独立性を有する設計とする。 

 

 

 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性

によって，可搬型直流電源設備は非常用直流電源設備

に対して独立性を有する設計とする。 

 

可搬型直流電源設備の電源車の接続箇所は，共通要

非常用ディーゼル発電機から給電する非常用直流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。また，AM

用直流 125V 充電器により交流電力を直流に変換でき

ることで，蓄電池（非常用）を用いる非常用直流電源

設備に対して多様性を有する設計とする。 

 

可搬型直流電源設備の電源車，AM 用直流 125V 充電

器及びタンクローリ（4kL）は，屋外の原子炉建屋か

ら離れた場所及び原子炉建屋内に設置又は保管するこ

とで，原子炉建屋内の非常用ディーゼル発電機並びに

燃料ディタンク，原子炉建屋近傍の燃料移送ポンプ，

コントロール建屋内の充電器及び原子炉建屋内の直流

125V 蓄電池（3 系統目）と共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型直流電源設備は，電源車から直流母線までの

系統において，独立した電路で系統構成することによ

り，非常用ディーゼル発電機から直流母線までの系統

に対して，独立性を有する設計とする。 

 

 

 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の独立性

によって，可搬型直流電源設備は非常用直流電源設備

に対して独立性を有する設計とする。 

 

可搬型直流電源設備の電源車の接続箇所は，共通要

て多様性を持つ設計とする。また、可搬型直流

変換器により交流電力を直流に変換できること

で、蓄電池（安全防護系用）、蓄電池（重大事

故等対処用）及び蓄電池（3 系統目）に対し

て、多様性を持つ設計とする。 

 

直流電源用発電機は、屋外に分散して保管

し、可搬型直流変換器は、原子炉補助建屋内の

3 号炉の蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池

（重大事故等対処用）並びに 3 号炉の原子炉周

辺建屋内の 3 号炉の蓄電池（3 系統目）及びデ

ィーゼル発電機と異なる区画、かつ、4 号炉の

原子炉周辺建屋内の 4 号炉のディーゼル発電

機、蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池（重大

事故等対処用）並びに原子炉補助建屋内の 4 号

炉の蓄電池（3 系統目）と異なる区画に保管す

る。これにより、3 号炉の蓄電池（安全防護系

用）、蓄電池（重大事故等対処用）、蓄電池

（3 系統目）及びディーゼル発電機並びに 4 号

炉のディーゼル発電機、蓄電池（安全防護系

用）、蓄電池（重大事故等対処用）及び蓄電池

（3系統目）と位置的分散を図る設計とする。 

直流電源用発電機及び可搬型直流変換器を使

用した直流電源系統は、直流電源用発電機から

直流コントロールセンタまでの系統において、

独立した電路で系統構成することにより、ディ

ーゼル発電機から直流コントロールセンタまで

の直流電源系統に対して、独立した設計とす

る。 

これらの多様性及び電路の独立並びに位置的

分散によって、ディーゼル発電機を使用する設

計基準事故対処設備に対して重大事故等対処設

備としての独立性を持つ設計とする。 

直流電源用発電機の接続口は、原子炉補助建

建屋付属棟内の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発

電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系及びＨＰＣＳ系

並びにマスキングの 125V 系蓄電池（３系統

目）と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，位置的分散を図る設計とする。 

可搬型代替直流電源設備の可搬型代替低圧電

源車及び可搬型整流器は，屋外の原子炉建屋付

属棟から離れた場所に保管することで，原子炉

建屋付属棟内の２Ｃ・２Ｄ非常用ディーゼル発

電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

並びに 125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系及びＨＰＣＳ

系と共通要因によって同時に機能を損なわない

よう，位置的分散を図る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型代替直流電源設備は，可搬型代替低圧

電源車から直流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまで

の系統において，独立した電路で系統構成する

ことにより，125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系から直

流 125V 主母線盤２Ａ・２Ｂまでの系統に対し

て，独立性を有する設計とする。 

 

これらの多様性及び位置的分散並びに電路の

独立性によって，可搬型代替直流電源設備は非

常用直流電源設備に対して独立性を有する設計

とする。 

可搬型代替直流電源設備の可搬型代替低圧電



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
  

添八 10.その他発電用原子炉の附属施設－20 
 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

因によって接続できなくなることを防止するため，位

置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

 

因によって接続できなくなることを防止するため，位

置的分散を図った複数箇所に設置する設計とする。 

 

屋内に 1 箇所と原子炉周辺建屋面に 1 箇所設置

し、合計 2箇所設置する設計とする。 

 

源車及び可搬型整流器の接続箇所は，共通要因

によって接続できなくなることを防止するた

め，位置的分散を図った複数箇所に設置する設

計とする。 

 

代替所内電気設備の緊急用断路器，緊急用電源切替

箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変

圧器，AM 用 MCC 及び AM 用操作盤は，非常用所内電気

設備と異なる区画に設置することで，非常用所内電気

設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう

位置的分散を図る設計とする。 

代替所内電気設備は，独立した電路で系統構成する

ことにより，非常用所内電気設備に対して，独立性を

有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によって，代

替所内電気設備は非常用所内電気設備に対して独立性

を有する設計とする。 

 

変更なし 重大事故等対処用変圧器受電盤及び重大事故

等対処用変圧器盤を使用した代替所内電気系統

は、所内電気設備である 2 系統の非常用母線に

対して、独立した電路として設計する。 

また、電源をディーゼル発電機に対して多様

性を持った大容量空冷式発電機から給電できる

設計とする。 

重大事故等対処用変圧器受電盤及び重大事故

等対処用変圧器盤は、原子炉補助建屋内の所内

電気設備である 2 系統の非常用母線と異なる区

画に設置することで、位置的分散を図る設計と

する。 

これらの多様性及び電路の独立並びに位置的

分散によって、ディーゼル発電機を使用する設

計基準事故対処設備に対して重大事故等対処設

備としての独立性を持つ設計とする。 

タンクローリは、屋外に分散して保管するこ

とで、3 号炉及び 4 号炉の原子炉周辺建屋内の

ディーゼル発電機と位置的分散を図る設計とす

る。 

 

代替所内電気設備の緊急用メタルクラッド開

閉装置及び緊急用パワーセンタは，屋内（常設

代替高圧電源装置置場）に設置することで，非

常用所内電気設備と共通要因によって同時に機

能を損なわないよう，位置的分散を図る設計と

する。 

代替所内電気設備の緊急用モータコントロー

ルセンタは，屋内（常設代替高圧電源装置置

場）及び原子炉建屋廃棄物処理棟内に設置する

ことで，非常用所内電気設備と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，位置的分散を

図る設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用電源切替盤は，原

子炉建屋原子炉棟及び中央制御室内に設置する

ことで，非常用所内電気設備と共通要因によっ

て同時に機能を損なわないよう，位置的分散を

図る設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用直流 125V 主母線

盤は，原子炉建屋廃棄物処理棟内に設置するこ

とで，非常用所内電気設備と共通要因によって

同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図

る設計とする。 

代替所内電気設備は，独立した電路で系統構

成することにより，非常用所内電気設備に対し

て，独立性を有する設計とする。 

これらの位置的分散及び電路の独立性によっ

て，代替所内電気設備は非常用所内電気設備に

対して独立性を有する設計とする。 

燃料給油設備のタンクローリは，屋内（常設
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

代替高圧電源装置置場）の２Ｃ・２Ｄ非常用デ

ィーゼル発電機燃料移送ポンプ及び高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポンプから

離れた屋外に分散して保管することで，屋内

（常設代替高圧電源装置置場）の２Ｃ・２Ｄ非

常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ及び高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポン

プと共通要因によって同時に機能を損なわない

よう，位置的分散を図る設計とする。 

可搬型設備用軽油タンクは，軽油貯蔵タンク

と離れた屋外に設置することで，共通要因によ

って同時に機能を損なわないよう，位置的分散

を図る設計とする。 

燃料給油設備の常設代替高圧電源装置燃料移

送ポンプは，屋内（常設代替高圧電源装置置

場）の非常用交流電源設備２Ｃ系，２Ｄ系及び

ＨＰＣＳ系と異なる区画に設置することで，屋

内（常設代替高圧電源装置置場）の２Ｃ・２Ｄ

非常用ディーゼル発電機燃料移送ポンプ及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料移送ポ

ンプと共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう位置的分散を図る設計とする。 

燃料補給設備のタンクローリ（4kL）は，原子炉建

屋近傍の燃料移送ポンプから離れた屋外に分散して保

管することで，燃料移送ポンプと共通要因によって同

時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とす

る。 

軽油タンクは，屋外に分散して設置することで，共

通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分

散を図る設計とする。 

 

変更なし    

10.2.2.2 悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

10.2.2.2 悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

10.2.2.2悪影響防止 

基本方針については、 「1．1．7．1 多様

10.2.2.2 悪影響防止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備の第一ガスタービン発電機，

第一ガスタービン発電機用燃料タンク及び第一ガスタ

ービン発電機用燃料移送ポンプは，通常時は遮断器等

により接続先の系統から隔離し，重大事故等時に遮断

器操作等により重大事故等対処設備としての系統構成

とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

常設代替交流電源設備のタンクローリ（16kL）は，

接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接

続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

常設代替交流電源設備の軽油タンクは，重大事故等

時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

第一ガスタービン発電機及び第一ガスタービン発電

機用燃料移送ポンプは，飛散物となって他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の電源車及びタンクローリ

（4kL）は，接続先の系統と分離して保管し，重大事

故等時に接続，弁操作，遮断器操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の軽油タンクは，重大事故

等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系

統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

電源車は治具や輪留めによる固定等をすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブル

（常設）は，接続先の系統と分離し，重大事故等時に

接続等により重大事故等対処設備としての系統構成と

分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備の第一ガスタービン発電機，

第一ガスタービン発電機用燃料タンク及び第一ガスタ

ービン発電機用燃料移送ポンプは，通常時は遮断器等

により接続先の系統から隔離し，重大事故等時に遮断

器操作等により重大事故等対処設備としての系統構成

とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

常設代替交流電源設備のタンクローリ（16kL）は，

接続先の系統と分離して保管し，重大事故等時に接

続，弁操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

常設代替交流電源設備の軽油タンクは，重大事故等

時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

第一ガスタービン発電機及び第一ガスタービン発電

機用燃料移送ポンプは，飛散物となって他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の電源車及びタンクローリ

（4kL）は，接続先の系統と分離して保管し，重大事

故等時に接続，弁操作，遮断器操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の軽油タンクは，重大事故

等時に弁操作等により重大事故等対処設備としての系

統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

電源車は治具や輪留めによる固定等をすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブル

（常設）は，接続先の系統と分離し，重大事故等時に

接続等により重大事故等対処設備としての系統構成と

性、位置的分散、悪影響防止等」に示す。 

大容量空冷式発電機による代替電源（交流）

からの給電に使用する大容量空冷式発電機は、

遮断器操作等によって、設計基準対象施設とし

て使用する系統構成から重大事故等対処設備と

しての系統構成とすることで、他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。大容量空冷式発電

機による代替電源（交流）からの給電に使用す

る大容量空冷式発電機用燃料タンク及び大容量

空冷式発電機用給油ポンプは、他の設備から独

立して使用可能とすることにより、他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

号炉間電力融通電路を使用した号炉間融通に

よる代替電源（交流）からの給電に使用する号

炉間電力融通電路は、通常時に接続先の系統と

分離された状態であること及び重大事故等時は

重大事故等対処設備として系統構成すること

で、他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。号炉間電力融通電路を使用した号炉間融通

による代替電源（交流）からの給電に使用する

ディーゼル発電機は、遮断器操作等によって、

設計基準対象施設として使用する系統構成から

重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

とで、他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。号炉間電力融通電路を使用した号炉間融通

による代替電源（交流）からの給電に使用する

燃料油貯油そうは、設計基準対象施設として使

用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設

備として使用することで、他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）による代替電源（交流）からの給電に使用

する発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、通常時に接続先の系統と分離された状

置的分散，悪影響防止等」に示す。 

常設代替交流電源設備の常設代替高圧電源装

置は，通常時は遮断器等により接続先の系統か

ら隔離し，重大事故等時に遮断器操作等により

重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

とで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

常設代替高圧電源装置は，飛散物となって他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替交流電源設備の可搬型代替低圧電

源車は，接続先の系統と分離して保管し，重大

事故等時に接続，遮断器操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料給油設備の可搬型設備用軽油タンクは，

重大事故等時に弁操作等により重大事故等対処

設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型代替低圧電源車は連結材や輪留めによ

る固定等をすることで，他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。 

所内常設直流電源設備の 125V 系蓄電池Ａ

系・Ｂ系は，通常時は設計基準事故対処設備と

して使用する場合と同じ系統構成とし，重大事

故等対処設備としての系統構成とすることで，

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

常設代替直流電源設備の緊急用 125V 系蓄電

池は，重大事故等時に通常時と同じ系統構成で

重大事故等対処設備として使用することで，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

所内常設直流電源設備（３系統目）の 125V 

系蓄電池（３系統目）は，遮断器等により接続

先の系統から隔離し，重大事故等時に遮断器操

作等により重大事故等対処設備としての系統構
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブル

（可搬型）は，接続先の系統と分離して保管し，重大

事故等時に接続等により重大事故等対処設備としての

系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は治具による固

定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

所内蓄電式直流電源設備の直流 125V蓄電池 A，直流

125V 蓄電池 A-2，直流 125V 充電器 A 及び直流 125V 充

電器 A-2 は，通常時は設計基準事故対処設備として使

用する場合と同じ系統構成とし，重大事故等時に遮断

器操作等により重大事故等対処設備としての系統構成

とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備

の AM 用直流 125V 蓄電池及び AM 用直流 125V 充電器

は，通常時は非常用直流電源設備と分離し，重大事故

等時に通常時と同じ系統構成で重大事故等対処設備と

して使用する，及び遮断器等により重大事故等対処設

備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

 

 

 

 

 

可搬型直流電源設備の AM 用直流 125V 充電器は，通

常時は非常用直流電源設備と分離し，重大事故等時に

通常時と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使

用する，及び遮断器等により重大事故等対処設備とし

ての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼ

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

号炉間電力融通電気設備の号炉間電力融通ケーブル

（可搬型）は，接続先の系統と分離して保管し，重大

事故等時に接続等により重大事故等対処設備としての

系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は治具による固

定等をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

所内蓄電式直流電源設備の直流 125V蓄電池 A，直流

125V蓄電池 A-2，直流 125V充電器 A及び直流 125V充

電器 A-2 は，通常時は設計基準事故対処設備として使

用する場合と同じ系統構成とし，重大事故等時に遮断

器操作等により重大事故等対処設備としての系統構成

とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備

の AM 用直流 125V 蓄電池及び AM 用直流 125V 充電器

は，通常時は非常用直流電源設備と分離し，重大事故

等時に通常時と同じ系統構成で重大事故等対処設備と

して使用する，及び遮断器等により重大事故等対処設

備としての系統構成とすることで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，重大事故等

発生前（通常時）の隔離された状態から遮断器等の操

作により重大事故等対処設備としての系統構成とする

ことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

可搬型直流電源設備の AM 用直流 125V 充電器は，通

常時は非常用直流電源設備と分離し，重大事故等時に

通常時と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使

用する，及び遮断器等により重大事故等対処設備とし

ての系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼ

態であること及び重大事故等時は重大事故等対

処設備としての系統構成とすることで、他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。また、発

電機車（高圧発電機車又は中容量発電機車）

は、設置場所において車輪止めによって固定す

ることで、他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）を使用し

た号炉間融通による代替電源（交流）からの給

電に使用する予備ケーブル（号炉間電力融通

用）は、通常時に接続先の系統と分離された状

態であること及び重大事故等時は重大事故等対

処設備としての系統構成とすることで、他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。予備ケー

ブル（号炉間電力融通用）を使用した号炉間融

通による代替電源（交流）からの給電に使用す

るディーゼル発電機は、遮断器操作等によっ

て、設計基準対象施設として使用する系統構成

から重大事故等対処設備としての系統構成とす

ることで、他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。予備ケーブル（号炉間電力融通用）を

使用した号炉間融通による代替電源（交流）か

らの給電に使用する燃料油貯油そうは、設計基

準対象施設として使用する場合と同じ系統構成

で重大事故等対処設備として使用することで、

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

蓄電池（安全防護系用）による非常用電源

（直流）からの給電に使用する蓄電池（安全防

護系用）は、設計基準対象施設として使用する

場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備とし

て使用することで、他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

蓄電池（重大事故等対処用）による代替電源

（直流）からの給電に使用する蓄電池（重大事

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

可搬型代替直流電源設備の可搬型代替低圧電

源車及び可搬型整流器は，接続先の系統と分離

して保管し，重大事故等時に接続，遮断器操作

等により重大事故等対処設備としての系統構成

とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

代替所内電気設備の緊急用メタルクラッド開

閉装置，緊急用パワーセンタ，緊急用モータコ

ントロールセンタ，緊急用電源切替盤及び緊急

用直流 125V 主母線盤は，遮断器等により接続

先の系統から隔離し，重大事故等時に遮断器操

作等により重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。 

燃料給油設備のタンクローリは，接続先の系

統と分離して保管し，重大事故等時に接続，弁

操作等により重大事故等対処設備としての系統

構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

燃料給油設備の軽油貯蔵タンクは，重大事故

等時に弁操作等により重大事故等対処設備とし

ての系統構成とすることで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

タンクローリは連結材や輪留めによる固定等

をすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプは，通

常時は弁等により接続先の系統から隔離し，重

大事故等時に弁操作等により重大事故等対処設

備として系統構成とすることで，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

さない設計とする。 

可搬型直流電源設備の電源車及びタンクローリ

（4kL）は，接続先の系統と分離して保管し，重大事

故等時に接続，弁操作，遮断器操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型直流電源設備の軽油タンクは，重大事故等時

に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

代替所内電気設備の緊急用断路器，緊急用電源切替

箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変

圧器，AM 用 MCC 及び AM 用操作盤は，通常時は遮断器

等により接続先の系統から隔離し，重大事故等時に遮

断器操作等により重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

代替所内電気設備の AM用切替盤，非常用高圧母線 C

系及び非常用高圧母線 D 系は，重大事故等時に遮断器

操作等により重大事故等対処設備としての系統構成と

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

燃料補給設備のタンクローリ（4kL）は，接続先の

系統と分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作

等により重大事故等対処設備としての系統構成とする

ことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料補給設備の軽油タンクは，重大事故等時に弁操

作等により重大事故等対処設備としての系統構成とす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

タンクローリ（4kL）及びタンクローリ（16kL）は

治具や輪留めによる固定等をすることで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

さない設計とする。 

可搬型直流電源設備の電源車及びタンクローリ

（4kL）は，接続先の系統と分離して保管し，重大事

故等時に接続，弁操作，遮断器操作等により重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

可搬型直流電源設備の軽油タンクは，重大事故等時

に弁操作等により重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

代替所内電気設備の緊急用断路器，緊急用電源切替

箱断路器，緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変

圧器，AM 用 MCC 及び AM 用操作盤は，通常時は遮断器

等により接続先の系統から隔離し，重大事故等時に遮

断器操作等により重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

代替所内電気設備の AM用切替盤，非常用高圧母線 C

系及び非常用高圧母線 D 系は，重大事故等時に遮断器

操作等により重大事故等対処設備としての系統構成と

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

燃料補給設備のタンクローリ（4kL）は，接続先の

系統と分離して保管し，重大事故等時に接続，弁操作

等により重大事故等対処設備としての系統構成とする

ことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

燃料補給設備の軽油タンクは，重大事故等時に弁操

作等により重大事故等対処設備としての系統構成とす

ることで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

タンクローリ（4kL）及びタンクローリ（16kL）は

治具や輪留めによる固定等をすることで，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

故等対処用）は、遮断器操作等によって、設計

基準対象施設として使用する系統構成から重大

事故等対処設備としての系統構成とすること

で、他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

蓄電池（3 系統目）による代替電源（直流）

からの給電に使用する蓄電池（3 系統目）は、

遮断器操作等によって、設計基準対象施設とし

て使用する系統構成から重大事故等対処設備と

しての系統構成とすることで、他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 

直流電源用発電機及び可搬型直流変換器によ

る代替電源（直流）からの給電に使用する直流

電源用発電機及び可搬型直流変換器は、通常時

に接続先の系統と分離された状態であること及

び重大事故等時は重大事故等対処設備としての

系統構成とすることで、他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。また、直流電源用発電機

及び可搬型直流変換器は、設置場所において車

輪止めによって固定することで、他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

代替所内電気設備による給電に使用する大容

量空冷式発電機、重大事故等対処用変圧器受電

盤及び重大事故等対処用変圧器盤は、遮断器操

作等によって、通常時の系統構成から重大事故

等対処設備としての系統構成とすることで、他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。代替

所内電気設備による給電に使用する大容量空冷

式発電機用燃料タンク及び大容量空冷式発電機

用給油ポンプは、他の設備から独立して使用可

能とすることにより、他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

燃料補給に使用する燃料油貯蔵タンクは、他

の設備から独立して使用可能なことにより、他
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。燃料

補給に使用するタンクローリは、通常時に接続

先の系統と分離された状態であること及び重大

事故等時は重大事故等対処設備としての系統構

成とすることで、他の設備に悪影響を及ぼさな

い設計とする。また、タンクローリは、設置場

所において車輪止めによって固定することで、

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ディーゼル発電機による給電に使用するディ

ーゼル発電機及び燃料油貯油そうは、設計基準

対象施設として使用する場合と同じ系統構成で

重大事故等対処設備として使用することで、他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

10.2.2.3 共用の禁止 

基本方針については，「1.1.7.1 多様性，位置的

分散，悪影響防止等」に示す。 

第一ガスタービン発電機，第一ガスタービン発電機

用燃料タンク，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポ

ンプ及び緊急用断路器は，共用により第一ガスタービ

ン発電機から自号炉だけでなく他号炉にも電力の供給

が可能となり，安全性の向上を図れることから，6 号

及び 7 号炉で共用する設計とする。第一ガスタービン

発電機，第一ガスタービン発電機用燃料タンク，第一

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ及び緊急用断路

器は，共用により悪影響を及ぼさないよう，6 号及び

7 号炉を断路器等により系統を隔離して使用する設計

とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，共用により 6

号及び 7 号炉相互間での電力融通を可能とし，安全性

の向上を図れることから，6 号及び 7 号炉で共用する

設計とする。号炉間電力融通ケーブル（常設）は，共

用により悪影響を及ぼさないよう，通常時は接続先の

系統と分離した状態で設置する設計とする。 

 

変更なし 

10.2.2.3共用の禁止 

基本方針については、「1．1．7．1 多様

性、位置的分散、悪影響防止等」に示す。 

号炉間電力融通電路を使用した他号炉のディ

ーゼル発電機（燃料油貯油そう含む）からの号

炉間電力融通は、号炉間電力融通電路を手動で

3 号炉及び 4 号炉の非常用高圧母線間を接続

し、遮断器を投入することにより、重大事故等

の対応に必要となる電力を供給可能となり、安

全性の向上を図ることができることから、3 号

炉及び 4号炉で共用する設計とする。 

これらの設備は、共用により悪影響を及ぼさ

ないよう、重大事故等発生時以外、号炉間電力

融通電路を非常用高圧母線の遮断器から切り離

し、遮断器を開放することにより他号炉と分離

が可能な設計とする。 

なお、ディーゼル発電機及び燃料油貯油そう

は、重大事故等時に号炉間電力融通を行う場合

のみ 3号炉及び 4号炉共用とする。 

燃料油貯蔵タンクは、可搬型ディーゼル注入
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

軽油タンクは，第一ガスタービン発電機，電源車，

可搬型代替注水ポンプ（A-1 級），可搬型代替注水ポ

ンプ（A-2 級），大容量送水車（熱交換器ユニット

用），大容量送水車（原子炉建屋放水設備用），大容

量送水車（海水取水用），モニタリング・ポスト用発

電機及び 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備の燃料を貯蔵しており，共用により他号炉のタ

ンクに貯蔵している燃料も使用可能となり，安全性の

向上が図られることから，6 号及び 7 号炉で共用する

設計とする。軽油タンクは，共用により悪影響を及ぼ

さないよう，6 号及び 7 号炉で必要な重大事故等対処

設備の燃料を確保するとともに，号炉の区分けなくタ

ンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）を用い

て燃料を利用できる設計とする。 

なお，軽油タンクは，重大事故等時に重大事故等対

処設備へ燃料補給を実施する場合のみ 6 号及び 7 号炉

共用とする。 

 

ポンプ、移動式大容量ポンプ車、使用済燃料ピ

ット監視装置用空気供給システムの発電機、水

中ポンプ用発電機、大容量空冷式発電機、ディ

ーゼル発電機、発電機車（高圧発電機車又は中

容量発電機車）、直流電源用発電機及び代替緊

急時対策所用発電機の燃料を貯蔵しており、共

用により他号炉のタンクに貯蔵している燃料も

使用可能となり、安全性の向上が図られること

から、3 号炉及び 4 号炉で共用する設計とす

る。 

燃料油貯蔵タンクは、共用により悪影響を及

ぼさないよう、3 号炉及び 4 号炉で補機駆動用

の燃料を確保するとともに、号炉の区分けなく

タンクローリを用いて燃料を吸入できる設計と

する。 

なお、燃料油貯蔵タンクは、重大事故等時に

重大事故等対処設備へ燃料補給を実施する場合

のみ 3号炉及び 4号炉共用とする。 

10.2.2.4 容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示

す。 

第一ガスタービン発電機は，想定される重大事故等

時において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破

損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び

運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するた

めに必要な容量を有する設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，想定され

る重大事故等時において，タンクローリ（16kL）で燃

料を補給するまでの間，第一ガスタービン発電機に燃

料を補給可能な容量を有する設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，想定

される重大事故等時において，第一ガスタービン発電

機の運転に必要な燃料を補給できるポンプ容量を有す

る設計とする。 

10.2.2.4 容量等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に示

す。 

第一ガスタービン発電機は，想定される重大事故等

時において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破

損，使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び

運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するた

めに必要な容量を有する設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，想定され

る重大事故等時において，タンクローリ（16kL）で燃

料を補給するまでの間，第一ガスタービン発電機に燃

料を補給可能な容量を有する設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，想定

される重大事故等時において，第一ガスタービン発電

機の運転に必要な燃料を補給できるポンプ容量を有す

る設計とする。 

10.2.2.4 容量等 

基本方針については、「1．1．7．2 容量

等」に示す。 

大容量空冷式発電機は、常設代替電源とし

て、重大事故等対策の有効性を確認する事故シ

ーケンス等のうち必要な負荷が最大となる「外

部電源喪失時に非常用所内交流動力電源が喪失

し、原子炉補機冷却機能の喪失及び RCP シール

LOCA が発生する事故」の対処のために必要な

負荷容量に対して十分である発電機容量を有す

る設計とする。 

大容量空冷式発電機用燃料タンクは、夜間の

燃料補給作業や厳しい作業環境の回避等を考慮

した燃料補給時間に対して、燃料消費量を考慮

して十分な容量の燃料を有する設計とする。 

大容量空冷式発電機用給油ポンプは、大容量

10.2.2.3 容 量 等 

基本方針については，「1.1.7.2 容量等」に

示す。 

常設代替高圧電源装置は，想定される重大事

故等時において，炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等

の著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の

著しい損傷を防止するために必要な容量を有す

る設計とする。 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプは，想

定される重大事故等時において，常設代替高圧

電源装置の運転に必要な燃料を補給できるポン

プ容量を有する設計とする。 

可搬型代替低圧電源車は，想定される重大事

故等時において，最低限必要な設備に電力を供

給できる容量を有するものを 1 セット 2 台使
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

電源車は，想定される重大事故等時において，最低

限必要な設備に電力を供給できる容量を有するものを

1 セット 2 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共

用で 4 セット 8 台に加えて，故障時及び保守点検によ

る待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び

7号炉共用）の合計 9台を保管する。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，想定される重

大事故等時において，必要な設備に電力を供給できる

容量を有する設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，想定される

重大事故等時において，必要な設備に電力を供給でき

る容量を有するものを 1 式として使用する。保有数

は，号炉間電力融通ケーブル（常設）の故障時及び保

守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 式

（6号及び 7号炉共用）を保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源車は，想定される重大事故等時において，最低

限必要な設備に電力を供給できる容量を有するものを

1 セット 2 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共

用で 4 セット 8 台に加えて，故障時及び保守点検によ

る待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び

7号炉共用）の合計 9台を保管する。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，想定される重

大事故等時において，必要な設備に電力を供給できる

容量を有する設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，想定される

重大事故等時において，必要な設備に電力を供給でき

る容量を有するものを 1 式として使用する。保有数

は，号炉間電力融通ケーブル（常設）の故障時及び保

守点検による待機除外時のバックアップ用として 1 式

（6号及び 7号炉共用）を保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空冷式発電機の連続運転に必要な燃料を供給で

きるポンプ流量を有する設計とする。 

燃料油貯蔵タンクは、重大事故等発生後 7 日

間、重大事故等対処設備の連続運転に必要な燃

料に対して十分であるタンク容量を有する設計

とする。 

タンクローリは、ディーゼル発電機又は大容

量空冷式発電機、発電機車（高圧発電機車又は

中容量発電機車）、直流電源用発電機、可搬型

ディーゼル注入ポンプ、移動式大容量ポンプ

車、水中ポンプ用発電機、使用済燃料ピット監

視装置用空気供給システムの発電機及び代替緊

急時対策所用発電機の連続運転に必要な燃料を

補給できるタンク容量を有するものを 3 号炉及

び 4 号炉で 1 セット 1 台使用する。保有数は、

3 号炉及び 4 号炉で 1 セット 1 台、故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアップ用と

して 2 台の合計 3 台（3 号及び 4 号炉共用）を

保管する。 

号炉間電力融通電路は、重大事故等時の対処

に必要な交流電力を融通することができる容量

を有する設計とする。 

ディーゼル発電機は、設計基準事故対処設備

の電源機能と兼用しており、設計基準事故時に

使用する場合の発電機容量が、重大事故等の収

束に必要な容量に対して十分であるため、 

設計基準事故対処設備の発電機容量と同仕様

の設計とする。 

燃料油貯油そうは、設計基準事故対処設備の

燃料貯蔵機能と兼用しており、設計基準事故時

に使用する場合のタンク容量が、燃料油貯蔵タ

ンクと組み合わせて重大事故等発生後 7 日間に

わたりディーゼル発電機の連続運転に必要な燃

料に対して十分であるため、設計基準事故対処

用する。保有数は，2 セット 4 台に加えて，

故障時及び保守点検による待機除外時のバック

アップ用として 1 台の合計 5 台を保管する。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直流 125V蓄電池 A，直流 125V蓄電池 A-2及び AM用

直流 125V 蓄電池は，想定される重大事故等時におい

て，負荷の切り離しを行わず 8 時間，その後必要な負

荷以外を切り離して 16 時間の合計 24 時間にわたり必

要な設備に電力を供給できる容量を有する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直流 125V蓄電池 A，直流 125V蓄電池 A-2及び AM用

直流 125V 蓄電池は，想定される重大事故等時におい

て，負荷の切り離しを行わず 8 時間，その後必要な負

荷以外を切り離して 16 時間の合計 24 時間にわたり必

要な設備に電力を供給できる容量を有する設計とす

る。 

 

 

 

 

 

設備のタンク容量と同仕様の設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、設計基準事故対処設備の電源が喪失す

る重大事故等時に最低限必要な交流負荷へ電力

を供給するために必要な発電機容量を有するも

のを 3 号炉及び 4 号炉それぞれで 1 セット 1台

使用する。 

保有数は、3 号炉及び 4 号炉それぞれで 2 セ

ット 2 台、故障時及び保守点検による待機除外

時のバックアップ用として 2 台の合計 6 台（3

号及び 4号炉共用）を保管する。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）は、重大

事故等時の対処に必要な交流電力を送電するこ

とができる容量を有する設計とする。また、3

号炉及び 4 号炉の非常用高圧母線間を接続でき

る十分な長さを有するケーブルを 3 号炉及び 4

号炉で 1セット 12本使用する。保有数は、3号

炉及び 4 号炉で 1 セット 12 本、保守点検は目

視点検及び絶縁抵抗測定であり、保守点検中で

も使用可能であるため、保守点検用は考慮せず

に、故障時のバックアップ用として 1セット 12

本の合計 24本（3号及び 4号炉共用）を保管す

る。 

蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池（重大事

故等対処用）は、組み合わせて使用することで

8 時間、必要な負荷以外を切り離すことによ

り、さらに 16 時間にわたって電力を供給でき

る容量に対して十分である蓄電池容量を有する

設計とする。 

これらの蓄電池を組み合わせて使用すること

で、全交流動力電源喪失の発生から 24 時間に

わたって電力を供給できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系は，想定される重

大事故等時において，1 時間以内に中央制御室

において行う簡易な操作での切り離し以外の負

荷の切り離しを行わず 8 時間，その後必要な

負荷以外を切り離して 16 時間の合計 24 時間

にわたり必要な設備に電力を供給できる容量を

有する設計とする。 

緊急用 125V 系蓄電池は，想定される重大事

故等時において，負荷の切り離しを行わずに

24 時間にわたり必要な設備に電力を供給でき

る容量を有する設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

AM 用直流 125V 充電器は，想定される重大事故等時

において，必要な設備に電力を供給できる容量を有す

る設計とする。 

緊急用断路器，緊急用電源切替箱断路器，緊急用電

源切替箱接続装置，AM 用動力変圧器及び AM 用 MCC

は，想定される重大事故等時において，必要な設備に

電力を供給できる容量を有する設計とする。 

軽油タンクは，設計基準事故対処設備と兼用してお

り，設計基準事故対処設備としての容量が，想定され

る重大事故等時において，その機能を発揮することが

必要な重大事故等対処設備が，事故後 7 日間連続運転

するために必要となる燃料を供給できる容量を有して

いるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計す

る。 

タンクローリ（16kL）は，想定される重大事故等時

において，第一ガスタービン発電機用燃料タンクに，

燃料を補給できる容量を有するものを 1 セット 1 台使

用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 1

台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共用）の

合計 2台を保管する。 

タンクローリ（4kL）は，想定される重大事故等時

において，その機能を発揮することが必要な重大事故

等対処設備に，燃料を補給できる容量を有するものを

1 セット 3 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共

用で 1 セット 3 台に加えて，故障時及び保守点検によ

直流 125V蓄電池（3系統目）は，想定される重大事

故等時において，1 時間以内に中央制御室において行

う簡易な操作以外での負荷の切り離しを行わず 24 時

間にわたり必要な設備に電力を供給できる容量を有す

る設計とする。 

 

 

 

AM 用直流 125V 充電器は，想定される重大事故等時

において，必要な設備に電力を供給できる容量を有す

る設計とする。 

緊急用断路器，緊急用電源切替箱断路器，緊急用電

源切替箱接続装置，AM 用動力変圧器及び AM 用 MCC

は，想定される重大事故等時において，必要な設備に

電力を供給できる容量を有する設計とする。 

軽油タンクは，設計基準事故対処設備と兼用してお

り，設計基準事故対処設備としての容量が，想定され

る重大事故等時において，その機能を発揮することが

必要な重大事故等対処設備が，事故後 7 日間連続運転

するために必要となる燃料を供給できる容量を有して

いるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計す

る。 

タンクローリ（16kL）は，想定される重大事故等時

において，第一ガスタービン発電機用燃料タンクに，

燃料を補給できる容量を有するものを 1 セット 1 台使

用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共用で 1 セット 1

台に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時の

バックアップ用として 1 台（6 号及び 7 号炉共用）の

合計 2台を保管する。 

タンクローリ（4kL）は，想定される重大事故等時

において，その機能を発揮することが必要な重大事故

等対処設備に，燃料を補給できる容量を有するものを

1 セット 3 台使用する。保有数は，6 号及び 7 号炉共

用で 1 セット 3 台に加えて，故障時及び保守点検によ

蓄電池（3 系統目）は、負荷切り離し（中央

制御室及び隣接する継電器室において簡易な操

作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）

を行わずに 8 時間、その後、必要な負荷以外を

切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわたり

電力の供給を行うことができる容量に対して十

分であることを確認した蓄電池容量を有する設

計とする。 

直流電源用発電機及び可搬型直流変換器は、

それぞれ 1 セット 1 台で重大事故等の対処に必

要な容量を有する設計とする。 

直流電源用発電機の保有数は、3 号炉及び 4

号炉それぞれで 2 セット 2 台に故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用として

2 台の合計 6 台（3 号及び 4 号炉共用）を分散

して保管する。 

可搬型直流変換器の保有数は、3 号炉及び 4

号炉それぞれで 2 セット 2 台に故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用として

2 台の合計 6 台（3 号及び 4 号炉共用）を保管

する。 

代替所内電気設備である重大事故等対処用変

圧器受電盤及び重大事故等対処用変圧器盤は、

所内電気設備である 2 系統の非常用母線等の機

能が喪失したことにより発生する重大事故等の

対応に必要な設備に電力を供給できる容量を有

する設計とする。 

125V 系蓄電池（３系統目）は，想定される

重大事故等時において，1 時間以内に中央制御

室において行う簡易な操作での切り離し以外の

負荷の切り離しを行わず 8 時間，その後必要

な負荷以外を切り離して 16 時間の合計 24 時

間にわたり必要な設備に電力を供給できる容量

を有する設計とする。 

 

 

 

 

緊急用メタルクラッド開閉装置，緊急用パワ

ーセンタ，緊急用モータコントロールセンタ，

緊急用電源切替盤及び緊急用直流 125V 主母線

盤は，想定される重大事故等時において，必要

な設備に電力を供給できる容量を有する設計と

する。 

軽油貯蔵タンクは，設計基準事故対処設備と

兼用しており，設計基準事故対処設備としての

容量が，想定される重大事故等時において，そ

の機能を発揮することが必要な重大事故等対処

設備が，事故後 7 日間連続運転するために必

要となる燃料を供給できる容量を有しているた

め，設計基準事故対処設備と同仕様で設計す

る。 

可搬型設備用軽油タンクは，想定される重大

事故等時において，その機能を発揮することが

必要な重大事故等対処設備が，事故後 7 日間

連続運転するために必要となる燃料を供給でき

る容量を有する設計とする。 

タンクローリは，想定される重大事故等時に

おいて，その機能を発揮することが必要な重大

事故等対処設備に，燃料を補給できる容量を有

するものを 1 セット 2 台使用する。保有数
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 
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（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

る待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び

7号炉共用）の合計 4台を保管する。 

 

る待機除外時のバックアップ用として 1 台（6 号及び

7号炉共用）の合計 4台を保管する。 

 

は，1 セット 2 台に加えて，故障時及び保守

点検による待機除外時のバックアップ用として

3 台の合計 5 台を保管する。 

可搬型代替低圧電源車及び可搬型整流器は，

想定される重大事故等時において，その機能を

発揮することが必要な重大事故等対処設備に，

電力を供給できる容量を有するものを可搬型代

替低圧電源車 1 台及び可搬型整流器 4 台を 1 

セットとして使用し，24 時間にわたり必要な

設備に電力を供給できる容量を有する設計とす

る。可搬型代替低圧電源車は，可搬型代替交流

電源設備と兼用しており，保有数は，2 セット

2 台に加えて，故障時及び保守点検による待機

除外時のバックアップ用として 1 台の合計 3 

台を保管する。 

可搬型整流器の保有数は，2 セット 8 台に

加えて，故障時及び保守点検による待機除外時

のバックアップ用として 1 台の合計 9 台を保

管する。 

10.2.2.5 環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に

示す。 

第一ガスタービン発電機，第一ガスタービン発電機

用燃料タンク及び第一ガスタービン発電機用燃料移送

ポンプは，屋外に設置し，想定される重大事故等時に

おける環境条件を考慮した設計とする。 

第一ガスタービン発電機の操作は，想定される重大

事故等時において，中央制御室で可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの系統構成に

必要な弁の操作は，想定される重大事故等時におい

て，設置場所で可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの操作

は，想定される重大事故等時において，設置場所で可

能な設計とする。 

10.2.2.5 環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件等」に

示す。 

第一ガスタービン発電機，第一ガスタービン発電機

用燃料タンク及び第一ガスタービン発電機用燃料移送

ポンプは，屋外に設置し，想定される重大事故等時に

おける環境条件を考慮した設計とする。 

第一ガスタービン発電機の操作は，想定される重大

事故等時において，中央制御室で可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクの系統構成に

必要な弁の操作は，想定される重大事故等時におい

て，設置場所で可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプの操作

は，想定される重大事故等時において，設置場所で可

能な設計とする。 

10．2．2．5環境条件等 

基本方針については、「1．1．7．3 環境条

件等」に示す。 

大容量空冷式発電機は、屋外に設置し、重大

事故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。操作は中央制御室及び設置場所で可能な設

計とする。 

大容量空冷式発電機用燃料タンク、大容量空

冷式発電機用給油ポンプ、燃料油貯蔵タンク及

び燃料油貯油そうは、屋外に設置し、重大事故

等時における環境条件を考慮した設計とする。 

タンクローリ、発電機車（高圧発電機車又は

中容量発電機車）及び直流電源用発電機は、屋

外に保管及び設置し、重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。操作は設置場所

10.2.2.4 環境条件等 

基本方針については，「1.1.7.3 環境条件

等」に示す。 

常設代替高圧電源装置は，屋外（常設代替高

圧電源装置置場）に設置し，想定される重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。常設代替高圧電源装置の操作は，想定され

る重大事故等時において，中央制御室及び設置

場所で可能な設計とする。 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプの操作

は，想定される重大事故等時において，中央制

御室で可能な設計とする。常設代替高圧電源装

置燃料移送ポンプは，屋内（常設代替高圧電源

装置置場）に設置し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。 

 



変更前後比較表（添付書類八 10.その他発電用原子炉の附属施設） 
  

添八 10.その他発電用原子炉の附属施設－31 
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（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

電源車は，屋外に保管及び設置し，想定される重大

事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

電源車の常設設備との接続及び操作は，想定される

重大事故等時において，設置場所で可能な設計とす

る。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，コントロール

建屋に設置し，想定される重大事故等時における環境

条件を考慮した設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）の操作は想定され

る重大事故等時において設置場所で可能な設計とす

る。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，屋外に保管

及びコントロール建屋内に設置し，想定される重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）の常設設備との

接続及び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

直流 125V蓄電池 A，直流125V蓄電池 A-2，直流125V

充電器 A 及び直流 125V 充電器 A-2 は，コントロール

建屋に設置し，想定される重大事故等時における環境

条件を考慮した設計とする。 

AM 用直流 125V 蓄電池及び AM 用直流 125V 充電器

は，原子炉建屋内の原子炉区域外に設置し，想定され

る重大事故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源車は，屋外に保管及び設置し，想定される重大

事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

電源車の常設設備との接続及び操作は，想定される

重大事故等時において，設置場所で可能な設計とす

る。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，コントロール

建屋に設置し，想定される重大事故等時における環境

条件を考慮した設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）の操作は想定され

る重大事故等時において設置場所で可能な設計とす

る。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，屋外に保管

及びコントロール建屋内に設置し，想定される重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）の常設設備との

接続及び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

直流125V蓄電池A，直流 125V蓄電池A-2，直流125V

充電器 A 及び直流 125V 充電器 A-2 は，コントロール

建屋に設置し，想定される重大事故等時における環境

条件を考慮した設計とする。 

AM 用直流 125V 蓄電池及び AM 用直流 125V 充電器

は，原子炉建屋内の原子炉区域外に設置し，想定され

る重大事故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。 

直流 125V蓄電池（3系統目）は，原子炉建屋内の原

子炉区域外に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

で可能な設計とする。 

号炉間電力融通電路は、原子炉補助建屋内及

び 4 号炉の原子炉周辺建屋内に設置し、重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とす

る。操作は設置場所で可能な設計とする。 

ディーゼル発電機は、3 号炉の原子炉周辺建

屋内及び 4 号炉の原子炉周辺建屋内に設置し、

重大事故等時における環境条件を考慮した設計

とする。操作は中央制御室及び設置場所で可能

な設計とする。また、常時海水を通水するため

耐腐食性材料を使用する設計とする。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）は、4 号

炉の原子炉周辺建屋内及び屋外に保管するとと

もに、原子炉補助建屋内に設置し、重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。操

作は設置場所で可能な設計とする。 

 

蓄電池（安全防護系用）、蓄電池（重大事故

等対処用）、重大事故等対処用変圧器受電盤及

び重大事故等対処用変圧器盤は、原子炉補助建

屋内に設置し、重大事故等時における環境条件

を考慮した設計とする。蓄電池（重大事故等対

処用）、重大事故等対処用変圧器受電盤及び重

大事故等対処用変圧器盤の操作は中央制御室及

び設置場所で可能な設計とする。 

蓄電池（3 系統目）は、原子炉周辺建屋に設

置し、重大事故等時における原子炉周辺建屋内

の環境条件を考慮した設計とする。操作は中央

制御室及び継電器室で可能な設計とする。 

 

 

 

 

可搬型直流変換器は、3 号炉の原子炉周辺建

可搬型代替低圧電源車は，屋外に保管及び設

置し，想定される重大事故等時における環境条

件を考慮した設計とする。 

可搬型代替低圧電源車の常設設備との接続及

び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系は，原子炉建屋付

属棟に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

 

緊急用 125V 系蓄電池は，原子炉建屋廃棄物

処理棟に設置し，想定される重大事故等時にお

ける環境条件を考慮した設計とする。 

 

125V 系蓄電池（３系統目）は，マスキング

に設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。125V 系蓄電池

（３系統目）の操作は，負荷切り離し操作の

内，8 時間以内に実施するものについては，中

央制御室から可能な設計とし，8 時間以降に実

施するものは原子炉建屋内で可能な設計とす

る。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 

 

 

 

緊急用断路器は，屋外に設置し，想定される重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

緊急用断路器の操作は想定される重大事故等時にお

いて設置場所で可能な設計とする。 

緊急用電源切替箱断路器は，コントロール建屋に設

置し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。 

緊急用電源切替箱断路器の操作は想定される重大事

故等時において設置場所で可能な設計とする。 

緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変圧器，AM

用 MCC，AM 用切替盤，AM 用操作盤，非常用高圧母線 C

系及び非常用高圧母線 D 系は，原子炉建屋内の原子炉

区域外に設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。 

緊急用電源切替箱接続装置，AM 用 MCC，AM 用切替

盤，AM用操作盤，非常用高圧母線 C系及び非常用高圧

母線 D 系の操作は想定される重大事故等時において設

置場所で可能な設計とする。 

軽油タンクは，屋外に設置し，想定される重大事故

等時における環境条件を考慮した設計とする。 

軽油タンクの系統構成に必要な弁の操作は，想定さ

れる重大事故等時において，設置場所で可能な設計と

する。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，屋外に保管及び設置し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）の

常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等

時において，設置場所で可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

緊急用断路器は，屋外に設置し，想定される重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

緊急用断路器の操作は想定される重大事故等時にお

いて設置場所で可能な設計とする。 

緊急用電源切替箱断路器は，コントロール建屋に設

置し，想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。 

緊急用電源切替箱断路器の操作は想定される重大事

故等時において設置場所で可能な設計とする。 

緊急用電源切替箱接続装置，AM 用動力変圧器，AM

用 MCC，AM 用切替盤，AM 用操作盤，非常用高圧母線 C

系及び非常用高圧母線 D 系は，原子炉建屋内の原子炉

区域外に設置し，想定される重大事故等時における環

境条件を考慮した設計とする。 

緊急用電源切替箱接続装置，AM 用 MCC，AM 用切替

盤，AM用操作盤，非常用高圧母線 C系及び非常用高圧

母線 D 系の操作は想定される重大事故等時において設

置場所で可能な設計とする。 

軽油タンクは，屋外に設置し，想定される重大事故

等時における環境条件を考慮した設計とする。 

軽油タンクの系統構成に必要な弁の操作は，想定さ

れる重大事故等時において，設置場所で可能な設計と

する。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，屋外に保管及び設置し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）の

常設設備との接続及び操作は，想定される重大事故等

時において，設置場所で可能な設計とする。 

 

屋内、原子炉補助建屋内及び 4 号炉の原子炉周

辺建屋内に保管及び設置し、重大事故等時にお

ける環境条件を考慮した設計とする。操作は設

置場所で可能な設計とする。 

 

 

 

 

緊急用メタルクラッド開閉装置及び緊急用パ

ワーセンタは，屋内（常設代替高圧電源装置置

場）に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件を考慮した設計とする。 

緊急用メタルクラッド開閉装置及び緊急用パ

ワーセンタの操作は想定される重大事故等時に

おいて中央制御室及び設置場所で可能な設計と

する。 

緊急用モータコントロールセンタは，屋内

（常設代替高圧電源装置置場）及び原子炉建屋

廃棄物処理棟に設置し，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。 

緊急用モータコントロールセンタの操作は，

想定される重大事故等時において設置場所で可

能な設計とする。 

緊急用電源切替盤は，原子炉建屋原子炉棟及

び中央制御室に設置し，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。 

緊急用電源切替盤の操作は，想定される重大

事故等時において中央制御室で可能な設計とす

る。 

緊急用直流 125V 主母線盤は，原子炉建屋廃

棄物処理棟に設置し，想定される重大事故等時

における環境条件を考慮した設計とする。 

緊急用直流 125V 主母線盤の操作は，想定さ

れる重大事故等時において設置場所で可能な設

計とする。 

軽油貯蔵タンクは，常設代替高圧電源装置置

場南側（地下）に設置し，想定される重大事故

等時における環境条件を考慮した設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

軽油貯蔵タンクの系統構成に必要な弁の操作

は，想定される重大事故等時において，中央制

御室で可能な設計とする。 

可搬型設備用軽油タンクは，屋外に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件を考

慮した設計とする。 

タンクローリは，屋外に保管及び設置し，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮

した設計とする。 

タンクローリの常設設備との接続及び操作

は，想定される重大事故等時において，設置場

所で可能な設計とする。 

10.2.2.6 操作性の確保 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び試

験・検査性」に示す。 

常設代替交流電源設備は，想定される重大事故等時

において，通常時の系統構成から遮断器操作等により

速やかに切り替えられる設計とする。 

第一ガスタービン発電機は，中央制御室の操作スイ

ッチ等により，操作が可能な設計とする。系統構成に

必要な遮断器等は，設置場所でのスイッチ操作等によ

り操作が可能な設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から遮断器操作等によ

り速やかに切り替えられる設計とする。 

電源車は，付属の操作スイッチ等により，設置場所

での操作が可能な設計とする。系統構成に必要な遮断

器等は，設置場所でのスイッチ操作等により操作が可

能な設計とする。 

電源車は，車両として屋外のアクセスルートを通行

してアクセスできる設計とするとともに，設置場所に

て輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

電源車を接続する接続箇所については，ボルト・ネ

ジ接続又はより簡便な接続とし，一般的な工具を用い

10.2.2.6 操作性の確保 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び試

験・検査性」に示す。 

常設代替交流電源設備は，想定される重大事故等時

において，通常時の系統構成から遮断器操作等により

速やかに切り替えられる設計とする。 

第一ガスタービン発電機は，中央制御室の操作スイ

ッチ等により，操作が可能な設計とする。系統構成に

必要な遮断器等は，設置場所でのスイッチ操作等によ

り操作が可能な設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から遮断器操作等によ

り速やかに切り替えられる設計とする。 

電源車は，付属の操作スイッチ等により，設置場所

での操作が可能な設計とする。系統構成に必要な遮断

器等は，設置場所でのスイッチ操作等により操作が可

能な設計とする。 

電源車は，車両として屋外のアクセスルートを通行

してアクセスできる設計とするとともに，設置場所に

て輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

電源車を接続する接続箇所については，ボルト・ネ

ジ接続又はより簡便な接続とし，一般的な工具を用い

10.2.2.6操作性の確保 

基本方針については、「1．1．7．4 操作性

及び試験・検査性について」に示す。 

大容量空冷式発電機、大容量空冷式発電機用

燃料タンク及び大容量空冷式発電機用給油ポン

プを使用した大容量空冷式発電機による代替電

源（交流）からの給電を行う系統は、重大事故

等が発生した場合でも、通常時の系統から遮断

器操作等にて速やかに切替えできる設計とす

る。大容量空冷式発電機は、中央制御室の制御

盤の操作スイッチでの操作及び付属の操作スイ

ッチにより現場での操作が可能な設計とする。 

号炉間電力融通電路、ディーゼル発電機及び

燃料油貯油そうを使用した、号炉間電力融通電

路を使用した号炉間融通による代替電源（交

流）からの給電を行う系統は、重大事故等が発

生した場合でも、通常時の系統から遮断器操作

等にて速やかに切替えできる設計とする。ま

た、ケーブル接続はコネクタ接続とし、確実に

接続できる設計とする。接続口は、3 号炉及び

4号炉とも同一規格の設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

10.2.2.5 操作性の確保 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び

試験・検査性」に示す。常設代替交流電源設備

は，想定される重大事故等時において，通常時

の系統構成から遮断器操作等により速やかに切

り替えられる設計とする。 

常設代替高圧電源装置は，中央制御室の操作

スイッチ等により，操作が可能な設計とする。

系統構成に必要な遮断器等は，設置場所でのス

イッチ操作等により操作が可能な設計とする。 

可搬型代替交流電源設備は，想定される重大

事故等時において，通常時の系統構成から遮断

器操作等により速やかに切り替えられる設計と

する。 

可搬型代替低圧電源車は，付属の操作スイッ

チ等により，設置場所での操作が可能な設計と

する。系統構成に必要な遮断器等は，中央制御

室等でのスイッチ操作等により操作が可能な設

計とする。 

可搬型代替低圧電源車は，車両として屋外の

アクセスルートを通行してアクセスできる設計

とするとともに，設置場所にて輪留めによる固
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

てケーブルを確実に接続できる設計とするとともに，

確実な接続ができるよう足場を設ける設計とする。ま

た，6 号及び 7 号炉が相互に使用できるよう，接続箇

所の形状を統一する設計とする。 

号炉間電力融通電気設備は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から遮断器操作等によ

り速やかに切り替えられる設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び号炉間電力融

通ケーブル（可搬型）は，系統構成に必要な遮断器等

を，設置場所での遮断器操作等により操作が可能な設

計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，人力による

運搬が可能な設計とし，屋外及び屋内のアクセスルー

トを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設

置場所にて固縛による固定等が可能な設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）を接続する接続

箇所については，ボルト・ネジ接続とし，接続治具を

用いてケーブルを確実に接続することが可能な設計と

する。また，6 号及び 7 号炉が相互に使用できるよ

う，接続箇所の形状を統一する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備を

含む）は，想定される重大事故等時において，通常時

の系統構成から遮断器操作等により速やかに切り替え

られる設計とする。 

 

 

 

 

てケーブルを確実に接続できる設計とするとともに，

確実な接続ができるよう足場を設ける設計とする。ま

た，6 号及び 7 号炉が相互に使用できるよう，接続箇

所の形状を統一する設計とする。 

号炉間電力融通電気設備は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から遮断器操作等によ

り速やかに切り替えられる設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び号炉間電力融

通ケーブル（可搬型）は，系統構成に必要な遮断器等

を，設置場所での遮断器操作等により操作が可能な設

計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は，人力による

運搬が可能な設計とし，屋外及び屋内のアクセスルー

トを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設

置場所にて固縛による固定等が可能な設計とする。 

号炉間電力融通ケーブル（可搬型）を接続する接続

箇所については，ボルト・ネジ接続とし，接続治具を

用いてケーブルを確実に接続することが可能な設計と

する。また，6 号及び 7 号炉が相互に使用できるよ

う，接続箇所の形状を統一する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源設備を

含む）は，想定される重大事故等時において，通常時

の系統構成から遮断器操作等により速やかに切り替え

られる設計とする。 

 

 

 

 

車）を使用した発電機車（高圧発電機車又は中

容量発電機車）による代替電源（交流）からの

給電を行う系統は、重大事故等が発生した場合

でも、通常時の系統から遮断器操作等にて速や

かに切替えできる設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、車両として移動可能な設計とするとと

もに、車輪止めを積載し、設置場所にて固定で

きる設計とする。また、ケーブル接続はコネク

タ接続とし、容易かつ確実に接続できる設計と

する。接続口は、3 号炉及び 4 号炉とも同一規

格の設計とする。発電機車（高圧発電機車又は

中容量発電機車）は、付属の操作スイッチによ

り現場での操作が可能な設計とする。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）、ディー

ゼル発電機及び燃料油貯油そうを使用した、予

備ケーブル（号炉間電力融通用）を使用した号

炉間融通による代替電源（交流）からの給電を

行う系統は、重大事故等が発生した場合でも、

通常時の系統から遮断器操作等にて速やかに切

替えできる設計とする。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）は、人力

又は車両等により運搬ができる設計とする。ま

た、ケーブル接続は専用の接続方法とし、確実

に接続できる設計とする。接続口は、3 号炉及

び 4号炉とも同一規格の設計とする。 

蓄電池（安全防護系用）を使用した蓄電池

（安全防護系用）による非常用電源（直流）か

らの給電を行う系統は、重大事故等が発生した

場合でも、設計基準対象施設として使用する場

合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として

使用する設計とする。 

蓄電池（重大事故等対処用）を使用した蓄電

池（重大事故等対処用）による代替電源（直

定等が可能な設計とする。 

可搬型代替低圧電源車を接続する接続箇所に

ついては，ボルト・ネジ接続又はより簡便な接

続とし，一般的な工具を用いてケーブルを確実

に接続できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備は，想定される重大事

故等時において，通常時の系統構成として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備

として使用する設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型直流電源設備は，想定される重大事故等時に

おいて，通常時の系統構成から弁操作及び遮断器操作

等により速やかに切り替えられる設計とする。 

代替所内電気設備は，想定される重大事故等時にお

いて，通常時の系統構成から遮断器操作等により速や

かに切り替えられる設計とする。 

緊急用断路器，緊急用電源切替箱断路器，緊急用電

源切替箱接続装置，AM 用 MCC，AM 用切替盤，AM 用操

作盤，非常用高圧母線 C 系及び非常用高圧母線 D 系

は，付属の操作スイッチ等により，設置場所での操作

が可能な設計とする。 

燃料補給設備は，想定される重大事故等時におい

て，通常時の系統構成から弁操作等により速やかに切

り替えられる設計とする。 

軽油タンクは，系統構成に必要な弁を，設置場所で

の手動操作が可能な設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，付属の操作スイッチにより，設置場所での操作が

可能な設計とし，系統構成に必要な弁は設置場所での

手動操作が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備（3 系統目）は，想定される

重大事故等時において，通常時の系統構成から遮断器

操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 

 

 

 

 

 

可搬型直流電源設備は，想定される重大事故等時に

おいて，通常時の系統構成から弁操作及び遮断器操作

等により速やかに切り替えられる設計とする。 

代替所内電気設備は，想定される重大事故等時にお

いて，通常時の系統構成から遮断器操作等により速や

かに切り替えられる設計とする。 

緊急用断路器，緊急用電源切替箱断路器，緊急用電

源切替箱接続装置，AM 用 MCC，AM 用切替盤，AM 用操

作盤，非常用高圧母線 C 系及び非常用高圧母線 D 系

は，付属の操作スイッチ等により，設置場所での操作

が可能な設計とする。 

燃料補給設備は，想定される重大事故等時におい

て，通常時の系統構成から弁操作等により速やかに切

り替えられる設計とする。 

軽油タンクは，系統構成に必要な弁を，設置場所で

の手動操作が可能な設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，付属の操作スイッチにより，設置場所での操作が

可能な設計とし，系統構成に必要な弁は設置場所での

手動操作が可能な設計とする。 

流）からの給電を行う系統は、重大事故等が発

生した場合でも、通常時の系統から遮断器操作

等にて速やかに切替えできる設計とする。蓄電

池（重大事故等対処用）の操作は、中央制御室

の制御盤の操作スイッチでの操作及び現場の操

作スイッチによる操作が可能な設計とする。 

蓄電池（3 系統目）を使用した蓄電池（3 系

統目）による代替電源（直流）からの給電を行

う系統は、重大事故等が発生した場合でも、通

常時の系統から遮断器操作等にて速やかに切替

えできる設計とする。蓄電池（3 系統目）の操

作は、中央制御室の制御盤の操作スイッチでの

操作及び現場の操作スイッチによる操作が可能

な設計とする。 

直流電源用発電機及び可搬型直流変換器を使

用した、直流電源用発電機及び可搬型直流変換

器による代替電源（直流）からの給電を行う系

統は、重大事故等が発生した場合でも、通常時

の系統から遮断器操作等にて速やかに切替えで

きる設計とする。 

直流電源用発電機は、車両等により運搬でき

る設計とするとともに、車輪止めを積載し、設

置場所にて固定できる設計とする。また、ケー

ブル接続はコネクタ接続とし、容易かつ確実に

接続できる設計とする。接続口は、3 号炉及び

4 号炉とも同一規格の設計とする。直流電源用

発電機は、付属の操作スイッチにより現場での

操作が可能な設計とする。 

原子炉周辺建屋又は原子炉補助建屋内に保管

する可搬型直流変換器は、車輪の設置により接

続箇所まで運搬ができる設計とするとともに、

車輪止めを積載し、設置場所にて固定できる設

計とする。また、ケーブルの接続はコネクタ接

続とし、容易かつ確実に接続できる設計とす

 

 

 

 

 

 

所内常設直流電源設備（３系統目）は，想定

される重大事故等時において，通常時の系統構

成から遮断器操作等により速やかに切り替えら

れる設計とする。 

 

 

 

 

可搬型代替直流電源設備は，想定される重大

事故等時において，通常時の系統構成から遮断

器操作等により速やかに切り替えられる設計と

する。 

可搬型整流器は，屋外に保管及び設置し，車

両及び人力により運搬ができるとともに，設置

場所にて固縛が可能な設計とする。また，ケー

ブル接続は，一般的な工具を用いてボルト・ネ

ジ接続を用いることで，容易かつ確実に接続可

能な設計とする。 

可搬型整流器は，付属の操作スイッチ等によ

り，設置場所での操作が可能な設計とする。 

緊急用 125V 系蓄電池は，想定される重大事

故等時において，通常時の系統構成として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備

として使用する設計とする。 

代替所内電気設備は，想定される重大事故等

時において，通常時の系統構成から遮断器操作

等により速やかに切り替えられる設計とする。 

緊急用メタルクラッド開閉装置，緊急用パワ
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留め

による固定等が可能な設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）を

接続する接続口については，専用の接続方式とし，接

続治具を用いてホースを確実に接続することができる

設計とする。また，6 号及び 7 号炉が相互に使用する

ことができるよう，接続口の口径を統一する設計とす

る。 

 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，車両として屋外のアクセスルートを通行してアク

セス可能な設計とするとともに，設置場所にて輪留め

による固定等が可能な設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）を

接続する接続口については，専用の接続方式とし，接

続治具を用いてホースを確実に接続することができる

設計とする。また，6 号及び 7 号炉が相互に使用する

ことができるよう，接続口の口径を統一する設計とす

る。 

 

る。接続口は、3 号炉及び 4 号炉とも同一規格

の設計とする。可搬型直流変換器は、付属の操

作スイッチにより現場での操作が可能な設計と

する。 

大容量空冷式発電機、大容量空冷式発電機用

燃料タンク、大容量空冷式発電機用給油ポン

プ、重大事故等対処用変圧器受電盤及び重大事

故等対処用変圧器盤を使用した代替所内電気設

備による給電を行う系統は、重大事故等が発生

した場合でも、通常時の系統から遮断器操作等

にて速やかに切替えできる設計とする。重大事

故等対処用変圧器受電盤及び重大事故等対処用

変圧器盤は、中央制御室の制御盤の操作スイッ

チでの操作及び現場の操作スイッチによる操作

が可能な設計とする。 

燃料油貯蔵タンク及びタンクローリを使用し

た燃料補給を行う系統は、重大事故等が発生し

た場合でも、通常時の系統から弁操作等にて速

やかに切替えできる設計とする。 

タンクローリは車両として移動可能な設計と

するとともに、車輪止めを積載し、設置場所に

て固定できる設計とする。タンクローリは、専

用の接続方法により燃料油貯蔵タンクと確実に

接続できる設計とする。 

燃料油貯蔵タンクからの燃料の移送は、タン

クローリを用いて、弁操作等により容易に可能

な設計とする。 

タンクローリは、専用の接続方法により重大

事故等対処設備へ燃料を確実に補給できる設計

とする。 

ディーゼル発電機及び燃料油貯油そうを使用

したディーゼル発電機による給電を行う系統

は、重大事故等が発生した場合でも、設計基準

対象施設として使用する場合と同じ系統構成で

ーセンタ，緊急用モータコントロールセンタ，

緊急用電源切替盤及び緊急用直流 125V 主母線

盤は，付属の操作スイッチ等により，設置場所

等での操作が可能な設計とする。 

燃料給油設備は，想定される重大事故等時に

おいて，通常時の系統構成から弁操作等により

速やかに切り替えられる設計とする。 

軽油貯蔵タンクは，系統構成に必要な弁を，

中央制御室での遠隔操作が可能な設計とする。 

タンクローリは，付属の操作スイッチによ

り，設置場所での操作が可能な設計とし，系統

構成に必要な弁は設置場所での手動操作が可能

な設計とする。 

タンクローリは，車両として屋外のアクセス

ルートを通行してアクセス可能な設計とすると

ともに，設置場所にて輪留めによる固定等が可

能な設計とする。 

タンクローリを接続する接続口については，

簡便な接続規格を用いた専用の接続方式とし，

可搬型設備用軽油タンク及び重大事故等対処設

備に確実に接続することができる設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

重大事故等対処設備として使用する設計とす

る。ディーゼル発電機は、中央制御室の制御盤

の操作スイッチでの操作及び現場の操作スイッ

チによる操作が可能な設計とする。 

10.2.3 主要設備及び仕様 

代替電源設備の主要機器仕様を第 10.2－1 表に示

す。 

 

変更なし  10.2.3 主要設備及び仕様 

代替電源設備の主要機器仕様を第 10.2－1 

表に示す。 

 

 

10.2.4 試験検査 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び試

験・検査性」に示す。 

第一ガスタービン発電機は，発電用原子炉の運転中

又は停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設計

とするとともに，分解が可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，発電用原

子炉の運転中に漏えいの有無の確認が可能な設計とす

る。また，発電用原子炉の運転中又は停止中に内部の

確認が可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，発電

用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び漏えい

の有無の確認が可能な設計とする。 

また，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ

は，発電用原子炉の運転中又は停止中に分解及び外観

の確認が可能な設計とする。 

電源車は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機

能・性能の確認が可能な設計とするとともに，分解又

は取替えが可能な設計とする。また，電源車は，車両

として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計と

する。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び号炉間電力融

通ケーブル（可搬型）は，発電用原子炉の運転中又は

停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設計とす

るとともに，号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は取

10.2.4 試験検査 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び試

験・検査性」に示す。 

第一ガスタービン発電機は，発電用原子炉の運転中

又は停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設計

とするとともに，分解が可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料タンクは，発電用原

子炉の運転中に漏えいの有無の確認が可能な設計とす

る。また，発電用原子炉の運転中又は停止中に内部の

確認が可能な設計とする。 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプは，発電

用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び漏えい

の有無の確認が可能な設計とする。 

また，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ

は，発電用原子炉の運転中又は停止中に分解及び外観

の確認が可能な設計とする。 

電源車は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機

能・性能の確認が可能な設計とするとともに，分解又

は取替えが可能な設計とする。また，電源車は，車両

として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設計と

する。 

号炉間電力融通ケーブル（常設）及び号炉間電力融

通ケーブル（可搬型）は，発電用原子炉の運転中又は

停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設計とす

るとともに，号炉間電力融通ケーブル（可搬型）は取

10.2.4試験検査 

基本方針については、「1．1．7．4 操作性

及び試験・検査性について」に示す。 

大容量空冷式発電機による代替電源（交流）

からの給電及び代替所内電気設備による給電に

使用する大容量空冷式発電機は、模擬負荷によ

る機能・性能の確認が可能な設計とする。 

大容量空冷式発電機は、分解が可能な設計と

する。 

大容量空冷式発電機による代替電源（交流）

からの給電及び代替所内電気設備による給電に

使用する大容量空冷式発電機用燃料タンク及び

大容量空冷式発電機用給油ポンプは、通常時の

系 統構成により機能・性能及び漏えいの有無

の確認が可能な設計とする。 

大容量空冷式発電機用燃料タンクは、油量、

機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能なよ

うに油面計を設け、内部の確認が可能なように

マンホールを設ける設計とする。 

大容量空冷式発電機用給油ポンプは、分解が

可能な設計とする。 

号炉間電力融通電路を使用した号炉間融通に

よる代替電源（交流）からの給電に使用する号

炉間電力融通電路及びディーゼル発電機は、機

能・性能の確認が可能な設計とする。 

10.2.4 試験検査 

基本方針については，「1.1.7.4 操作性及び

試験・検査性」に示す。 

常設代替高圧電源装置は，発電用原子炉の運

転中又は停止中に機能・性能及び外観の確認が

可能な設計とするとともに，分解が可能な設計

とする。 

常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプは，発

電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及

び漏えいの有無の確認が可能な設計とする。 

また，常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ

は，発電用原子炉の運転中又は停止中に分解及

び外観の確認が可能な設計とする。 

可搬型代替低圧電源車は，発電用原子炉の運

転中又は停止中に機能・性能の確認が可能な設

計とするとともに，分解又は取替えが可能な設

計とする。また，可搬型代替低圧電源車は，車

両として運転状態の確認及び外観の確認が可能

な設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

替えが可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直流 125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2，AM 用直

流 125V蓄電池，直流 125V充電器 A，直流 125V充電器

A-2 及び AM 用直流 125V 充電器は，発電用原子炉の運

転中又は停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な

替えが可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直流 125V 蓄電池 A，直流 125V 蓄電池 A-2，AM 用直

流 125V蓄電池，直流 125V充電器 A，直流 125V充電器

A-2，AM 用直流 125V 充電器及び直流 125V 蓄電池（3

系統目）は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機

号炉間電力融通電路は、絶縁抵抗測定による

機能・性能の確認が可能な設計とする。 

ディーゼル発電機は、分解が可能な設計とす

る。 

号炉間電力融通電路を使用した号炉間融通に

よる代替電源（交流）からの給電、予備ケーブ

ル（号炉間電力融通用）を使用した号炉間融通

による代替電源（交流）からの給電及びディ 

ーゼル発電機による給電に使用する燃料油貯

油そうは、油量、機能・性能及び漏えいの有無

の確認が可能なように油面計を設け、内部の確

認が可能なようにマンホールを設ける設計とす

る。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）による代替電源（交流）からの給電に使用

する発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、模擬負荷による機能・性能の確認が可

能な設計とする。 

発電機車（高圧発電機車又は中容量発電機

車）は、分解又は取替が可能な設計とする。ま

た、車両として、運転状態の確認及び外観の確

認が可能な設計とする。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）を使用し

た号炉間融通による代替電源（交流）からの給

電に使用する予備ケーブル（号炉間電力融通

用）及びディーゼル発電機は、機能・性能の確

認が可能な設計とする。 

予備ケーブル（号炉間電力融通用）は、絶縁

抵抗測定による機能・性能の確認が可能な設計

とする。 

蓄電池（安全防護系用）による非常用電源

（直流）からの給電に使用する蓄電池（安全防

護系用）は、電圧、比重測定等による機能・性

能の確認が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系，緊急用 125V 蓄

電池及び 125V 系蓄電池（３系統目）は，発電

用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及び

外観の確認が可能な設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急用断路器は，発電用原子炉の運転中又は停止中

に機能・性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

緊急用電源切替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装

置，AM 用動力変圧器，AM 用 MCC，AM 用切替盤，AM 用

操作盤，非常用高圧母線 C 系及び非常用高圧母線 D 系

は，発電用原子炉の停止中に機能・性能の確認が可能

な設計とする。また，発電用原子炉の運転中又は停止

中に外観の確認が可能な設計とする。 

軽油タンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有

無の確認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の

停止中に内部の確認が可能な設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，発電用原子炉の運転中又は停止中に外観検査及び

機能試験，漏えいの有無の確認が可能な設計とすると

ともに，分解又は取替えが可能な設計とする。また，

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）は，

車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設

計とする。 

 

能・性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急用断路器は，発電用原子炉の運転中又は停止中

に機能・性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

緊急用電源切替箱断路器，緊急用電源切替箱接続装

置，AM 用動力変圧器，AM 用 MCC，AM 用切替盤，AM 用

操作盤，非常用高圧母線 C 系及び非常用高圧母線 D 系

は，発電用原子炉の停止中に機能・性能の確認が可能

な設計とする。また，発電用原子炉の運転中又は停止

中に外観の確認が可能な設計とする。 

軽油タンクは，発電用原子炉の運転中に漏えいの有

無の確認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の

停止中に内部の確認が可能な設計とする。 

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）

は，発電用原子炉の運転中又は停止中に外観検査及び

機能試験，漏えいの有無の確認が可能な設計とすると

ともに，分解又は取替えが可能な設計とする。また，

タンクローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）は，

車両として運転状態の確認及び外観の確認が可能な設

計とする。 

 

蓄電池（重大事故等対処用）による代替電源

（直流）からの給電に使用する蓄電池（重大事

故等対処用）は、電圧、比重測定等による機

能・性能の確認が可能な設計とする。 

また、蓄電池（3 系統目）は、電圧測定によ

る機能・性能確認が可能な設計とする。 直流

電源用発電機及び可搬型直流変換器による代替

電源（直流）からの給電に使用する直流電源用

発電機及び可搬型直流変換器は、模擬負荷によ

る機能・性能の確認が可能な設計とする。 

直流電源用発電機は、分解又は取替が可能な

設計とする。 

 

代替所内電気設備による給電に使用する重大

事故等対処用変圧器受電盤及び重大事故等対処

用変圧器盤は、絶縁抵抗測定による機能・性能

の確認が可能な設計とする。 

燃料補給に使用する燃料油貯蔵タンク及びタ

ンクローリは、油量、機能・性能及び漏えいの

有無の確認が可能なように油面計又は検尺口を

設け、内部の確認が可能なようにマンホールを

設ける設計とする。 

燃料補給に使用するタンクローリは、使用時

の系統構成にて採油及び給油の機能・性能及び

漏えいの有無の確認が可能な設計とする。ま

た、車両として、運転状態の確認及び外観の確

認が可能な設計とする。 

ディーゼル発電機による給電に使用するディ

ーゼル発電機は、系統負荷により機能・性能の

確認が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型整流器は，発電用原子炉の運転中又は

停止中に機能・性能及び外観の確認が可能な設

計とする。 

緊急用メタルクラッド開閉装置，緊急用パワ

ーセンタ，緊急用モータコントロールセンタ，

緊急用電源切替盤及び緊急用直流 125V 主母線

盤は，発電用原子炉の停止中に機能・性能の確

認が可能な設計とする。また，発電用原子炉の

運転中又は停止中に外観の確認が可能な設計と

する。 

軽油貯蔵タンクは，発電用原子炉の運転中又

は停止中に漏えいの有無の確認が可能な設計と

する。また，発電用原子炉の停止中に内部の確

認が可能な設計とする。 

可搬型設備用軽油タンクは，発電用原子炉の

運転中又は停止中に漏えいの有無の確認及び内

部の確認が可能な設計とする。 

タンクローリは，発電用原子炉の運転中又は

停止中に外観検査及び機能試験，漏えいの有無

の確認が可能な設計とするとともに，分解又は

取替えが可能な設計とする。また，タンクロー

リは，車両として運転状態の確認及び外観の確

認が可能な設計とする。 
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表・図 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 
＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 
（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 
（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

第 10.2－1 表 代替電源設備の主要機器仕様 

（1）常設代替交流電源設備 

ａ．第一ガスタービン発電機（6 号及び 7 号炉共

用） 

ガスタービン 

台数      2 

使用燃料    軽油 

出力      約 3,600kW／台 

発電機 

台数      2 

種類      同期発電機 

容量      約 4,500kVA／台 

力率      0.8 

電圧      6.9kV 

周波数     50Hz 

ｂ．第一ガスタービン発電機用燃料タンク（6 号及

び 7号炉共用） 

基数      2 

容量      約 50kL/基 

ｃ．第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ（6

号及び 7号炉共用） 

台数      2 

容量      約 3m3/h/台 

ｄ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｅ．タンクローリ（16kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      1（予備 1） 

容量      約 16kL/台 

（2）可搬型代替交流電源設備 

第 10.2－1 表 代替電源設備の主要機器仕様 

（1）常設代替交流電源設備 

ａ．第一ガスタービン発電機（6 号及び 7 号炉共

用） 

ガスタービン 

台数      2 

使用燃料    軽油 

出力      約 3,600kW／台 

発電機 

台数      2 

種類      同期発電機 

容量      約 4,500kVA／台 

力率      0.8 

電圧      6.9kV 

周波数     50Hz 

ｂ．第一ガスタービン発電機用燃料タンク（6 号及

び 7号炉共用） 

基数      2 

容量      約 50kL/基 

ｃ．第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ（6

号及び 7号炉共用） 

台数      2 

容量      約 3m3/h/台 

ｄ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｅ．タンクローリ（16kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      1（予備 1） 

容量      約 16kL/台 

（2）可搬型代替交流電源設備 

第 10.2.1表 代替電源設備（常設）の設備仕様 

(1) 大容量空冷式発電機 

種  類      ガスタービン発電機 

台  数      1 

容  量      約 4，000kVA 

電  圧      6，600V 

(2) 大容量空冷式発電機用燃料タンク 

型  式      横置円筒型地下タンク 

基  数      1 

容  量      約 30k2l 

使用燃料      A重油 

(3)大容量空冷式発電機用給油ポンプ 

型  式      歯車式 

台  数      1 

容  量      約 1．4m3／h 

吐出圧力      約 0．3MPa［gage］ 

最高使用圧力    0．8MPa［gage］ 

最高使用温度    40℃ 

(4) 号炉間電力融通電路（3号及び 4号炉共用） 

個  数      1 

電  圧      6，600V 

(5) ディーゼル発電機（重大事故等時のみ 3 号及び 4

号炉共用、既設） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備 

・代替電源設備 

台  数      4 

出  力     約 7,100kW（1台当たり） 

起動方式     圧縮空気起動 

使用燃料     A重油 

発電機台数    4 

型  式   横置回転界磁・三相同期発電機 

容  量     約 8,900kVA（1台当たり） 

第 10.2－1 表 代替電源設備の主要機器仕様 

（1）常設代替交流電源設備 

ａ．常設代替高圧電源装置 

ディーゼル機関 

台数      5（予備 1） 

使用燃料    軽油 

出力      約 1,540kW／台 

発電機 

台数      5（予備 1） 

種類      三相同期発電機 

容 量      約 1,725kVA／台 

力率      0.8 

電 圧     6,600V 

周波数     50Hz 

（2）可搬型代替交流電源設備 

ａ．可搬型代替低圧電源車 

ディーゼル機関 

台 数     4（予備 1）※１ 

使用燃料    軽油 

発電機 

台数      4（予備 1）※１ 

種類     三相同期発電機 

容 量     約 500kVA／台 

力 率     0.8 

電 圧     440V 

周 波 数 50Hz 

※1 必要台数は，2 台 2 セット（予備 1 台） 

（3）所内常設直流電源設備 

ａ．125V 系蓄電池Ａ系・Ｂ系 

第 10.1－4 表 直流電源設備の設備仕様に記載

する。 

組数 2 

電 圧 125V 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

ａ．電源車（6号及び 7号炉共用） 

エンジン 

台数      8（予備 1） 

使用燃料    軽油 

発電機 

台数      8（予備 1） 

種類      同期発電機 

容量      約 500kVA/台 

力率      0.8 

電圧      6.9kV 

周波数     50Hz 

ｂ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｃ．タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      3（予備 1） 

容量      約 4kL/台 

（3）号炉間電力融通電気設備 

ａ．号炉間電力融通ケーブル（常設）（6 号及び 7 

号炉共用） 

個数      1 

ｂ．号炉間電力融通ケーブル（可搬型）（6 号及び

7 号炉共用） 

個数      1 

（4）所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源

設備 

ａ．直流 125V蓄電池 A及び直流 125V蓄電池 A-2 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

組数      1 

ａ．電源車（6号及び 7号炉共用） 

エンジン 

台数      8（予備 1） 

使用燃料    軽油 

発電機 

台数      8（予備 1） 

種類      同期発電機 

容量      約 500kVA/台 

力率      0.8 

電圧      6.9kV 

周波数     50Hz 

ｂ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｃ．タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      3（予備 1） 

容量      約 4kL/台 

（3）号炉間電力融通電気設備 

ａ．号炉間電力融通ケーブル（常設）（6 号及び 7 

号炉共用） 

個数      1 

ｂ．号炉間電力融通ケーブル（可搬型）（6 号及び

7 号炉共用） 

個数      1 

（4）所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源

設備 

ａ．直流 125V蓄電池 A及び直流 125V蓄電池 A-2 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

組数      1 

力  率     0．8（遅れ） 

電  圧     6，900V 

周波数      60Hz 

 

(6) 燃料油貯油そう（重大事故等時のみ 3号及び 4号

炉共用、既設） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備 

・代替電源設備 

型  式     横置円筒型地下タンク 

基  数     4 

容  量     約 165kl（1基当たり） 

使用燃料     A重油 

(7) 蓄電池（安全防護系用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備 

・代替電源設備 

型  式     鉛蓄電池 

組  数     2 

容  量    約 1,600A・h（1組当たり） 

電  圧    129V（浮動充電時） 

(8) 蓄電池（重大事故等対処用） 

型  式    鉛蓄電池 

組  数    2 

容  量    約 2，400A・h（1組当たり） 

電  圧    129V（浮動充電時） 

(9) 蓄電池（3系統目） 

型  式    鉛蓄電池 

組  数    1 

容  量    約 3,000A・h 

電  圧    138V（浮動充電時） 

(10)重大事故等対処用変圧器受電盤 

個  数    1 

定格電圧    7，200V 

容量 約 6,000Ah／組 

（4）常設代替直流電源設備 

ａ．緊急用 125V 系蓄電池 

組数 1 

電圧 125V 

容量 約 6,000Ah 

（5）所内常設直流電源設備（３系統目） 

ａ．125V 系蓄電池（３系統目） 

組数 1 

電圧 125V 

容量 約 6,000Ah 

（6）可搬型代替直流電源設備 

ａ．可搬型代替低圧電源車 

第 10.2－1 表 代替電源設備の主要機器仕様

「（2）ａ．可搬型代替低 

圧電源車」に記載する。 

ｂ．可搬型整流器 

台数 8（予備 1）※２ 

電圧 0～150V 

容量 約 100A／台 

※2 必要台数は，4 台 2 セット（予備 1 台） 

（7）代替所内電気設備 

ａ．緊急用メタルクラッド開閉装置 

個数 1 

定格電圧 7,200V 

ｂ．緊急用パワーセンタ 

個数 1 

定格電圧 600V 

c．緊急用モータコントロールセンタ 

個数 3 

定格電圧 600V 

ｄ．緊急用電源切替盤 

個数 6 

定格電圧 交流 600V 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

電圧      125V 

容量      約 10,000Ah 

 （直流 125V蓄電池 A  ：約 6,000Ah 

  直流 125V蓄電池 A-2：約 4,000Ah） 

ｂ．AM用直流 125V 蓄電池 

組数      1 

電圧      125V 

容量      約 3,000Ah 

ｃ．直流 125V充電器 A及び直流 125V充電器 A-2 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

個数      2 

電圧      125V 

容量      約 700A及び約 400A 

ｄ．AM用直流 125V充電器 

個数      1 

電圧      125V 

容量      約 300A 

 

 

 

 

 

（5）可搬型直流電源設備 

ａ．電源車（6号及び 7号炉共用） 

エンジン 

台数      8（予備 1） 

使用燃料    軽油 

発電機 

台数      8（予備 1） 

種類      同期発電機 

容量      約 500kVA/台 

力率      0.8 

電圧      125V 

容量      約 10,000Ah 

 （直流 125V蓄電池 A  ：約 6,000Ah 

  直流 125V蓄電池 A-2：約 4,000Ah） 

ｂ．AM用直流 125V 蓄電池 

組数      1 

電圧      125V 

容量      約 3,000Ah 

ｃ．直流 125V充電器 A及び直流 125V充電器 A-2 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

個数      2 

電圧      125V 

容量      約 700A及び約 400A 

ｄ．AM用直流 125V充電器 

個数      1 

電圧      125V 

容量      約 300A 

（5）所内常設直流電源設備（3系統目） 

ａ．直流 125V蓄電池（3系統目） 

組数      1 

電圧      125V 

容量      約 3,000Ah 

（6）可搬型直流電源設備 

ａ．電源車（6号及び 7号炉共用） 

エンジン 

台数      8（予備 1） 

使用燃料    軽油 

発電機 

台数      8（予備 1） 

種類      同期発電機 

容量      約 500kVA/台 

力率      0.8 

(11)重大事故等対処用変圧器盤 

個  数    1 

定格電圧    6,600V／460V 

(12)燃料油貯蔵タンク（重大事故等時のみ 3 号及び 4

号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備 

・代替電源設備 

・補機駆動用燃料設備 

型  式    横置円筒型地下タンク 

基  数    4 

容  量    約 200kl（1基当たり） 

使用燃料    A重油 

直流 125V 

ｅ．緊急用直流 125V 主母線盤 

個数 1 

定格電圧 125V 

（8）燃料給油設備 

ａ．軽油貯蔵タンク 

第 10.1－3 表 非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディ 

ーゼル発電機を含む。）の設備仕様に記載す

る。 

基数 2 

容量 約 400kL／基 

ｂ．常設代替高圧電源装置燃料移送ポンプ 

型式 スクリュー型 

台数 1（予備 1） 

容量 約 3.0m３／h 

吐出圧力 約 0.3MPa [gage] 

最高使用圧力 1.0MPa [gage] 

最高使用温度 55℃ 

ｃ．可搬型設備用軽油タンク 

基数 7（予備 1） 

容量 約 30kL／基 

ｄ．タンクローリ 

台数 2（予備 3）※３ 

容量 約 4kL／台 

※3 必要台数は，2 台 1 セット（予備 3 台） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更前） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉（変更後） 

＜青字/下線：変更箇所＞ 

（参考）玄海発電所 3号及び 4号炉設置変更許可申請書 

（平成 31年 3月 28日申請及びその一部補正） 

 

（参考）東海第二発電所設置変更許可申請書 

（令和元年 9月 24日申請及びその一部補正） 

 
備考 

電圧      6.9kV 

周波数     50Hz 

ｂ．AM用直流 125V充電器 

個数      1 

電圧      125V 

容量      約 300A 

ｃ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｄ．タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      3（予備 1） 

容量      約 4kL/台 

（6）代替所内電気設備 

ａ．AM用動力変圧器 

個数      1 

容量      6号炉 約 750kVA 

        7号炉 約 800kVA 

電圧      6.9kV/480V 

（7）燃料給油設備 

ａ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｂ．タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      3（予備 1） 

容量      約 4kL/台 

 

電圧      6.9kV 

周波数     50Hz 

ｂ．AM用直流 125V充電器 

個数      1 

電圧      125V 

容量      約 300A 

ｃ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｄ．タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      3（予備 1） 

容量      約 4kL/台 

（7）代替所内電気設備 

ａ．AM用動力変圧器 

個数      1 

容量      6号炉 約 750kVA 

        7号炉 約 800kVA 

電圧      6.9kV/480V 

（8）燃料給油設備 

ａ．軽油タンク（6号及び 7号炉共用） 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備（通常運転時等） 

・非常用電源設備（重大事故等時） 

基数      1（予備 3） 

容量      約 550kL/基 

ｂ．タンクローリ（4kL）（6号及び 7号炉共用） 

台数      3（予備 1） 

容量      約 4kL/台 

 

 


